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第 1章 わが国地方自治体における組織間連携の現状と課題 
 
 
Ⅰ 組織間連携制度の必要性 
 
 わが国の経済は、戦後の高度経済成長期を経て、バブル経済の崩壊、いわゆる失われた
10年と低迷を続けている。国および地方の長期債務残高は、2014（平成 26）年度末で 1,000
兆円を超え、現在も増加傾向にある。また、わが国の人口は、すでに減少局面に入ってお
り、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計（出生中位・死亡中位推計）によると、総
人口は 2030年には 1億 1,662万人、2060年には 8,674万人（2010（平成 22）年人口の
32.3%減）にまで減少すると見込まれており、生産年齢人口は 2030 年には 6,773 万人、
2060 年には 4,418 万人（同 45.9%減）にまで減少することが見込まれている。総人口が
減少するとともに、生産年齢人口が一層減少した逆ピラミッド型の構造となることが想定
されている。 
 こうした状況のなかで、地方自治体において組織間連携が必要とされる理由は、以下の
2 点にまとめることができる。第一は、地方自治体の財政状況である。わが国の地方自治
体は、行政評価や事業仕分けの活用、新地方公会計制度の導入など、さまざまな行政改革
により基盤強化に取り組んできた。しかしながら、人口減少や少子高齢化に伴う社会保障
費の伸び等を原因として、自治体の財政状況は、依然厳しいままとなっている。このよう
な財政状況は、規模の経済により、行政を効率的に執行しようというインセンティブとな
り、組織間連携が取り組まれてきたものである。 
 第二は、近年の交通や通信手段の発展により、自治体の対象となる住民の日常社会生活
圏が市町村の行政区域を越えて拡大していることである。このことは、自治体側の取り組
みにも影響を及ぼしている。たとえば、交通政策や観光政策では、鉄道網や道路網の整備
により、移動時間が短縮され、同じ時間内でも広域内の複数の観光地を巡ることが可能と
なっている。こうした状況においては、広域での観光プランの作成や交通手段の確立をめ
ざすことが、より効果的な行政の展開につながる。第三は、国において取り組まれてきた
地方分権の受け皿となる必要である。地方自治体単独での基盤強化に加えて、合併や自治
体間連携による基盤強化が求められてきたのである。今後は、地域の実情に応じて連携内
容を協議し決定することができる連携中枢都市圏構想のような柔軟性をもった制度により、
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さまざまな事業において連携を推進していく必要がある。 
 地方自治体における組織間連携は、これまで自治体間連携を中心に取り組まれてきた。
そのため、本章ではまず、自治体間連携の変遷、現状および課題を整理し、その後、地方
自治体と自治体以外の主体との連携の現状と課題を整理することとする。 
 
Ⅱ 地方自治制度および自治体間連携制度の変遷 
 
１ 地方自治制度の変遷 
 わが国の地方自治制度は、明治の幕開けとともに構築が開始された 1。1869（明治 2）
年には、版籍奉還が行われ、旧藩主が知藩事に任命されている。1871（明治 4）年には、
廃藩置県が行われ、1603 年の開府以降続いてきた幕藩体制は終焉し、北海道を除く３府
302県の中央集権国家が誕生した。同時に知藩事の職を免じ、府県官制が創設され、府県
に知事・県知事が置かれている。ただし、この時点の知事・県知事は内務省の職員であり、
任免は内務省が行っていた。 
 1878（明治 11）年には、三新法（郡区町村編制法、府県会規則および地方税規則）、1888
（明治 21）年には、市制町村制が制定され、市町村に独自の法人格が認められた。そして、
市町村は、公共事務、委任事務を処理することとされ、公共事務に関しては、条例および
規則の制定権が付与された。1947（昭和 22）年に日本国憲法が施行され、地方自治法が
制定されたことにより、現在のような県および市町村の構造が整備された。その後、1952
（昭和 27）年には、地方制度調査会が設置されている。その後は、地方制度調査会への諮
問、答申、それを受けての地方自治法改正という枠組みで、図表 1-1のとおり、地方自治
制度の見直しが断続的に実施されてきたのである。 
 この間、都道府県数はほとんど変更がなかった。一方で、基礎自治体である市町村数は、
1888（明治 21）年から 1889（明治 22）年の明治の大合併、1953（昭和 28）年から 1961
（昭和 36）年の昭和の大合併、1999（平成 11）年から 2010（平成 22）年の平成の合併
を経て、2014（平成 26）年 4月 5日現在で 1,718まで減少している。その結果、基礎自
治体については、人口が 360万人を超える横浜市から数百人の村まで、さまざまな自治体
が存在することとなっている。合併は、国の政策として実施されてきた。そして、合併の
ために設定された期間に合併しなかった市町村に対しては、合併によらない自治体間連携
制度が国によって創設されている。 
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図表 1-1 わが国における地方自治制度の変遷 
年 制度の概要 
1869（明治 2）年 版籍奉還 
1871（明治 4）年 廃藩置県、3府 302県の中央集権国家の誕生 
1878（明治 11）年 三新法（郡区町村編制法・府県会規則・地方税規則）制定 
1888（明治 21）年 市制町村制の制定、市町村に独自の法人格が認められる 
1888（明治 21）年 明治の大合併（～1889（明治 22）年） 
1947（昭和 22）年 日本国憲法施行、地方自治法制定 
1952（昭和 27）年 地方制度調査会設置 
1953（昭和 28）年 昭和の大合併（～1961（昭和 36）年） 
1999（平成 11）年 平成の合併（～2010（平成 22）年） 
  出所：筆者作成。 
 
２ 自治体間連携制度の変遷 
 市町村をめぐっては、三つの大規模合併の時期があった 2。そして、合併後には、さま
ざまな理由で合併を選択しなかった市町村に対して代替手法が用意されることになる。以
下、三つの合併の概要と合併を選択しなかった市町村に対する代替手法を中心に自治体間
連携制度の変遷を概観する。 
 
（１）明治の大合併および合併を選択しなかった自治体への代替手法 
 第一の大規模合併は明治の大合併である。これは、1889（明治 22）年 4月 1日に施行
された市制町村制に基づく合併で、総務省の市町村合併資料集によると、その目的は、「近
代的地方自治制度である『市制町村制』の施行に伴い、行政上の目的（教育、徴税、土木、
救済、戸籍の事務処理）に合った規模と自治体としての町村の単位（江戸時代から引き継
がれた自然集落）との隔たりをなくすため 3」とされている。すなわち、江戸時代の自然
集落の単位から近代国家としての行政事務を実施する単位へと規模を拡大するためのもの
であった。全国的に内務大臣が示した約 300戸から 500戸という町村合併標準に基づいて
合併が行われたことにより、町村の数は71,314から15,820へと約5分の1まで減少した。 
 明治の大合併後、国は、合併できなかった町村に対して、自治体間連携制度を創設した。
それは、町村制における組合制度である。町村制第 6章「町村組合」第 116 条は、「數町
村ノ事務ヲ共同處分スル爲メ其協議ニ依リ監督官廳ノ許可ヲ得テ其町村ノ組合ヲ設クルコ
トヲ得。法律上ノ義務ヲ負擔スルニ堪フ可キ資力ヲ有セサル町村ニシテ他ノ町村ト合倂（第
四條）スルノ協議整ハス又ハ其事情ニ依リ合倂ヲ不便ト爲ストキハ郡參事會ノ議決ヲ以テ
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數町村ノ組合ヲ設ケシムルコトヲ得 4」と規定している。ここでは、事務の共同処理のた
め、町村間の協議と監督官庁の許可を要件として、町村組合を設置することができるとし
ている。また、資力不足の町村において、合併の協議が整わなかった場合、または合併が
不便な場合に、組合を設置できることとしている。 
 横道（2010）が、「1888年から 1889年にかけては、市制町村制の施行に先立ち、明治
の大合併が進められていた。町村組合は、その明治の大合併において合併が難しい町村に
対して、合併に代わる手法として用意されていたことが窺われる 5」と指摘しているよう
に、町村制における後者の枠組みは、国が合併を主導したにもかかわらず、協議が不調に
終わったり、逆に合併することにより不便となったりする町村に対して、国が用意した自
治体間連携制度である。この制度により、北海道から熊本県にかけて多くの町村組合が設
立された。この制度は、1947（昭和 22）年の地方自治法施行とともに廃止され、新たな
制度として、一部事務組合、全部事務組合および役場事務組合が創設された。全部事務組
合と役場事務組合は町村のみを対象とした制度である。 
 明治の大合併後、昭和の大合併までの間においても、日本各地で合併は進んでいた。明
治の大合併後の市町村数 15,859に対して、1953（昭和 28）年 10月の市町村数は 9,868
であり 62.2%までに減少している。横道（2007）は、この間の合併を三つの類型、すなわ
ち①町村組合の解散に伴う合併、②都市化の進展に伴う合併、③戦時体制強化のための合
併に分類している 6。このうち、町村組合の解散に伴うものは、明治の大合併では合併を
選択せずに代替手法を選択した町村が、時間の経過とともに合併を選択しなかった要因が
変化したり、合併への支障が解消されたりしたことにより、この時点で合併を選択したも
のである。合併と代替手法は、程度の差はあっても、複数の主体が、共通の目的をめざす
仕組みであるため、このような代替手法から合併という状況が発生した。 
 
（２）昭和の大合併および合併を選択しなかった自治体への代替手法 
 第二の大規模合併は昭和の大合併である。これは、1953（昭和 28）年から 1961（昭和
36）年にかけて、合併町村促進法（昭和 28年法律第 258号）および新市町村建設促進法
（昭和 31年法律第 164号）に基づき推進された合併である。総務省の市町村合併資料集
によると、その目的は、「戦後、新制中学校の設置管理、市町村消防や自治体警察の創設の
事務、社会福祉、保健衛生関係の新しい事務が市町村の事務とされ、行政事務の能率的処
理のためには規模の合理化が必要とされた。昭和 28 年の町村合併促進法（第 3条『町村
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はおおむね、8000人以上の住民を有するのを標準』」）及びこれに続く昭和 31年の新市町
村建設促進法により、『町村数を約 3 分の 1 に減少することを目途』とする町村合併促進
基本計画（昭 28年 10月 30日閣議決定）の達成を図ったもの 7」である。この大合併によ
り、1953（平成 28）年 10月には 9,868であった市町村数は、新市町村建設促進法が一部
失効する 1961（昭和 36）年 6月には、3,472と合併始期の 35.2%までに減少しており、
新市町村建設法の目標をほぼ達成している。 
 昭和の大合併においては、明治の大合併のような合併を選択しなかった市町村への代替
手法が用意されることはなかった。その理由としては、以下の 4点をあげることができる。 
 第一は、昭和の大合併直前の 1952（昭和 27）年に地方自治法が改正され、簡便な手法
である協議会、機関等の共同設置および事務の委託が導入されていたことである。これら
は、行政改革の一環として導入されたものである。横道（2012）は、「その大きなきっか
けとなったのは、1950年 12月 22日に地方行政調査委員会議が出した『行政事務再配分
に関する勧告』である 8」と指摘している。行政事務再配分に関する勧告は、これまでの
組合方式について、「一部の簡単な事務の共同処理についても、組合管理者及び組合会議が
必置の機関とされているために、経費の節約及び事務の能率的処理の立場から見てはたし
て地方公共団体の共同処理として最も適当なものであるかどうかは疑問である 9」と組合
方式のデメリットをあげている。すなわち、簡単な事務の共同処理において、組合方式は、
組合会議を設置する経費や労力と比較して連携から得られる成果が少ないということであ
る。簡便な手法の便益としては、複雑な手続きを経る必要がないため、中小規模の自治体
の取り組みが可能であることがあげられる。制度導入 1年後の昭和の大合併が始まる時点
の自治体数は、先に述べたように 9,868 であるが、その内訳は 286 市、1,966 町、7,616
村であり、村は全体の 77.2％、町村は全体の 97.1％で、ほとんどが中小規模の自治体であ
った。こうした状況からも、簡便な共同処理方式の導入は必要であったとともに、効果が
大きかったものと考える。こうした共同処理方式の大幅な見直し後に、昭和の大合併は着
手されたため、1961（昭和 36）年の新市町村建設促進法一部失効後に、合併を選択しな
かった市町村への代替手法を用意する必要がなかったものである。 
 第二は、昭和の大合併が当初の目標を達成したことである。町村数は、1953（昭和 28）
年の 9,582から 1961（昭和 36）年の 2,916と減少し、新市町村建設促進法の想定してい
た 3分の 1を上回り 30.4％まで減少している。合併による成果が十分にあったことから、
合併を選択しなかった市町村への代替手法を用意する必要がなかったものである。 
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 第三は、既存制度の活用が促進されていることである。高度経済成長期 10においては、
都市化の進展や自動車の普及などに伴い、行政サービスにも、一層の効率性や広域性が求
められるようになった。この点、横道（2013）が、「その結果、一部事務組合の数は、1967
年から 1974年までのわずか 10年足らずの間に大きく増加し、2,202から 3,039へと 1.5
倍近くになった 11」と指摘しているように、昭和の大合併後の連携の取り組みは、新たな
代替手法を導入するのではなく、既存の一部事務組合を利用して進められてきたのである。
このことも、合併しなかった市町村への新たな代替手法が用意されなかった理由の一つで
ある。 
 第四は、個別の要因によって共同処理のための制度が導入されていることである。1963
（昭和 38）年の地方自治法改正では、地方開発事業団制度が導入されている。昭和の大合
併が進むなか、わが国は高度経済成長期に入る。1962（昭和 37）年に制定された新産業
都市建設促進法（昭和 37年法律第 117号）による新産業都市の建設や 1964（昭和 39）
に制定された工業整備特別地域整備促進法（昭和 39年法律第 146号）による工業整備特
別地域の整備など、広域的な計画のもと複数の自治体で共同処理する方式が必要であると
の理由から、地方開発事業団は導入された。地方開発事業団は、合併後の代替手法として
ではなく、地域開発の視点から導入されたものである。しかしながら、2010（平成 22）
年 1月に設置され、1月 20日に開催された総務省地方行財政検討会議第 1回会議の参考
資料 4「今国会における地方自治法改正の検討事項」において、全部事務組合等の廃止理
由として、「特別地方公共団体のうち、全部事務組合、役場事務組合及び地方開発事業団に
ついて、長期にわたって設立の事例がなく今後存置する意義がないと見込まれる 12」こと
があげられているように、この制度はほとんど利用されることなく廃止された。 
 また、1994（平成 6）年の地方自治法改正では、広域連合が追加された。広域連合の目
的は、「様々な広域的ニーズに柔軟かつ効率的に対応するとともに、権限委譲の受け入れ体
制を整備するため 13」とされている。2017（平成 29）年 4月 1日現在、後期高齢者医療
広域連合など 116団体が設立されている。制度創設当初の状況は、村上（2002）が、「創
設当初の 96年には一圏域で、97年までには 7圏域で設立されただけで、介護保険および
ダイオキシン類対策としてのごみ処理を事務とする広域連合はまだ存在しなかった 14」と
指摘しているとおり、一部事務組合より広域的な行政ニーズに柔軟に複合的に対応可能と
した制度設計が十分機能していなかったのである。 
 このように、昭和の大合併後は、合併を選択しなかった市町村への代替手法が用意され
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ることはなく、一部事務組合などの既存制度の活用、地域開発など高度経済成長時代への
対応、既存の一部事務組合制度へ柔軟性や複合性を追加した広域連合の創設などが取り組
まれた。その後、1999（平成 11）年から始まる平成の合併 15までには、市町村数はわず
か 243しか減少していない。 
 
（３）平成の合併および合併を選択しなかった自治体への代替手法 
 第三の大規模合併は平成の合併である。これは、1999（平成 11）年から 2010（平成 22）
年 3月まで、市町村の合併の特例に関する法律（昭和 40年法律第 6号）および市町村の
合併の特例等に関する法律（平成 16年法律第 59号）に基づき推進された合併である。総
務省資料によれば、「人口減少・少子高齢化等の社会経済情勢の変化や地方分権の担い手と
なる基礎自治体にふさわしい行財政基盤の確立を目的として 16」推進されたものである。
このことからもわかるように、平成の合併は、明治の大合併や昭和の大合併に比較して、
社会経済情勢の変化がより大きな促進要因となっている。すなわち、少子高齢化による社
会保障費の増大による国、地方の財政状況の悪化、住民ニーズの複雑・多様化、地方分権
の推進などの理由から、地方自治体には、より効率的で効果的な行政運営を可能とする組
織が求められることとなったのである。これまでの規模の経済による効率性を追求した取
り組みに加え、平成の合併は、高齢者の増加、子どもの減少による逆ピラミッド型の人口
減少、既存の住民ニーズと新たな住民ニーズのバランスへの対応など有効性も視野に入れ
た取り組みであった。 
 平成の合併により、1999（平成 11）年には、671市、1,990町、568村、合計 3,229だ
った市町村数は、合併終了後の 2010（平成 22）4月には、786市、757町、184村、合計
1,727まで減少している。平成の合併は、「具体的には、市町村の合併の特例に関する法律
（以下『旧合併特例法』という）に基づき、1999（平成 11）年から 2005（平成 17）年ま
では合併特例債や合併算定替の大幅な延長といった手厚い財政支援措置により、また、
2005（平成 17）年以降は、市町村の合併の特例等に関する法律（以下『現行合併特例法』
という）に基づく国・都道府県の積極的な関与により、推進されてきた 17」との指摘のと
おり、明治の大合併や昭和の大合併と同様に国主導で行われ、自治体数を約 3 分の 1 の
1,000にまで減少させることを目標に取り組まれた。 
 しかしながら、自治体数は半分強にまでしか減少しなかった。その理由として、総務省
（2010）は、「未合併市町村が合併しなかった主な理由としては、『内部で意見集約ができ
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なかった』（33.7％）、『単独で運営していこうと考えた』（30.8％）、『合併を希望したが相
手が否定的』（26.4%）となっている 18」ことを指摘している。すなわち、合併を検討する
段階で、単独での運営を選択したり、内部の調整ができなかったりしたような市町村内部
の事情と合併協議の段階で合併の相手方との調整ができなかったような外部の事情の両方
が、合併を選択しなかった主な理由となっている。 
 平成の合併後には、合併を選択しなかった自治体への代替手法が国により用意された。
その理由としては、平成の合併の目標が達成されなかったこと、人口減少、少子高齢社会
など経済社会情勢が一層厳しくなっていること、2014（平成 26）年 11月に制定されたま
ち・ひと・しごと創生法において、国、地方自治体および事業者が連携を図りながら協力
する努力義務が規定され、より一層、広域的な視点での取り組みが求められていることな
どがあげられる。 
 2013（平成 25）6月に、第 30次地方制度調査会は「大都市制度の改革及び基礎自治体
の行政サービス提供体制に関する答申」を行った。答申に基づいて、2014（平成 26）年 1
月には、基礎自治体による行政サービス提供に関する研究会が報告書を公表している。そ
のなかで、第 30 次地方制度調査会の三つの地域区分が示されている 19。第一は地方中枢
拠点都市圏、第二は条件不利地域、第三は三大都市圏である。そして、「これら 3 つの地
域においては、それぞれ想定される中心的課題が異なることから、具体的な連携のあり方
について検討をする際には、これら 3つの地域を分けて議論する必要がある 20」とされて
いるように、圏域ごとに自治体間連携制度を検討する必要がある。まず、地方中枢拠点都
市圏域が一体性をもった取り組みを進めていくための制度が、地方中枢拠点都市と近隣市
町村が締結する連携協約である。つぎに、条件不利地域においては、「しかしながら、条件
不利地域において、近隣に連携すべき大きな都市がないなどの地理的条件等により、連携
相手が都道府県しか想定されない市町村については、都道府県が市町村と連携して補完や
支援をしていくことが考えられる 21」との指摘のように、市町村間の連携ではなく、都道
府県と市町村間の連携、すなわち都道府県による垂直的な補完が想定されている。このた
めの制度として用意されたのが事務の代替執行である。いずれも、2014（平成 26）年の
地方自治法改正により追加された。 
 市制町村制の制定および明治の大合併以降の三つの合併と自治体間連携制度の関係を整
理すると、図表 1-2のとおりである。合併と地方自治法改正による自治体間連携制度の構
築には、明治の大合併後の町村組合や平成の合併後の連携協約および事務の代替執行など、 
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図表 1-2 明治・昭和・平成の三つの合併と自治体間連携制度の関係 
年 合併 自治体間連携制度 
1888（明治 21）年 明治の大合併開始  
1989（明治 22）年 明治の大合併終了 町村組合（～1947（昭和 22）年） 
1947（昭和 22）年  
一部事務組合 
全部事務組合（～2011（平成 23）年） 
役場事務組合（～2011（平成 23）年） 
1952（昭和 27）年  
協議会（管理執行協議会・連絡調整協議会・
計画作成協議会） 
（計画作成協議会は 1961（昭和 36）年～） 
事務の委託 
機関等の共同設置 
1953（昭和 28）年 昭和の大合併開始  
1961（昭和 36）年 昭和の大合併終了  
1963（昭和 38）年  地方開発事業団（～2011（平成 23）年） 
1994（平成 6）年  広域連合 
1999（平成 11）年 平成の合併開始  
2010（平成 22）年 平成の合併終了  
2014（平成 26）年  連携協約 事務の代替執行 
出所：筆者作成。 
 
一定の関係が見られるが、昭和の大合併ではその関係は見られなかった。基本的には、明
治維新とともに近代的な国家をめざして、合併による地方自治体の規模の拡大や合併を選
択しなかった自治体のための連携制度が創設されてきたのである。このことにより、わが
国の地方自治体の基盤が強化され、自治体の枠を越えた広域圏における連携の取り組みが
進展してきた。明治の大合併後、昭和の大合併前後および平成の合併後に創設された連携
制度のうち、町村組合は、一部事務組合等の創設に伴い廃止された。また、全部事務組合、
役場事務組合および地方開発事業団は、2011（平成 23）年の地方自治法改正により廃止
されている。 
 
３ 自治体間連携制度の現状 
 自治体間の広域連携は、町村制による町村組合から 2014（平成 26）年の地方自治法改
正まで、社会経済情勢の変化や地方自治体を取り巻く環境の変化に対応して、制度の創設、
変更および廃止が行われてきた。その結果、図表 1-2のとおり、2017（平成 29）年 4月 1
日現在において、地方自治法に規定されている制度は、一部事務組合（複合的一部事務組
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合を含む）、協議会、機関等の共同設置、事務の委託、広域連合、連携協約および事務の代
替執行の 7種類となっている。これらの制度を法人設立の要否にわけて、主に経費の負担
と支弁方法について比較する。 
 
（１）法人の設立を要しない簡便な制度 
 連携協約は、地方自治体が、連携して事務を処理する場合の基本的な方針および役割分
担を定めるための制度であり、特に経費を伴わない。必要があれば、関係地方自治体にお
いて、経費は負担、支弁されるものである。 
 協議会は、地方自治体が、協働して管理執行、連絡調整および計画作成を行うための制
度である。協議会は、会長（構成する地方自治体の長のうち、協議して定めたいずれか 1
人）、委員をもって組織され、事務局が設置される。協議会は独自の財源を持たないため、
協議会の事務に要する経費は、関係地方自治体が負担することとなり、その方法は以下の
とおりである 22。 
 ① 関係地方自治体ごとにそれぞれ負担金を予算計上し、全額協議会に支出交付する。 
 ② 協議会の事務処理に要する経費その他必要な経費（共通経費）のみを①の方法によ
り協議会に支出交付し、他はすべて関係地方自治体がそれぞれの事務に要する経費と
して計上する。会長は、関係地方自治体の長から支出命令権の委任を受けて支弁する。 
 ③ 幹事団体（特定の地方自治体）に対し、関係地方自治体が支出交付する。会長が、
幹事団体の長から支出命令権の委任を受けて、幹事団体に計上した予算を支弁する。 
 いずれの方法においても、支弁の権限は会長にあり、①、③は協議会または幹事団体に
予算を一つにまとめる手法、②は共通経費のみを協議会に一つにまとめ、その他の経費は
関係地方自治体に計上したまま、会長が委任を受けて支出する手法である。また、経費の
負担割合の基準としては、人口割、均等割と人口割との組み合わせや、消防に関する協議
会においては、消防費基準財政需要額等が使用される。関係地方自治体の負担・支弁の方
法は規約で定めることになる。 
 機関等の共同設置は、地方自治体の委員会または委員、行政機関、長の内部組織等を複
数の地方自治体が共同で設置する制度である。共同設置する機関等に要する経費は、関係
地方自治体がそれぞれ負担し、規約で定める幹事団体（特定の地方自治体）の歳入歳出予
算に必要な経費をすべて計上し支弁する。他の関係地方自治体は、負担金として幹事団体
に経費を支払う。共同設置した機関等の手数料等の収入は、幹事団体の収入となる。この
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ように、機関等の共同設置においては、幹事団体が経費の処理を担当しており、一つにま
とめるという手法が採用されている。機関等の共同設置は、委員会等を共同設置し運営す
るものであり、事務の合理的、能率的処理の観点が重視されているものである。 
 事務の委託は、地方自治体の事務の一部の管理・執行を他の地方自治体に委ねる制度で
ある。委託する地方自治体において、委託費として計上し、委託先の地方自治体に委託の
うえ、受託した地方自治体において支弁する。経費面では、資金が移転するのみである。 
 事務の代替執行は、地方自治体の事務の一部の管理・執行を当該地方自治体の名におい
て他の地方自治体に行わせる制度である。事務を任せる地方自治体において、負担金とし
て計上し、事務を代替執行する地方自治体に支出したうえ、事務の代替執行をする地方自
治体において支弁する。経費面では資金が移転するのみである。 
 
（２）法人の設立を要する公式な制度 
 法人の設立を要する制度としては、一部事務組合および広域連合がある。一部事務組合
は、地方自治体が、その事務の一部を共同して処理するために設ける特別地方公共団体で
あり、そのための財源は、組合を構成する地方自治体からの負担金、サービス受益者から
の手数料、地方債などである。広域連合は、地方自治体が、広域にわたり処理することが
適当であると認められる事務を処理するために設ける特別地方公共団体であり、国または
都道府県から直接に権限や事務の移譲を受けることが可能である。広域連合の財源も、一
部事務組合と同じく、広域連合を構成する地方自治体からの負担金、サービス受益者から
の手数料、地方債などである。 
 一部事務組合と広域連合の相違については、広域連合は広域計画を策定すること、直接
請求が認められていることなどがある。また、広域連合には、以下の特徴がある 23。 
 ① 広域的な行政ニーズに柔軟かつ複合的に対応できる。 
 ② 広域的な調整をより実施しやすい仕組みとなっている。 
 ③ 権限委譲の受け皿となることができる。 
 ④ より民主的な仕組みを採用している。 
 
 しかしながら、経費面を見ると、一部事務組合、広域連合ともに、負担金、手数料、地
方債などにより構成されている。負担金は、関係地方自治体が支出交付するものであり、
手数料はサービス利用者から徴収するものである。一部事務組合、広域連合ともに、特別
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地方公共団体であるため、起債が可能である。経費面から考えると、負担金として関係地
方自治体の予算を一部事務組合、広域連合にまとめるものであり、構造的には機関等の共
同設置と同じである。しかしながら、特別地方公共団体という別法人の設立を要する制度
である一部事務組合、広域連合は、別法人である特別地方公共団体として、組織を管理し
統治する必要性から予算をまとめている。その点において、事務の合理的、能率的処理の
観点で予算をまとめる機関等の共同設置とは、基本的な考え方が異なる。 
 
Ⅲ 国の要綱による自治体間連携の仕組み 
 
 ここまで、地方自治法に規定された自治体間連携について整理した。本節では、国の制
定した要綱に基づいた取り組みについてまとめる。要綱とは、行政運営に関する基本的な
事項、重要な事項をまとめたもので執務に関する内部規則である。要綱には、行政運営に
関して基本的な事項を定めたもの、補助金・交付金などの給付事務について定めたもの、
規制に関して法令の解釈や裁量基準を定めたもの、規制的な行政指導に関する事項を定め
たものなどがある。以下で検討する国の要綱については、行政運営に関して基本的な事項
を定めたものであり、地方自治体が一定の圏域で行う計画の策定や連携についてまとめた
ものである。これらの要綱による取り組みは、前述した地方自治法に規定された自治体間
連携と関連しており、その点を踏まえ、広域行政圏、定住自立圏、地方中枢拠点都市圏お
よび連携中枢都市圏について概観する。 
 
１ 広域行政圏計画策定要綱 
 約 8 年という長期間にわたって取り組まれ、1961（昭和 36）年に終了した昭和の大合
併は、市町村数を合併始期の 3分の 1とする目標を達成した。わが国は、この間に高度経
済成長期に入る。その特徴の一つであるモータリゼーションに伴う住民の日常生活圏拡大
に対応して、自治体側においても広域の視点が求められるようになり、1969（昭和 44）
年度から広域市町村圏の設定が開始された。 
 広域市町村圏は、「おおむね人口 10万以上の規模を有することを標準とし、次の要件を
具備した日常社会生活圏を形成し、また形成する可能性を有すると認められる地域 24」を
対象に設定されるものである。その要件とは、①日常社会生活上の通常の需要が都市と周
辺農山漁村地域を一体とした圏域で充足されていること、②圏域内に中心市街地が存在す
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ること、③圏域内に交通通信施設が整備されていることである。また、1977（昭和 52）
年には、大都市周辺地域広域行政圏が設定されている。これは、「大都市と一体性を有する
と認められる周辺地域において、おおむね 40万（人）程度の規模を有することを基準 25」
に設定されるものである。1991（平成 3）年からは、両者をあわせて広域行政圏と総称し
ている。広域行政機構については、「広域行政圏の振興整備を推進するための行政機構とし
て、少なくとも次の要件を備える地方自治法第 284条第 1項の一部事務組合若しくは広域
連合又は同法第 252条の 2第 1項の普通地方公共団体の協議会を設置するもの 26」とされ
ている。このように、広域行政圏における計画策定は、一部事務組合または広域連合もし
くは協議会の制度と密接な関係を有している。 
 
２ 定住自立圏構想推進要綱 
 定住自立圏構想は、2009（平成 21）年の広域市町村圏、大都市周辺地域広域行政圏廃
止に伴い導入されたものである。大杉（2013）は、広域市町村圏、大都市周辺地域広域行
政圏の廃止理由として、「その背景には社会経済構造の変化、人口減少や少子高齢化の進行、
そして市町村合併に伴う広域行政圏を取り巻く状況の激変など 27」があるとしている。定
住自立圏の目的は、「地方圏において、安心して暮らせる地域を各地に形成し、地域圏から
三大都市圏への人口流出を食い止めるとともに、三大都市圏の住民にもそれぞれのライフ
ステージやライフスタイルに応じて居住の選択肢を提供し、地方圏への人の流れを創出す
る 28」ことである。すなわち、その制度設計において、定住自立圏から三大都市圏への人
口流出を食い止めるという消極的な目的に加えて、優れた子育て環境や老後の穏やかな暮
らしなどを求めて、三大都市圏から地方への人の流れをつくるという積極的な目的を持っ
ている。 
 定住自立圏では、人口 5万人以上の中心市が中心市宣言を行う。これは、中心市が自分
の市域のみでなく、圏域に必要な生活機能を確保することを明らかにするために行うもの
である。協定の締結または変更には、地方自治法第 96条第 2項に基づく議会の議決が必
要である。協定締結後、事務を執行するにあたっては、「定住自立圏形成協定に基づく事務
の執行については、機関等の共同設置（地方自治法第 252条の 7等）や事務の委託（同法
第 252条の 14等）等のほか、民事上の契約等により行い、その形式に応じて規約の作成
等の手続きを経ることになる 29」とされており、地方自治法における自治体間連携のうち
機関等の共同設置と事務の委託を活用することが想定されている。このことは、中心市が
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核となって機関を共同で設置したり、周辺市が中心市に事務の委託を行ったりすることで、
圏域全体として均一的な事務を執行することを可能にするものである。 
 定住自立圏は、広域行政圏の枠組を引き継いでいるものである。ただ、両者の大きな相
違は、広域行政圏は、都道府県知事が関係市町村と協議し、そのうえで総務大臣（制度設
立当時は自治大臣）と協議して圏域を設定するものであるのに対し、定住自立圏は、中心
市と周辺市の 1対 1の関係を積み上げることにより形成されることである。定住自立圏に
おいて、都道府県の役割は、「都道府県は、都道府県内の市町村における定住自立圏に関す
る取組について、必要に応じて、広域の地方自治体として、助言を行うとともに、支援を
行うこと 30」とされている。 
 定住自立圏には、いくつかの課題が見られる。大杉（2013）は、課題として「中心市宣
言を行っているのは全体の 3分の 1であるが、人口規模別にみると人口 10万人以上 20万
人未満の階層の都市が最も高い 43％（63中心市のうち 27）の中心市宣言率（中心市要件
を満たす市のうち、中心市宣言を行った市の割合）であるのに対して、人口規模が大きく
なるほど取り組みが低調となり、人口 50万人以上についていえば、0％、つまり、1つの
都市も中心市宣言をしていない 31」ことをあげている。この理由としては、大規模都市は
市域内で都市機能が完結していること、平成の合併で、大都市は周辺市町村との合併をほ
ぼ終えていたことなどがあると考える。それに加えて、大杉（2013）は、「財政上のイン
センティブが乏しい点を指摘しなければならない 32」としている。政令指定都市の予算規
模は 2,000億円から 1兆円を超える規模であり、政令指定都市にとって中心市への 4,000
万円の特別交付税はインセンティブにはなり得なかったのである。このような現状から、
定住自立圏に加えて、三大都市圏以外の地方の大都市圏における連携のための仕組みが検
討されることとなった。 
 
３ 地方中枢拠点都市圏構想推進要綱 
 定住自立圏の課題を克服するために導入されたのが、地方中枢拠点都市圏構想である。
地方中枢拠点都市圏構想は、第 30次地方制度調査会答申を受けて創設された制度であり、
その目的は、「相当規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連携して、人口
減少に対する、いわば『地方が踏みとどまるための拠点』を形成すること 33」である。こ
の圏域は、2016（平成 28）年の地方自治法改正において、自治体間連携制度として追加
された連携協約を締結することにより形成される。このことについては、法に裏づけされ
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た連携協約制度を使用することで各地方自治体が義務を負うこと、第三者による解決策が
提示されていることにより、圏域としての政策が継続的、安定的に推進されることの意義
が指摘されている 34。また、地方中枢拠点都市圏が連携協約を締結することによって、連
携する内容を自由に決定できることに意義がある。 
 地方中枢拠点都市は、原則として、三大都市圏以外に所在する昼間人口が夜間人口以上
の政令指定都市または中核市である。地方中枢拠点都市圏では、まず、中心都市が地方中
枢拠点都市宣言を行う。これは、圏域の中心都市が、「近隣の市町村との連携に基づいて、
圏域全体の将来像を描き、圏域全体の経済をけん引し圏域の住民全体の暮らしを支えると
いう役割を担う意思を有すること等を明らかにするため 35」に行われるものである。この
宣言の目的からも、地方中枢拠点都市圏構想とその推進手法である連携協約は、これまで
のサービスや事務の共同処理という枠組みの範囲内にとどまらず、圏域の将来像を構築す
る幅広い取り組みを対象としているものである。具体的には、「連携する取組は、地域の実
情に応じて柔軟に定めうるものであるが、圏域全体の経済をけん引し圏域の住民全体の暮
らしを支えるという観点から、ア 圏域全体の経済成長をけん引、イ 高次の都市機能の集
積、ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上、の 3 つの役割を果たすことが必要であ
る 36」とされている。 
 具体的な事務執行にあたっては、「個々の市町村が個別に実施するか、あるいはその基本
的な事項を連携協約に規定した上で、事務の委託（地方自治法第 252条の 14等）や事務
の代替執行（地方自治法第 252条の 16の 2等）等のほか、民事上の契約等により事務を
処理することとなる 37」とされており、地方自治法に規定のある連携協約で定めた事務を
執行するために、地方自治法に規定されている事務の委託や事務の代替執行を用いる構造
となっている。すでに一部事務組合や広域連合により執行している事務を地方中枢拠点都
市圏に位置づける場合は、地方中枢拠点都市と一部事務組合または広域連合による連携協
約の締結が可能となっている。定住自立圏同様、地方中枢拠点都市圏においても、総務省
および都道府県には助言・支援または連絡調整の役割が期待されている。 
 
４ 連携中枢都市圏構想推進要綱 
 まち・ひと・しごと創生総合戦略は、今後の施策の方向性のなかの政策パッケージの一
つである「時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携
する」ための地域連携による経済・生活圏の形成の主な施策として連携中枢都市圏の形成
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と定住自立圏の形成の促進をあげている。その目的としては、「地域の広域連携に関し、複
数の都市圏概念が存在している。人口や行政サービス、生活基盤等の面だけでなく、経済
雇用や都市構造の面も重視した連携を構築する必要がある。そのため、重複する都市圏概
念を統一し、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有しつつ、活力ある社
会経済を維持するための、経済成長のけん引などの機能を備えた『連携中枢都市圏』を形
成する 38」と述べられている。そのうえで、「先行的に構想を推進している現行の地方中枢
拠点都市（圏）の要件に該当する都市（圏）は『連携中枢都市圏』の対象とする 39」とあ
るように、先行して形成された地方中枢拠点都市圏は、連携中枢都市圏に引き継がれるこ
ととなる。このことは、連携中枢都市圏構想推進要綱が、2015（平成 27）年 1月 28日お
よび 2016（平成 28）年 4月 1日の一部改訂を経て、連携中枢都市圏構想推進要綱となっ
ていることからも明白である。 
 そのため、連携中枢都市圏構想推進要綱は、ほとんど地方中枢拠点都市圏構想推進要綱
を引き継いでいる。両者の最大の相違は、連携中枢都市圏構想推進要綱の第 9には、連携
中枢都市の特例が設けられ、隣接する二つの市が、適切に都市機能を分担しており、要綱
が掲げるすべての要件を満たす場合には、あわせて一つの連携中枢都市とみなすことがで
きるようになっていることである。連携中枢都市圏構想は、国がまち・ひと・しごと創生
総合戦略を推進するなかで、地方中枢拠点都市圏構想から重複する都市圏概念を統一して
導入したものである。これらの要綱による取り組みにおいては、具体的な事務の執行にあ
たって、図表 1-3のとおり地方自治法に規定されている連携制度を活用することとなる。 
 
図表 1-3 計画策定要綱および構想推進要綱と自治体間連携制度との関係 
設立時期 要綱 
自治体間連携制度 
一部事
務組合 
広域 
連合 
協議
会 
事務の 
委託 
機関等の
共同設置 
連携 
協約 
事務の 
代替執行 
1969（昭和
44）年 
広域行政圏計画策
定要綱 ○ ○ ○    
 
2008（平成
20）年 
定住自立圏構想推
進要綱    ○ ○  
 
2014（平成
26）年 
地方中枢拠点都市
圏構想推進要綱    ○  ○ ○ 
2016（平成
28）年 
連携中枢都市圏構
想推進要綱    ○  ○ ○ 
出所：筆者作成。 
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Ⅳ 自治体間連携制度の課題 
 
１ 制度の課題 
（１）地方分権を背景とした国主導の取り組み 
 国主導で進められてきた合併および自治体間連携の背景には、同じく国主導で取り組ま
れてきた地方分権が存在する。現在も取り組みが進められている地方分権は、1993（平成
5）年 6月 3日の衆議院における地方分権の推進に関する決議および 6月 4日の参議院に
おける地方分権の推進に関する決議にまでさかのぼることができる。その後、地方分権推
進委員会が発足し、中間報告、第 1次から第 5次にわたる勧告を行っている。それを受け
て、2000（平成 12）年には、いわゆる地方分権一括法が施行され、機関委任事務の廃止
など、国と地方の関係に大きな変化がもたらされた。地方分権推進委員会は、2001（平成
13）年に最終報告を行い、その役割を終えている。その後も、2001（平成 13）年に地方
分権改革推進会議、2007（平成 19）年に地方分権改革推進委員会が発足し、地方分権改
革推進委員会は、4次にわたる勧告を行っている。それを受けて、2011（平成 23）年度に
第 1次から第 3次にわたる一括法が成立した。 
 このように、わが国においては、国主導により地方分権改革が取り組まれてきた。その
なかでは、国から地方へという考え方が貫かれている。そのため、基礎自治体である市町
村には、一定規模の行政能力やサービス提供能力が求められることとなり、国主導で合併
が推進されることとなった。合併自体は、合併協議会で主体的に議論して決定されるもの
であるが、平成の合併は合併特例債や合併算定替の大幅な延長といった手厚い財政支援措
置など、国の政策的な誘導により推進されたものである。地方分権の流れのなかで、住民
に身近な自治体である市町村の行財政基盤を強化するため、市町村合併により、自治体の
規模と能力を充実していくことが求められたのである。 
 地方分権の進展とともに、国税と地方税の割合は、1965（昭和 40）年の国税 67.9％、
都道府県税、市町村税をあわせた地方税 32.1％から、2014（平成 26）の国税 58.6％、地
方税 41.4％と改善が図られてきているが、いまだに国 6割、地方 4割となっている。また、
ひも付き補助金の使途を限定しない一括交付金化なども取り組まれている。しかしながら、
地域のことを地域で決める仕組みにまでは至っていない。 
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（２）要綱による取り組みを要因とした体系性の欠如 
 国は、市町村にとって最も公式な連携の仕組みである合併について、市町村の合併の特
例に関する法律（昭和 40年法律第 6号）等により法定の取り組みとして推進した。一方、
合併によらない自治体間連携については、地方分権を背景としていることから、法定では
なく要綱により推進した。すなわち、1969（昭和 44）年に設定が始まった広域行政圏か
ら定住自立圏、地方中枢拠点都市圏、連携中枢都市圏まで、すべて計画策定要綱または構
想推進要綱によって連携が進められてきた。この連携の基礎となる要綱には、法的拘束力
がなく、要綱のみでは自治体間連携に法的な保証は与えられない。連携中枢都市圏では、
中心都市と圏域の自治体が連携協約を締結することによって、「当該義務を履行する際など
連携協約を締結した地方公共団体間で紛争が生じた場合には、申請によって都道府県知事
や総務大臣が任命する自治紛争処理委員が間に入り、処理方策を提示することで解決を図
る 40」紛争処理手続きを備えることになるのである。このように、わが国の広域連携の仕
組みは、法的拘束力のない要綱に基づいたうえで、地方自治法に規定された制度を活用す
ることによって、はじめて法的な保証を備えるようになっている。 
 また、合併や広域連携が、国主導の地方分権の流れのなかで取り組まれてきたことから、
国主導の側面が強い合併や地方自治法の改正による自治体間連携制度、地方分権の側面が
強い計画策定要綱、構想推進要綱などの要綱による取り組みが共存することとなっている。
さらに、合併と自治体間連携制度については、国によって合併が推進されたのち、合併を
選択しなかった市町村に対して連携制度が創設される傾向にある。すなわち、合併と連携
制度を体系的に構築するのではなく、合併を推進することが基本であり、その後の連携の
ための手法は、代替する手法として用意されたもので、体系的に整理がなされないまま現
在に至っている。 
 
（３）議会の議決を要する公式な仕組み 
 すべての制度は、議会の議決を必要とする。合併は当然のこと、地方自治法で規定され
ているすべての連携は、関係自治体の議会の議決を必要とする公式な取り組みである。た
だし、協議会のうち連絡調整協議会のみは、議会の議決を必要としない。都道府県知事に
よって設定される広域行政圏は、一部事務組合または広域連合が広域行政機構として設置
されるが、一部事務組合または広域連合の設置にあたっては、各自治体の議会の議決が必
要である。また、定住自立圏、地方中枢拠点都市圏および連携中枢都市圏においては、関
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係自治体の議会の議決を経て協定を締結することとなっている。このように、わが国の連
携のための仕組みは、連携自体を決定する要綱による構想段階および連携事務の執行段階
の両方において、議会の議決を必要とする公式な制度が中心となっている。 
 
２ 課題への対応 
 ここでは、課題に対する問題提起を行い、本論文において、自治体間連携における予算
を研究する意義について整理する。 
 まず、国主導の取り組みであることに対しては、連携中枢都市圏構想の考え方をさらに
進めることである。これまで、連携制度の内容については、ごみ処理、し尿処理、住民票
発行など定型業務がほとんどで、自治体自らが検討した独自の内容について積極的に連携
を進めるような取り組みはほとんど見られなかった。ようやく、広域連合の導入によって、
多角的な事務処理について連携することが可能となり、連携中枢都市圏と連携協約の導入
によって、「従来の共同処理に基づく事務分担だけでなく地域の実情に応じて自由に連携す
る内容を協議して地方自治法の裏付けのある政策合意を行うこと 41」が可能となったので
ある。このことは、地方のことを地方で決める仕組みが推進されていることを示すもので
ある。あわせて、使途の制限のない連携中枢都市圏が自由に使用できる財源の確保が重要
である。このことにより、全国一律の取り組みを打破し、地方の独自性を発揮することが
できる。 
 第二および第三の課題については、自治体間連携の主要な枠組みに実定法の裏づけを与
えることが重要である。実施にあたっての詳細は、要綱等で定めることは可能だが、連携
および基本的な事項は法定とすべきである。現在は、法的拘束力がなく勧告、あるいは任
意としての性格を有している要綱に基づいて、地方自治法に規定されている連携制度によ
り取り組みが進められている。今後は、こられの取り組みを体系化することが求められて
いる。すなわち、合併、自治体間連携制度および制度推進のための手法について、法定の
公式な制度と法定の必要のない柔軟な非公式な制度を体系的に構築すべきである。このこ
とにより、それぞれの地方自治体が連携のあり方を選択することが可能となる。 
 
Ⅴ 地方自治体と自治体以外の主体との連携の現状と課題 
 
 自治体間連携に比較して、地方自治体と自治体以外の主体との連携は、ほとんど進展し
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ていないのが現状である。地方自治体と自治体以外の主体の連携を類型別に整理すると図
表 1-4のとおりである。 
 
図表 1-4 地方自治体と自治体以外の主体との連携 
出所：筆者作成。 
 
 第一に、官が行う事業を民に委託すること、いわゆる民間委託は従前から取り組まれて
きた。委託は、官が行う業務の一部を民に委ねる仕組みである。そこから進んで、官が行
う業務を包括的に民に委ねる仕組みが市場化テストである。窓口業務や総務業務などにお
いて取り組みが進んでいる。市場化テストは、英国の強制競争入札（Compulsory 
Competitive Tendering：CCT）をわが国に取り入れたものであり、これまで官が行って
きた業務について、官と民との競争により実施主体を決定する。官が落札すればこれまで
どおり官が業務を担い、民が落札すれば民に委ねることになる。いずれにしても、官民協
働で事業を実施するのではなく、民が落札すれば民が事業を実施するという意味で、官民
連携に分類されるものである。この類型では、官の業務が民営化または民間化するのみで
ある。 
 第二は、施設管理である。公の施設については、従前は地方自治法の規定により、地方
自治体が管理を委託できるのは公共団体、公共的団体および政令で定める出資法人に限定
されていたが、指定管理者制度の導入に伴い、その制限は撤廃されることとなった。この
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ことにより、公の施設の管理については自治体による直営か指定管理者かの二者択一とな
り、多くの公の施設が指定管理者により管理されることとなった。また、民間の資金を活
用して公共施設を整備する PFIや完全な民間移譲なども実施されている。指定管理は、こ
れまで官が行ってきた施設管理について、一層アウトソーシングを促進したものである。
PFIは、官が建設する施設を民の資金を活用して整備するものであり、官が行うべき施設
整備と管理を一括して民へ委ねる仕組みである。指定管理者、PFIともに、官が行うべき
施設整備または管理を民営化するものである。民間移譲は、官の施設を民間化するもので
あり、官の手からは完全に離れてしまう仕組みである。 
 官民連携については、事業、施設管理ともに、民間委託を中心に取り組まれてきたが、
公共サービス改革により、官が行っていた公共サービスが一層民間に開放されたことによ
って、事業、施設管理ともに、さまざまな制度が導入され取り組みが進んでいる。しかし
ながら、これらの類型では、民が官の業務の一部を担っているだけであり、官民連携によ
る事業の実施や施設管理が行われているとは言い難い。 
 また、産学官連携は、比較的古く 1998（平成 10）年から取り組まれているが、産学官
連携の主要なアクターは、産学であり、大学での成果を製品化することが中心的なテーマ
である。現在、取り組みが進められているまち・ひと・しごと創生による多業種の産学官
金労言連携については、仕組みが模索されている段階である。 
 このように、官民連携においては、民営化または民間化の取り組みが中心であり、官と
民が予算を一つにまとめて、対等な立場で連携して公共サービスの提供を行う段階には到
達していないものである。 
 
Ⅵ 地方自治体における組織間連携における予算研究の意義 
 
 本章では、わが国の組織間連携を官官連携と官民連携に分類し、官官連携である自治体
間連携について時系列で整理し、合併と地方自治法に規定された自治体間連携制度の関係
を整理した。また、1969（昭和 44）年以降、広域行政圏計画策定要綱、定住自立圏構想
推進要綱、地方中枢拠点都市圏構想推進要綱および連携中枢都市圏構想推進要綱で推進さ
れてきた広域連携の仕組みと地方自治法に規定された自治体間連携制度の関係について整
理した。その結果、わが国の自治体間連携においては、地方分権の流れのなかでの取り組
みにもかかわらず国主導の取り組みであること、合併、要綱による取り組みおよび地方自
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治法に規定された連携制度が体系的に構築されていないこと、すべての制度が議会の議決
を要する公式な仕組みであること、このような特徴から全国一律の取り組みであり、地方
の独自性がほとんど発揮されていないことの課題を整理した。 
 どのような自治体間連携においても、連携によって実施する事務や事業の財源が必要と
なる。現在の自治体間連携制度における予算については、つぎのように処理されている。
協議会の予算は、協議会または幹事団体にすべての経費または共通経費をまとめる方法を
とり、独自の財源を持っていない。機関等の共同設置の予算は、幹事団体にすべての経費
を計上し、その他の自治体は、幹事団体に負担金を支払う方法をとり、手数料等の収入は、
幹事団体の収入となる。事務の委託および代替執行の予算は、委託または事務を任せる自
治体が、委託費または負担金として予算を計上し、委託先または事務を代替執行する自治
体に支払う方法をとる。一部事務組合および広域連合は、関係地方自治体が一部事務組合
または広域連合へ負担金として予算を支出するもので、一部事務組合および広域連合は、
この負担金のほか、サービス利用者からの手数料を収入すること、そのほか、一部事務組
合または広域連合として地方債を発行できることが特徴となっている。 
 このように、わが国の自治体間連携制度においては、予算は、一定のルールに基づいて
関係地方自治体が負担することに加え、連携によって提供したサービスの利用者からの手
数料、独自に発行する地方債から構成されている。一部事務組合や広域連合においては、
独自に地方債を発行できることから、内部での予算管理が重要である。それに加えて、当
然、負担金を支出している関係地方自治体の関与も重要である。ただし、二重構造になら
ないように適切な役割分担が求められることとなる。また、それ以外の簡便な仕組みにお
いては、関係自治体が、どのように連携全体の計画や評価に関与するかが課題となる。 
 また、地方自治体と自治体以外の主体の連携においては、実務上、民が主導し、官から
民へ補助金や負担金を交付することが一般的である。このような連携においては、連携の
ための財源については、自治体間連携のようないくつかの類型が存在する段階にまで至っ
ていない。 
 組織間連携においては、複数のさまざまな組織が構成主体として関与することから、連
携のための予算編成過程においてコンフリクトが生じる可能性がある。予算は、パートナ
ーの関与のあり方や連携における行動に影響を与えることから、組織間連携において果た
す役割は重要である。 
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（注） 
 
1 地方自治制度の変遷については、総務省ホームページを参考とした。http://www.soum
u.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/history.html（2017年6月13日最終アクセス）。 
2 市町村数の変遷と明治・昭和の大合併の特徴については、総務省ホームページを参考と
した。http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html（2017年 6月 13日最終アクセス）。 
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第 2章 組織間連携における予算の役割と課題 
 
 
Ⅰ 企業と地方自治体の連携における予算の役割 
 
 第 1章では、地方自治体における組織間連携について、自治体間連携、地方自治体と自
治体以外の主体との連携に分類して、それぞれの類型の仕組みについて整理した。自治体
間連携では、別途法人の設立を要する仕組みと要しない簡便な仕組みにおいて、予算と支
出の方法が確立されている。それに対して、官民連携では、地方自治体と自治体以外の主
体の予算と支出の方法が確立しておらず、官の業務が民営化または民間化する類型がほと
んどであった。本章では、地方自治体と企業における予算の役割を比較考察した後に、自
治体間連携および企業間連携における予算の役割を比較考察することで、現在のわが国の
地方自治体における連携のための予算の課題を整理する。 
 地方自治体の予算は、地方自治法において、首長が調製すること、議会の議決を経るこ
とが規定されている。原則、会計年度に必要な経費はすべて、歳入歳出予算に計上し、前
年度の 3月議会において議決を経なければならない。年度中に予算を補正することができ
るのは、国、県等の補助金を伴うもの、災害など緊急を要するもののみである。企業の予
算は、目標達成のための手段にすぎない。そのため、利益が見込まれる場合には、期中に
予算を変更することもあり得る。予算に対して、地方自治体の決算は、想定した過程どお
りに予算を執行した実績を示すものである。企業の決算は、最終的な利益目標が達成され
ているかどうかを確認するものである。企業には、株主等の利害関係者から調達した資金
を運用して利益を上げることが求められており、どのようにして利益をあげるかというこ
とも重要であるが、最も重要なのは最終的に利益が生み出されていることである。 
 地方自治体においては、首長の調製した予算が議会の議決を経て、はじめて執行可能に
なる。予算による事前統制が重視されている予算主義に基づいている。それに対して、企
業においては、最終的な利益目標の達成が重視されている決算主義に基づいている。その
背景としては、地方自治体においては、住民等からの税を財源として、どのようにして成
果を出すかが問われていることがあげられる。あらかじめ、成果を生み出すための過程で
ある予算について、議会の議決を経たうえで明確にすることが求められているのである。
そのため、地方自治体においては、企業に比較して、予算の編成に相当の労力と時間をか
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けている。予算は、当該年度の前年度の 10 月頃に予算編成方針が示され、各課から財政
課への予算要求書の提出、財政課によるヒアリング、一次査定、復活要求、首長査定など
を経て、3 月定例市議会に上程、議決により決定される。このように、年度のほぼ半分の
期間をかけて予算が編成されている。 
 自治体間連携のための予算においては、より多くの労力と時間が必要となる。自治体間
連携においては、各自治体での予算編成の前段階として、関係自治体間における協議に基
づき、各自治体議会において連携について議決する必要がある。すなわち、地方自治法に
規定されている七つの手法のうちどれを選択するのか、その制度が想定している予算処理
のための四つの仕組み、①それぞれの自治体の予算を別法人等にまとめる、②幹事市がす
べての予算を計上して執行し、その他の自治体は幹事市に経費を支出する、③事務を委託
する自治体が、事務を受託（代替執行）する自治体に経費を支出する、④各自治体で支出
する、のうちどれを選択するのかを決める必要がある。自治体間連携では、連携して実施
する事務や事業の財源は、各地方自治体の予算である。財源である各自治体の予算は、各
自治体の行動等に影響を及ぼす可能性があり、自治体間連携において、予算は重要な要素
である。 
 
Ⅱ 企業と地方自治体における予算の役割 
 
１ 企業における予算の役割 
（１）企業における予算の位置づけ 
 企業は、一定の会計年度を決めて決算を行い、その状況について、一般に公正妥当と認
められる会計基準により貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書、株主資本等
変動計算書および附属明細表から構成される財務諸表を作成、公表している。これらは、
金融商品取引法の規定により、上場会社等が作成、提出を義務づけられている有価証券報
告書の一部を形成するものである。また、会社法上の大会社または証券取引所に上場して
いる会社等は、公認会計士または監査法人の監査を受けなければならない。企業の決算に
おいては、不正や誤謬によって、財務諸表が適正に作成されないリスクを最小限に抑制す
る仕組みが確立されている。それは、財務諸表が、投資や貸付などを行う利害関係者の行
動に直接影響するためである。すなわち、利害関係者は、財務諸表において表された財政
状態や経営成績を示す数字を信用して取引を行うのである。その基礎となる財務諸表に嘘
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やミスがあれば、利害関係者は誤った情報に基づいて取引を行ったことになる。 
 このように、企業において決算は非常に重要視されている。これに対し、予算はどのよ
うに位置づけられているのだろうか。企業は、生産管理、販売管理、労務管理、人事管理、
財務管理などの経営管理の一つとして、予算を用いて企業活動を総合的に管理する予算管
理を行っており、予算管理は、予算編成と予算統制で構成されている。企業における予算
管理について、堀井（2015）は、企業を取り巻く環境がきわめて厳しいなか、「予算管理
は戦略経営（strategic management）に役立たないと多くの批判を浴びせられている 1」
との現状を指摘している。ここでの戦略経営とは、企業のミッション、価値観およびビジ
ョンに基づき戦略を策定し、その戦略を遂行するために、経営者が行う経営のことである。
具体的な批判として、堀井（2015）は、「予算管理では、イノベーション創出、環境変化
への戦略的適応、組織学習の推進、組織能力の活用・構築といった現在の変化の激しい市
場競争環境において求められる経営戦略は困難であるとされているのである 2」と指摘し
ている。そして、具体的には以下の点が指摘されているとしている 3。 
 第一は、近視眼的行動を誘発し、戦略性の欠如、学習・イノベーションの阻害、投資の
抑制につながるという批判である。戦略経営の視点が、中長期的であることに対して、予
算の視点は短期的な財務目標に向けられているため、中長期的な視点、戦略性が欠如し、
学習やイノベーションが引き起こされない。このことは、統制機能重視と関係しており、
予算管理における統制機能では、編成された予算は達成すべき目標であるため、市場のき
わめて速い変化に対応するよりも、予算を達成するインセンティブが働くこととなるので
ある。第二は、変化に対する硬直性、柔軟性の欠如であり、固定的資源配分あるいは固定
計画の弊害である。このことは、適時性の欠如の問題と予算編成部門と事業部門間の問題
に関係している。適時性の欠如の問題とは、予算編成に一定の期間を要することから、ま
た、予算編成部門と事業部門間の問題とは、権限が予算編成部門に集中することから、市
場のきわめて速い変化に対応することができないということである。 
 これらの予算管理への批判のなかで、予算管理に代わる経営管理手法として提唱された
のが、Hope and Fraser（2003）による脱予算管理およびKaplan and Nortonによるバラ
ンス・スコアカードである 4。しかしながら、わが国企業予算制度の実態調査 5では、企業
予算制度の有無について、「企業予算制度あり」は、1992（平成 4）年度では 100%、2002
（平成 14）年度では、98.8％、2012（平成 24）年度では 98.9%となっており、ほとんど
の企業に予算制度が存在している。わが国のほとんどの企業が予算管理システムを利用し
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ている現状は、予算管理が、企業において何らかの役割を果たしていること、すなわち、
企業において存在意義があることを示している。 
 
（２）企業における予算の機能 
 1962（昭和 37）年に、大蔵省より公表された原価計算基準の「第一章 原価計算の目
的と原価計算の一般的基準」、「一 原価計算の目的」（4）の原価計算目的の一つに、「予
算の編成ならびに予算統制のために必要な原価資料を提供すること」が掲げられており、
「ここに予算とは、予算期間における企業の各業務分野の具体的な計画を貨幣的に表示し、
これを総合編成したものをいい、予算期間における企業の利益目標を指示し、各業務分野
の諸活動を調整し、企業全般にわたる総合的管理の要具となるものである 6」と定義され
ている。 
 吉田（1973）では、「予算管理（budgetary planning and control, budgetary management）
とは、企業の全体的立場から、将来の一定期間（通常 1ヶ年または 6ヶ月）に対して予算
を編成し、これに基づいて、各事業部・各経営部門の諸活動を総合的に指導調整し、予算
と実績との差異を分析し、各経営管理者の業績を明らかにして、経営管理の効率化に役立
つ計数的・総合的経営管理のシステムである 7」としている。 
 建部（2006）では、企業予算は、企業が設定した業務計画に基づいて樹立した財務計画
（財務的な行動規範）であり、「企業目標から長期利益計画をベースとして策定された短期
利益計画をより具体的に数値で表現したものであり、各部署内での話し合い、上司と部下
の間、部署間での調整を通じて作成される。一定期間終了後、予算と実績の比較が行われ、
予算に対する実績の評価が行われる。この一連のプロセスを予算管理と呼ぶ 8」と定義し
ている。ここで言う企業目標とは、当然に利益の獲得のことであり、企業目標、利益計画
と予算の関係を示すと図表 2-1のとおりとなる。これを受け、「企業予算は業務計画を金銭
的側面から、たとえばどの程度の費用がかかるか、またどの程度の収益が得られるかなど
を示したものである。予算管理は予算を用いた管理であり、過去の企業活動にもとづいて
いて将来の企業活動を計画し、これを統制していく手段である 9」としている。 
 岡本ほか（2008）は、予算の役割として、「計画職能」、「統制職能」および「調整、コ
ミュニケーション、インセンティブ誘発職能」をあげている 10。計画職能とは、「企業の基
本的目標を考慮し、企業環境の変化を睨みながら、経営戦略を策定し、その戦略を実現す
る方策を具体的な係数の形で計画するのが、企業予算の重大な役割である 11」としている。 
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      出所：建部（2006）、81頁の記述を参考に筆者作成。 
 
統制職能とは、「計画によって明らかにされた予算目標とその達成方法に、人々の注意を向
け、やる気を起こさせ、その実行を命令し、指導し、規制し、調整し、その実績を予算と
比較して差異を分析し、実施者の業績を評価し、必要があれば是正措置をとること 12」と
している。最後に、調整、コミュニケーション、インセンティブ誘発職能とは、「部門間の
ギャップを調整し、各部門の活動を企業全体の共通の目標へ向けてバランスをとるのが、
企業予算の調整（coordination）職能である 13」としている。調整職能の前提となるのが
コミュニケーションである。 
 以上から、企業における予算管理は、以下のような過程で実行されるものと要約できる。 
 ① 一定の期間（予算期間等）において、部と課および上司と部下などの垂直的調整と
部署内および部署間の水平的調整を行う。 
 ② 各業務分野の具体的な計画や短期利益計画を貨幣という具体的な数値で表した計画
である予算を編成する。 
 ③ 一定期間終了後、予算と実績との差異を分析することで、予算に対する実績の評価
を行い、実施者の業績を評価し、必要があれば是正措置をとる。 
 
 このことからもわかるように、予算管理は、予算編成と予算統制から構成され、予算編
成における機能が、計画機能と調整機能であり、予算統制における機能が統制機能である。 
 以下では、計画機能、調整機能および統制機能について整理する。まず、計画機能につ
いては、大蔵省の原価計算基準では、「予算期間における企業の各業務分野の具体的な計画
を貨幣的に表示し」および「予算期間における企業の利益目標を指示し」の部分が該当す
る。企業においては、あらかじめ企業全体の行動により達成する利益目標を設定すること
が必要とされている。この利益目標を達成するための道筋が予算であり、そこには、すで
に利益目標が内包されている。このことにより、各業務分野の目標達成に責任を負う者が
＝財務計画＝予算 
長期利益計画 
短期利益計画 
企業の最大の目標 
利益の獲得 
図表 2-1 企業目標と予算の関係 
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明らかとなり、責任者の指示のもと、目標達成へ向け資源が適正に配分される。 
 調整機能については、大蔵省の原価計算基準では、「これを総合編成したものをいい」お
よび「各業務分野の諸活動を調整し」が該当する。東海（2010）は、わが国においては、
予算編成において、天下り型予算と積上げ型予算の折衷方式を採用している企業が多いと
指摘している 14。天下り型予算は、企業全体の視点から上層部により示されるため、全体
最適が重視される。積上げ型予算は、まず各部門で予算が編成されるため、部分最適が重
視される。基本的には、全体最適のほうが重要であるため、全体最適と部分最適の調整が
必要となる。そして、部分最適を調整するためには、部門内、部門間、上司と部下のそれ
ぞれの間において、コミュニケーションを図る必要がある。 
 最後に、統制機能については、大蔵省の原価計算基準では述べられていないが、示され
た利益目標を業績基準として利用することをさす。設定された目標は、明確な責任者のも
と、当然に達成されるべきであり、そのためには、各部署が、それぞれの部署の目標を達
成することが必要となる。そして、目標を達成できない場合は予算差異分析が行われ、そ
の差異の原因が統制可能であれば是正が図られる。 
 これらの機能は、予算管理の根幹をなすものである。そして、企業における現行の予算
制度にさまざまな批判があるなか、ほとんどの企業が予算制度を保有していることを説明
するものであると考える。 
 
（３）企業における予算の編成 
 企業予算は、通常、予算が完成する 4ヶ月前から編成作業が開始され、上層部から予算
編成方針が示される。3 ヶ月前には各部門で予算編成作業が行われ、2 ヶ月前には、調整
機能として、各部門間の調整、経営方針等との調整が行われ、最後の 1ヶ月でまとめられ
る。予算編成の基礎となる予算編成方針は、4 ヶ月以上前の企業の状況や企業を取り巻く
環境を前提として示されたものであり、市場環境の変化がきわめて速い状況では無用とな
っている場合がある。 
 東海（2010）は、現在、多くの企業で採用されている天下り型予算と積上げ型予算の折
衷的な予算編成方式を前提とした予算編成プロセスを図表 2-2のように示している。天下
り型予算とは、トップダウン型とも言われ、上層部の目標からすべてがスタートし、その
考え方で編成した予算を、上層部がそれぞれの部門に指示する方式の予算である。メリッ
トとしては、上層部の意向が予算に反映されること、デメリットとしては、納得感の欠如 
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図表 2-2 企業における予算編成プロセス 
   出所：東海（2010）、298頁。 
 
により各部門（部門の従業員）の参画のレベルが下がることがあげられる。一方、積上げ
型予算とは、ボトムアップ型とも言われ、それぞれの部門での予算編成が尊重され、それ
に全体の調整を加えて予算化する方式である。メリットとしては、各部門（部門の従業員）
の納得感が醸成され、積極的に業務に参画すること、デメリットとしては、上層部の意向
が予算に反映されにくいことがあげられる。このように、天下り型予算と積上げ型予算の
メリット、デメリットは表裏であり、トレードオフの関係にあるといえる。そのため、そ
れぞれのメリットを生かした折衷方式が企業において多く採用されている。 
 図表 2-2では、天下り型予算は、トップマネジメントの部分であり、企業全体に対する
内外の影響や全社的な経営方針・経営戦略から目標を設定し、それを数値化して目標資本
利益率を計算する。一方、積上げ型予算は、各部署が、前期の実績に環境の変化や個別計
画の意思決定を反映させ予算案を作成し、それをもとに総合予算を編成するものである。
そして、そこから予算資本利益率を計算する。予算資本利益率が目標資本利益率と同じ、
または上回ることにより、適切な予算編成が成立する。すなわち、トップダウンの利益目
標のほうが、当然のことながら達成すべき目標として重要視され、その利益目標を下回る
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予算は認められないということである。 
 
（４）企業における予算の統制 
 企業の目標は、先に述べたとおり、利益目標を達成することである。そのために、予算
において、達成すべき利益目標を数値化する。そして、その数値は、事業の基準となり、
従業員全員によって業績を予算に近づける努力のインセンティブの役割を果たしている。
目標を下回らないように期中の軌道修正を図ることは当然のことであり、常に目標以上の
利益を達成するように軌道修正することが求められているのである。通常は１事業年度で
ある予算の対象期間が終了したのち、確定した実績と予算を比較して、目標を下回った場
合、達成した場合、上回った場合、いずれにおいても差異を算出し、その原因を分析・究
明する。どの部分が不十分であったかが確定すると、その差異に責任を有する所在が明確
になる。これらの過程において明らかとなったことは、次期の計画に反映され、将来へ向
けた業務の是正へとつながることが可能となる。このことから、企業における予算は、目
標という性格を有しており、より重要視されるのは、編成機能よりも、実績へとつながる
期中の軌道修正と実績と予算の差異分析を行う統制機能である。 
 
２ 地方自治体における予算の役割 
（１）地方自治体における予算の位置づけ 
 地方自治法第 211条は、予算の調製および議決を規定しており、同条第 1 項では、「普
通地方公共団体の長は、毎会計年度予算を調製し、年度開始前に、議会の議決を経なけれ
ばならない。この場合において、普通地方公共団体の長は、遅くとも年度開始前、都道府
県及び第 252条の 19第 1項に規定する指定都市にあっては 30日、その他の市及び町村に
あつては 20 日までに当該予算を議会に提出するようにしなければならない」とあり、会
計年度ごとに、首長が予算を調製すること、年度開始前に議会の議決を経なければならな
いことが規定されている。地方自治法の委任を受けた地方財政法では、第 3条第 1項およ
び第 2項において、経費および収入を算定し、これを予算に計上しなければならないとし
ている。 
 企業に対して、地方自治体は、実務的に、決算よりも予算を重視する傾向にあり、この
点が企業との最も大きな違いとなっている。予算は、総合計画および個別計画を実現する
ための事業を金額で表したもので、当該事務事業に執行可能額の上限であるため、地方自
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治体においては、予算が重要視されている。すなわち、地方自治体の予算は、総合計画お
よび個別計画に基づいて実現する住民福祉の向上等のために、住民から徴収した税金を議
会の議決を経て配分するという性格を有している。このことから、地方自治体の予算は、
計画等に基づく当該年度の執行について、議会による事前統制の結果、首長等に与えられ
た執行権であるといえる。 
 地方自治体においては、企業の脱予算経営のような考えは存在しない。しかしながら、
実務的には、さまざまな工夫をしながら、予算編成が取り組まれている。鈴木（2012）で
は、予算編成の工夫をした実例として、埼玉県秩父市の行政評価を活用した予算編成、福
岡県北九州市の財源配分方式の導入および予算要求状況の公開・意見募集の実施、大阪府
大阪狭山市のまちづくり円卓会議の予算編成への参画、徳島県小松島市の市議会による予
算審議と決算審査の充実、島根県浜田市の予算要求と査定結果の公表をあげている 15。こ
れらの自治体では、行政評価との連動、枠配分方式の導入および予算編成の市民参画など、
これまでの行政のみという枠を越えた予算編成への市民参画、財政担当課のみの枠を越え
た予算編成への予算要求課の参画、そして、それらを公表することなどが取り組まれてい
る。しかしながら、わが国の多くの地方自治体においては、実務的にさまざまな工夫が行
われているものの、依然として財政担当課の査定を中心とした予算編成が行われ、議案と
して議会および市民に公表されているのが実態である。 
 
（２）地方自治体における予算の機能 
 吉田・小島（2009）は、地方自治体における予算の機能について、財政的機能と政治的
機能をあげている 16。財政的機能の所得再配分機能および景気調整機能は、課税徴収権を
有し、税を財源としている自治体独自の機能であり、企業予算には存在しない。税として
徴収した財源を、税の拠出割合に関係なく住民に再配分することにより、地方自治体は、
国とともに財政政策の一端を担っている。政治的機能のうち、政治的価値判断の表示とは、
議会での審議・議決により、政治的に予算としての価値が判断されるという過程を経たも
のであることを示すことである。法としての機能は、地方財政法に基づく機能ということ
である。政治的価値判断の表示と法としての機能についても、法として規定され、議会の
議決を要するという地方自治体独自の機能である。事業実施後には、その事業が基本理念
の実現にどれだけ寄与したかを評価する必要がある。そのためには、予算編成機能のみで
なく、予算統制機能もあわせた予算管理が重要である。それが会計統制機能である。 
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 岡（2002）は、予算の意義として、「予算は、地方公共団体の財政運営の指針となるも
のであり（予算の実質的な意義）、地方公共団体の長に対して財政執行権を付与するもので
ある（予算の形式的意義）。予算は議会の議決を得ることを要し、また住民に公開されるも
のである（予算の政治的意義）17」と指摘している。地方自治体における予算の機能と企
業における予算の機能を比較すると、図表 2-3のようになる。 
 
図表 2-3 地方自治体と企業における予算の機能 
吉田・小島（2009） 岡（2002） 企業 大分類 小分類 
財政的機能 資源配分機能 実質的意義 計画機能 
所得再配分機能 － － 
景気調整機能 － － 
政治的機能 政治的価値判断の表示 政治的意義 － 
法としての機能 － － 
会計統制機能 － 統制機能 
行政管理機能 形式的意義 調整機能 
  出所：吉田・小島（2009）、19頁に筆者が加筆（太線の範囲が筆者加筆部分）。 
 
 吉田・小島（2009）が指摘する資源配分機能は、岡（2002）が指摘する財政運営指針と
しての実質的意義、そして企業における計画機能に対応している。すなわち、予算は、徴
収した税をどのように配分するか、言い換えれば、徴収した税でどのような財政運営を行
うかを示す機能を有している。これは、企業の予算機能のうち、計画機能に該当するもの
である。吉田・小島（2009）が指摘する政治的価値判断の表示は、岡（2002）が指摘する
予算は議会の議決を得ることを要し、また住民に公開されるものであるという政治的意義
に対応している。 
 会計統制機能は、企業予算における統制機能に対応している。行政管理機能とは、総合
計画および個別計画に掲載されている政策や施策を実現するために、政策や施策を構成す
る事務事業単位で予算を編成し、予算をとおして総合計画および個別計画の基本理念をめ
ざす過程を管理するための機能である。岡が指摘する首長に執行権を付与するという形式
的意義、そして企業における調整機能に対応している。予算が議会での議決を経ることに
より、首長に執行権が付与され、予算をとおして政策や施策を実現することが可能となる
のである。 
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 地方自治体の予算には、企業と同様に、組織内部の機能として、計画機能、調整機能お
よび統制機能が存在する。そのほかには、地方自治体という性格上、法としての機能が存
在する。また、企業予算と異なり、税を財源としていることから、それらの資源の配分で
ある予算のあり方、配分された予算により実施する事業について、議会や市民に対して公
表することに重要な意味が存在する。地方自治体には、企業には存在していない法として
の機能、資源配分機能および政治的判断基準の表示機能が組織内部の機能として存在する。
それに加えて、組織の外部を含めた機能として、所得再配分機能、景気調整機能が存在す
ることとなる。 
 
（３）地方自治体における予算の編成 
 企業における予算編成プロセスの天下り型予算、積み上げ型予算および折衷方式に対し
て、地方自治体の予算編成は、基本的には積み上げ方式、すなわちボトムアップ方式で行
われる。吉田・小島（2009）が、「予算編成方針の内容は、政策の重点化分野を明らかに
するというより、具体的な要求のルールを示すものがほとんどである 18」と指摘している
ように、予算編成方針に具体的な数値目標が掲載されることはほとんどない。 
 自治体予算の編成スケジュールについて、第Ⅰ節で述べた概略に加え、地方自治体にお
ける予算の機能との関係で概観する。地方自治体の予算編成にとって最も重要なのは、通
常 10 月頃に財政担当課から通知される予算編成方針である。予算編成方針は、予算編成
の基本的な考え方、編成基準などを示すものである。当然に、長期計画である総合計画等
との関係も示される。予算要求課は、予算編成方針に基づいて予算要求書を作成し、財政
担当課に提出する。その後、財政担当課のヒアリングを経て、一次内示が行われる。この
段階においても、すでに計画機能および調整機能が見られる。その後の首長査定において、
調整機能がより発揮される。最終的に、予算書および予算に関する説明書 19にまとめられ、
議会の議決を経て、正式に予算として成立することになる。地方自治体の予算は、原則、
年度をとおして見積もることとしている。ただし、それでは、国・県予算への対応や人件
費の調整などができないため、年度に 4回の定例会において、補正予算を計上できること
となっている。 
 このように、地方自治体の予算は、予算要求課が案を作成し、局または部による調整を
経て、財政担当課に提出される。財政担当課のヒアリングののち、財政担当課による局長
または部長への説明、その後、局長または部長から副市長、市長への説明へと進んでいく
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ボトムアップ方式で行われている。それに対して、近年では、地方自治体の予算編成にお
いても、トップダウン方式が見受けられるようになってきた。トップダウン方式には、ボ
トムアップ方式のような定型的に確定した仕組みは存在しない。首長が、当選後、選挙公
約等にかかげた事項について実現をめざすことや、福祉分野などにおいて、他都市との比
較などにより、量または質の向上を図ることなどが例としてあげられる。地方自治体の予
算編成は、基本的には、ボトムアップ方式で行われており、一部にトップダウン方式が見
られるのが現状である。 
 
（４）地方自治体における予算の統制 
 地方自治体における予算は、議会の議決を経た法としての機能を有したものであり、企
業における予算と比較して、事前統制がより強く働いている。予算編成段階において、予
算要求課は、類似都市の状況や業者の参考見積りなど、さまざまな参考資料に基づいて、
予算要求を行っている。そして、予算が議決されれば、あとは要求した内容に沿って適切
に執行することが求められることとなる。そのため、執行段階における事後統制機能が欠
如していると言わざるを得ない。しかしながら、吉田・小島（2009）は、「事業は当然、
計画的に執行されなければならないが、最近のような、経済環境が厳しく、かつ、国の施
策、方針が次々と刷新されるような場合は、執行過程での適切な判断が、当初予算編成時
に劣らず大切である 20」と近年の自治体にとっては、統制機能が編成機能と同じく重要で
あることを指摘している。 
 
３ 企業と地方自治体における予算の役割の比較 
 吉田・小島（2009）は、企業と地方自治体における予算を図表 2-4のように比較してい
る。予算の意義では、民間企業では経費の見積りであり決算が重視されるのに対して、行
政では議会で議決された事前統制の手段である。予算の対象では、民間企業では、将来予
測の目標値であるのに対して、行政では、現在の行政ニーズまたは課題に投入されるもの
である。実績との関係では、民間企業は売上や活動実績に予算をあわせるのに対して、行
政では予算の範囲内での執行が原則である。すなわち、民間企業では、将来予測であるこ
とから見積りとなり、見積りであることから、実際の売上や活動実績によって予算は増減
する。それに対して、行政では、現在の行政ニーズまたは課題に投入されるものであるこ
とから、議会の議決を経た確定した数値であり、予算の範囲内での執行が原則となる。 
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図表 2-4 企業と地方自治体における予算の比較 
項  目 民間企業 行  政 
予算の意義 経営の目標を実現するための
経費見積りであり、管理手段
となるが決算のほうが重要 
政策、事業を金銭によって数値化し
たものであり、議会で議決され、行
政経営の統制手段となる 
予算の対象と予算
要求の意義 
一定期間の目標値であり将来
予測 
行政ニーズ又は行政課題であり、そ
のために投入される金額 
実績と予算 過不足があれば、経営に影響。
活動実績に予算をあわせる 
予算執行は、予算金額の範囲内が原
則であるが、補正する場合もある 
コントロール主体 消費者と株主 首長と議会 
市場環境 競争 独占 
予算の評価対象 商品、サービスの売上高など
企業活動そのもの 
予算通りの執行。事業実績も評価 
予算管理 売上げによって、予算は増減
する 
予算の範囲内の執行を原則とする 
出所：吉田・小島（2009）、16頁。 
 
このように、企業と地方自治体においては、同じ予算という言葉を使用していても、その
内容は大きく異なる。以下では、予算の統制機能について、事前統制機能と事後統制機能
に分け、計画機能と調整機能をあわせた予算の四つの機能について、企業と地方自治体に
おける重要度について考察する。 
 計画機能とは、企業においては、業務計画、長期利益計画を短期利益計画に落とし込み、
どれだけの経費でどれだけの利益をあげるかを計画することである。地方自治体において
は、おおむね 10年を期間とする長期構想、おおむね 5年を期間とする中期計画から構成
される総合計画を実施計画に展開し、どれだけの経費で、どのような成果を達成するかを
計画することであり、予算以前に総合計画や各種個別計画が確定している。多くの自治体
では、総合計画の基本構想と基本計画が議会の議決事項とされていることに加え、さまざ
まな分野の個別計画も議会の関係常任委員会での審査を経たうえで、まとめられるのが通
常である。そこには、達成すべき成果とそのために実施する施策、事業の体系が存在する。
すなわち、地方自治体においては、予算編成の前段階で、各種計画が策定され、予算は、
これらの計画に基づき、実際に当該年度に実施する事業の経費を集約したものである。予
算は、前提となる総合計画、各種個別計画と一体のものであり、地方自治体においては、
計画機能は最も重要な機能である。 
 調整機能については、企業、地方自治体の予算ともに重要である。いずれも、ボトムア
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ップ型を基本としながら、トップダウン型も取り入れた折衷方式が多いことも共通してい
る。企業においては、部門間の水平的な調整に加え、上位の目標とそれぞれの部分単位目
標間の垂直的な調整が行われる。それに対して、自治体においては、予算要求課と財政担
当課との調整、財政担当課と上層部との調整は十分に行われるが、予算要求課間で調整を
行うことは少ないのが特徴である。 
 最後に、事前および事後統制機能について、地方自治体においては、予算が地方自治法
で規定されており、首長が調製することおよび議会の議決を要することなど、前年度に行
われる予算編成に、相当の時間と労力をかけており、事前統制が強く機能している。一方
で、執行段階における事後統制はほとんど機能しておらず、執行額がそのまま決算額とな
っている。その理由としては、地方自治体の場合、予算編成段階で事業額が確定しており、
その後の経済状況や社会状況などの変化の影響も受けにくいため、基本的に計上された予
算に近い額が実績となり、差異分析という行為自体が不要であること、入札等により相当
低い額で事業が実施でき、実績が予算を大きく下回った場合でも、所期の目的は達成され
ていることから、その差異を分析することに意味がないことがあげられる。 
 企業においては、予算は目標達成の手段であり、目標である予算と実績を比較して、目
標が達成されたかどうかという事後統制機能のほうが重要である。計画はあくまで目標値
であり、変更される可能性もあり得るからである。執行段階において、常にベストな製品
やサービスの組み合わせを追及して、利益を最大限にするインセンティブが働いており、
事後統制機能が強く働いている。 
 以上を整理すると、図表 2-5のとおりとなる。企業においては、事後統制機能が最も重
要だと考えられている。それに続いて、計画機能と調整機能が重要であり、事前統制機能
はあまり重要とはされていない。それに対して、地方自治体では、計画機能と事前統制機
能が最も重要だと考えられている。それに続いて、調整機能が重要であり、事後統制機能
はあまり重要とはされていない。 
 
図表 2-5 企業と地方自治体における予算機能の重要性 
機 能 企業 地方自治体 
計画機能 重要 最重要 
調整機能 重要 重要 
事前統制機能 あまり需要でない 最重要 
事後統制機能 最重要 あまり重要でない 
      出所：筆者作成。 
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Ⅲ 企業と地方自治体における連携のための仕組みおよび予算の役割 
 
 本節においては、企業および地方自治体の連携における予算の役割について整理する。
具体的には、企業および地方自治体で類似する二つの類型である①グループ経営と連携中
枢都市圏と②サプライチェーンとプロポーザル方式業務委託を取り上げ、それぞれを比較
することから、自治体間連携における予算の課題を示すこととする。 
 
１ グループ経営と連携中枢都市圏の比較検討 
（１）両制度の目的 
 グループ経営と連携中枢都市圏を取り上げる理由について示す。グループ経営の目的は、
親会社を中心に、複数の事業主体で構成されている企業グループをあたかも一つの企業体
のようにとらえ、経営戦略と経営管理の全体最適を追求するとともに、企業グループ全体
としてのシナジー効果を追求しようとすることである。1978（昭和 53）年決算からは、
親会社および子会社に連結決算が義務づけられ、2000（平成 12）年の証券取引法（現在
の金融商品取引法）の改正により、情報開示制度が大幅に見直され、連結決算中心の開示
となり現在に至っている。企業グループには、必ず親会社と子会社が存在する。子会社は、
親会社の出資比率が 50％超の会社など、資本関係によるつながりである。連結財務諸表の
範囲については、企業会計基準第 22 号 連結財務諸表に関する会計基準において、「親会
社は、原則としてすべての子会社を連結の範囲に含める 21」こととされている。 
 企業グループが、財務諸表を連結ベースで作成することを義務づけられているというこ
とは、執行のための計画である予算についても、同様のベースで作成される必要があるこ
とを意味している。企業においては、差異分析が重要であり、そのことは企業グループに
おいても同様であるためである。グループ予算は、企業単独の予算が戦略を実行するため
の計画を数値的に反映したものであるのと同様、グループ戦略により作成したグループ計
画を数値的に反映したものであり、グループ経営におけるグループ予算の重要性を指摘す
ることができる。 
 一方で、地方自治体における連携中枢都市圏の目的は、「相当の規模の中核性を備える圏
域の中心都市が近隣の市町村と連携し、コンパクト化とネットワーク化により『経済成長
のけん引』、『高次都市機能の集積・強化』及び『生活関連機能サービスの向上』を行うこ
とにより、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を
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維持するための拠点を形成すること 22」である。 
 自治体間連携においては、これまで、ごみ処理、し尿処理などの業務について法人を設
立して処理するための一部事務組合や広域連合、委員会等の機関の共同設置、協議会の設
置、事務の委託または代替執行など、特定の業務を前提に連携を行う取り組みが中心であ
った。それに対して、現在、取り組みが進められている連携中枢都市圏では、「従来の共同
処理による事務分担だけでなく地域の実情に応じて自由に連携する内容を協議して地方自
治体に裏づけのある政策合意を行うこと 23」が可能となっており、自治体間連携において、
最も柔軟性を備えた制度となっている。連携中枢都市圏は、これまでの広域連携とは異な
り、特定の業務を共同処理するという考え方ではなく、広域で共同による都市経営を行う
という考え方に基づいた取り組みである。 
 このように、グループ経営および連携中都市圏は、両者ともに、より広範囲の主体や圏
域における全体最適を追求するとともに、単一主体だけでは生じることのないシナジー効
果の追求を目的としている。 
 
（２）両制度の共通点および相違点 
 両者の仕組みの共通点は、①核となる構成主体の存在、②親会社または中心都市と子会
社または周辺自治体との関係構築過程の 2点である。①核となる構成主体の存在では、グ
ループ経営においては、親会社が存在する。親会社とは、会社法第 2条第 4号で「株式会
社を子会社とする会社その他の当該株式会社の経営を支配している法人として法務省令で
定めるものをいう」と規定されている。他の株式会社を子会社としているもの、子会社の
経営を支配しているものが親会社である。連携中枢都市圏では、圏域の中心都市が連携中
枢都市宣言を行うことにより、連携中枢都市となる。この宣言は、「中心都市が、近隣の市
町村との連携に基づいて、圏域全体の将来像を描き、圏域全体の経済をけん引し圏域の住
民全体の暮らしを支えるという役割を担うこと等を明らかにするため 24」に行うものであ
る。連携中枢都市圏の場合は、近隣という地域性が企業グループとは異なる特徴である。 
 ②親会社または中心都市と子会社または周辺自治体との関係構築過程では、両者とも中
核となる主体とその他の主体の 1：1 の関係により構築されている。グループ経営におい
ては、親会社が、子会社 1社ずつと関係を構築することで企業グループが構築される。同
じく、連携中枢都市圏の場合も、連携中枢都市となる圏域の中心都市と周辺の市町村が 1：
1 で連携協約を締結することにより圏域が構築される。このことは、当面締結可能な自治
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体から協約を締結していくことが可能というメリットがあるものの、周辺自治体間に連携
への温度差が生じるというデメリットもある。こうしたデメリットを解消するためには、
企業グループ経営における親会社同様、連携中枢都市圏における中心都市の役割が重要で
ある。 
 このようにグループ経営と連携中枢都市圏には、考え方において共通する部分があるが、
連携のための手法については異なる部分がある。最も大きな相違点は、会計の仕組みを備
えているかどうかである。企業グループは、一部の資本関係が弱いかまったくない企業を
除いて、連結決算が義務づけられている。それに加えて、セグメント情報の開示も求めら
れている。財務会計情報である連結財務諸表とセグメント情報の両方の公開が義務づけら
れているのである。また、企業グループにおいては、グループ予算を作成している。この
ように、企業のグループ経営には、連携のための予算の仕組みが組み込まれている。 
 それに対して、連携中枢都市圏と連携協約の仕組みにおいては、中心都市と周辺自治体
が連携協約を締結する時点では、予算の仕組みは組み込まれていない。すなわち、連携協
約は、財務面について何も定めていないのである。連携協約で締結される事項は、連携に
よりめざす戦略に近いものであり、連携協約自体には、企業のグループ経営に備わってい
る財務会計情報および管理会計情報が備わっていない。そのため、連携協約に基づく事務
を実際に執行するにあたっては、「個々の市町村が個別に実施するか、あるいはその基本的
な事項を連携協約に規定した上で、事務の委託（地方自治法第 252条の 14等）や事務の
代替執行（地方自治法第 252条の 16の 2等）等のほか、民事上の契約等により事務を処
理することとなる 25」とされており、連携協約に基づいて事務を執行する段階になって具
体的な手法を検討することになる。 
 
２ サプライチェーンとプロポーザル方式業務委託の比較検討 
（１）両制度の目的 
 戦略実現の視点からグループの形態をとる企業が存在する。その代表的な例は、メーカ
ーとサプライヤーを中心としたサプライチェーンを構成する企業グループである。製品や
サービスの提供には、サプライチェーンの上流から下流までの役割を担っている複数の企
業が関係している。通常、企業においては、原価情報などが含まれる予算は、企業秘密の
一部である。しかしながら、サプライチェーンの連鎖においては、原価企画を含む原価管
理情報は共有されている。たとえば、製造業においては、製品の開発、材料の調達、生産、
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販売、アフターサービスまでをとおして、原価企画を実施している。 
 企画から、サプライヤー、エンドユーザーまで、すべての段階を通じて、在庫を削減し、
リードタイムを短縮するために、サプライチェーン・マネジメントが取り組まれている。
清水（1998）は、サプライチェーン・マネジメントの共通する定義として、「競争優位の
獲得を目的とし、サプライヤーからエンドユーザーまでの情報および物の流れの最適化の
ために実施される計画および統制 26」であるとしている。これらの測定には、活動基準原
価管理（Activity Based Management：ABM）が使用され、サプライチェーン全体での
原価が管理される。このように、サプライチェーンは、予算編成および予算統制のために
必要な原価情報を共有することで、製品やサービスのコスト削減を達成することを目的と
している。 
 現在、まち・ひと・しごと創生に基づく国の政策では、産学官金労言連携が進められて
いる。このような多業種連携のためには、それぞれが所有している情報を共有する仕組み
が必要である。しかしながら、取り組みは始まったばかりであり、企業のサプライチェー
ンに対応するような仕組みは確立されていない。そうしたなか、従前から官民がそれぞれ
の情報を共有する仕組みが存在する。それが、プロポーザル方式業務委託である。プロポ
ーザル方式業務委託は、イベント、講演会の実施など、さまざまな業務の発注に使用され
ている。この手法は、①価格のみに焦点をあてた競争入札方式の低価格入札などによる品
質低下への対応、②一定の価格の範囲内で複数の業者から受けた提案のなかから、最も優
れたものを選定することで得られる高品質の成果という二つのメリットを有している。プ
ロポーザル方式業務委託では、あらかじめ、評価項目および配点を決定し、業者から提出
された書類およびプレゼンテーションにより採点を行う。通常、最高得点者が優先交渉権
者となり、その後、一定の手続きを経て、当該業者と随意契約を締結することとなる。こ
のように、プロポーザル方式業務委託は、発注者である地方自治体と実際に事業を実施す
る事業者が連携して、品質を重視した業務執行を実現することを目的としている。 
 
（２）両制度の共通点および相違点 
 サプライチェーンとプロポーザル方式業務委託の共通点としては、サプライチェーンを
構成する企業、プロポーザル方式業務委託を構成する発注者である地方自治体と受注者で
ある事業者の双方において、構成主体全員でより良いサービスや製品をめざしていること
があげられる。それぞれの構成主体が、自らが持つノウハウを最大限に発揮し、全体最適
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をめざしているものである。 
 相違点としては、発注者が地方自治体であるプロポーザル方式業務委託では、企業情報
のほとんどが企業秘密のままであることがあげられる。自治体の情報は、一部の個人情報、
法人情報および意思形成過程情報などを非開示とすることができるが、公開が原則である。
連携のために企業が提出した情報も、非開示の要件に該当しない限り、請求があれば開示
されることとなる。それに対して、企業のサプライチェーン・マネジメントで扱われる管
理会計情報は、企業グループ内の情報であり、連携に活用されている。 
 
Ⅳ わが国自治体間連携における予算の課題 
 
１ 課題の整理 
 連携中枢都市圏は、それ自体に予算の仕組みが組み込まれておらず、中心都市と周辺自
治体が連携協約を締結しても、実際に事業を実施する際に予算に関する協議が必要となる。
このことは、連携協約を締結した事業の実効性が担保されていないことにつながる。この
ように、連携協約には、締結の時点で、協約に記載した事業を施行するための予算が明確
になっていないという問題点がある。連携協約に掲載された戦略に必要な全体予算を明ら
かにするためには、協約項目ごとのセグメント予算を明らかにする必要があり、それらを
積み上げることにより、はじめて全体予算が明らかとなる。また、プロポーザル方式業務
委託においては、企業側のノウハウが企業秘密にあたるため、必要な情報の共有が図れて
いないのが現状である。 
 企業においても、連携のための仕組みに、すべての予算の仕組みが組み込まれているわ
けではない。連結決算やサプライチェーンにおける原価企画の取り組みは、管理会計の仕
組みの一部であり、企業連携のために用意された仕組みではない。企業連携のメリットは、
中核となる企業を中心とした規模の経済、異業種などの多様な主体との連携による知見の
融合やイノベーションの創出にある。自治体間連携においても、連携の目的は、規模の経
済による効率性の追求や多様な主体が連携することによるサービスの質の向上にある。そ
のために、連携のための仕組みと管理会計の仕組みの一つである予算を結びつけることは
重要な意味を持っている。企業予算および地方自治体予算、そして、企業連携のための予
算および自治体間連携のための予算の整理から導き出される自治体間連携制度における予
算の課題は、以下の 4点に要約できる。 
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（１）連携のための制度に予算が組み込まれていないこと 
 自治体間連携の仕組みにおける予算の形態としては、①それぞれの地方自治体の予算を
別法人等にまとめる、②幹事市がすべての予算を計上して執行し、その他の自治体は幹事
市に経費を支出する、③事務を委託する自治体が、事務を受託（代替執行）する自治体に
経費を支出する、④各自治体で支出する、の四つの類型がある。一部事務組合と広域連合
は、①の仕組みと関係し、協議会および機関等の共同設置は、②および④の仕組みと関係
し、事務の委託および事務の代替執行は、③の方法と関係している。連携協約は、他の自
治体と連携して事務を処理するにあたっての基本的な方針および役割分担を定める制度で
あるため、直接に予算の仕組みとは関係しない。連携協約に基づき、事業を実施する時点
で、事務の委託、事務の代替執行または民事上の契約を利用することとなり、その時点で
③の仕組みと関係することになる。 
 連携協約は、これまでの事務の共同処理のみでなく、圏域全体の経済成長のけん引、高
次の都市機能の集積・強化、圏域全体の生活関連機能サービスの向上という三つの役割を
果たすことを前提に、地域の実情に応じて、柔軟に連携する内容を決定できる仕組みであ
る。しかしながら、連携協約に規定された戦略を実現するための予算の仕組みが組み込ま
れていないために、事業を実施する時点で、その財源について協議を行う必要が生じる。
また、連携協約は、まち・ひと・しごと創生による連携中枢都市圏の圏域を対象に締結さ
れるものであり、圏域全体の発展のためには圏域の事業者、大学、医療機関および金融機
関などの参画により、圏域全体の戦略を実行するための仕組みが必要となる。以上から、
連携中枢都市圏構想推進要綱に基づく連携協約締結時に、自治体間の連携のための予算の
仕組みおよび行政以外の産学金労言の連携のための仕組みを構築することにより、地方中
枢都市圏の圏域全体における戦略の実効性を担保する必要がある。 
 
（２）委託業務において発注者とサービス提供者の連携の仕組みが存在しないこと 
 民間企業のサプライチェーンによる連携は、製品やサービスについて、原材料やサービ
ス発注者から製品やサービス受給者まで、サプライチェーンの構成企業の原価を管理し、
在庫の減少やリードタイムの削減により、製品やサービス全体のコストの削減を図るため
に行われる。現在、わが国の公共サービスにおいても、アウトソーシングが進んでいる 27。
その手法は、民間移譲や民間委託など、行政側の選択により実施されているものがほとん
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どである。そのなかで、プロポーザル方式業務委託は、仕様と委託金額の上限を示したう
えで、複数の業者から提案書を提出させ、審査会等で公正に審査を行い、優先交渉を行う
事業者を決定する。この手法は、一定の委託金額の中で、競争性を担保して、民間企業の
優れた事業手法を引き出すために有益である。 
 しかしながら、製品やサービスの開発、計画の段階から、製品の製造、サービスの提供
を経て、製品やサービスの評価まで共有されているサプライチェーンに比較して、自治体
と事業者の関係は、サービスの実施段階での共同にとどまっている。 
 
（３）連携主体間のコンフリクトの解決策が用意されていないこと 
 連携協約においては、「普通地方公共団体相互の間又は普通地方公共団体の機関相互の間
の紛争の調停、普通地方公共団体に対する都道府県の関与に関する審査及び地方自治法の
規定による審査請求、審査の申立て又は審決の申請に係る審理を処理する 28」自治紛争処
理委員による処理方策の提示を受けることができることになっている。連携協約は、2016
（平成 28）年 4月 1日施行の地方自治法改正により導入された制度であるため、まだ紛争
等が生じた事例や自治紛争処理委員への申請もない状態である。 
 組織内においても、さまざまなコンフリクトが生じる場合がある。組織外の主体との連
携となると、すべての主体がベスト・パートナーとは言えないため、コンフリクトが生じ
る可能性はより高まる。なかには、無私／利他的な動機で連携しているが連携には消極的
である『他人任せ』、連携には積極的だが利己的な動機で連携している『合理主義者』、動
機も利己的で連携にも消極的な『自分勝手』なパートナーがいることを理解しておく必要
がある 29。このように、連携においては、構成主体におけるさまざまなレベルのコンフリ
クトが存在することとなる。そのことを踏まえた連携のための制度設計が求められている
のである。 
 
（４）連携のための管理手法が確立していないこと 
 連携のために予算を一つにまとめる一部事務組合および広域連携においては、議会、管
理者および監査委員の設置が必要となる 30。一部事務組合および広域連合内で、予算編成、
執行、決算および監査まで完結する仕組みが構築されている。構成自治体の首長および一
部の市町村議会議員は、議会議員として広域連合または一部事務組合の予算の議決に関与
しているが、構成自治体による広域連合または一部事務組合への組織としての関与は希薄
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になる可能性がある。 
 簡便な仕組みにおいては、事業全体に対する管理等が不十分になること、特に、執行段
階以外の計画段階や評価段階での取り組みが不十分になるという課題がある。現在、これ
らの簡便な仕組みによって取り組まれているのは定型的な業務が多いため、計画や評価段
階が重要視されていなくても問題は少ないが、今後、簡便な仕組みによりさまざまな連携
が取り組まれる場合、一部事務組合や広域連合のような管理やガバナンスの仕組みをどう
担保していくかが課題である。 
 また、評価の問題がある。連携の仕組みの構築と同じく、連携による成果をどのように
測定し、さらなる連携のためにどのように活かすのかということが重要な視点である。 
 
２ 英国を研究する意義 
 これまで、企業における連携の仕組みに対応する連携中枢都市圏構想とプロポーザル方
式業務委託とを比較することで、わが国の自治体連携における予算の課題を整理した。第
3 章以降では、これらの課題に対する英国の連携のための制度を考察することとする。英
国では、1997年 5月に誕生したトニー・ブレア率いる労働党政権が、国営企業の民営化、
強制競争入札（Compulsory Competitive Tendering：CCT）、市場化テスト（Market 
Testing）などの競争に基づいた政策から、コラボレーションを中心とした政策へと転換を
図った。その後、地域戦略パートナーシップ（Local Strategic Partnership：LSP）や地
域内合意（Local Area Agreement：LAA）などを推進している 31。これらは、地域内に中
央政府の交付金の受け皿を構築するコラボレーションであり、地方自治体、民間部門、NPO、
チャリティ、ボランタリー・コミュニティ・セクターなどのサードセクター32など、さま
ざまな主体により公共サービスが提供されている。これらは、現在、わが国において取り
組みが推進されているまち・ひと・しごと創生による産学官金労言連携などにおいて、本
章で整理した課題に対して重要な示唆がある。 
 また、英国においては、医療と福祉の統合が進められており、地方自治体と国民医療サ
ービス（National Health Service：NHS）の連携が積極的に取り組まれている 33。地方自
治体と NHS のコラボレーションでは、プール予算による取り組みが、1999 年医療法
（Health Act 1999）から進められおり、2015年 4月 1日からは、中央政府がより良いケ
ア交付金（Better Care Fund：BCF）を導入して、地方自治体とNHSによるプール予算
の利用を一層促進しようとしている。これらの取り組みは、現在、わが国において取り組
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みが推進されている地域包括ケアシステムや医療と介護の一体的改革などにおいて、本章
で整理した課題について参考となる。 
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第 3章 英国におけるファイナンシャル・コラボレーションのフレームワーク 
 
 
Ⅰ 英国におけるファイナンシャル・コラボレーションの意義 
 
１ わが国における一部事務組合からの脱退 
 わが国の自治体間連携は、ごみ処理、し尿処理、消防、救急、住民票等の交付、公平委
員会など、定型的な業務を中心に展開されてきた。これらの定型的な連携においては、毎
年度必要となる予算に大幅な増減はなく、連携に参画している自治体においても、例年並
みの予算を計上することが最大の課題となる。しかしながら、非定型的な業務について連
携を行おうとする場合、連携を協議する段階で、さまざまな利害関係が生じ、連携の枠組
みを確定することに相当の労力を要することが予想される。事例としては、岡山県瀬戸内
市、備前市および赤磐市による監査委員事務局の共同設置についての取り組みのなか、実
施の前段階で赤磐市が枠組みから脱退した例があげられる 1。 
 2012（平成 24）年の地方自治法改正において、一部事務組合、協議会および機関等の
共同設置からの脱退手続きが簡素化されている 2。自治法改正との関係は明らかではない
が、実際に連携が開始されたのちに脱退する事例も見られる。名張市は、三重県内の全市
町が加入している一部事務組合である三重地方税管理回収機構からの脱退に向け手続きに
入ることを 2015（平成 27）年 8月 25日の会議で説明している 3。三重地方税管理回収機
構は、2004（平成 16）年 4月 1日に、税の公正性の確保と滞納額の縮減を図る目的で、
一部事務組合として設立された。組織は、県、各市町からの派遣職員等で構成され、財源
は、各市町が応益により負担している。名張市の脱退理由については、「同市債権管理室の
担当者は『名張市の徴収率は県内でも高い。人材も育ってきており、自立できつつある状
況』と説明。来春から導入予定の独自超過課税『都市振興税』で市民に負担を強いること
もあり、『出費を抑えたいという部分もある』と話す 4」と報道されている。理由は、①経
費の節減を図ること、②連携しなくても自分たちで処理できる状況になったことの 2点に
まとめられる。すなわち、自分たちで処理できるようになれば、その経費は連携のための
負担金よりも少なくなり、結果として経費削減につながることになるのである。①は連携
のための財務的モチベーションが利己的であること、②は連携へのエンゲージメントのレ
ベルにおいて、連携との関係が消極的であることを表している。 
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２ 財務的モチベーションとエンゲージメントのレベルの重要性 
 連携に参画する各構成主体においては、財務面における動機である財務的モチベーショ
ンと連携との関係を示すエンゲージメントのレベルはさまざまである 5。財務的モチベー
ションにおいては、自己の便益よりも全体の便益を優先させる無私／利他的な動機の主体
から、全体の便益よりも自己の便益を優先させる利己的な動機の主体まで、エンゲージメ
ントのレベルにおいては、連携に積極的な主体から消極的な主体までが存在する。さらに、
そのレベルは、どちらか一方というものではなく、さまざまなレベルの主体が存在してお
り、財務的モチベーションとエンゲージメントのレベルにおいては、4 象限マトリクスに
ほぼ無数の組み合わせが存在している。そして、これらの動機および行動には、第 2章で
整理した連携のための予算形態が関係している。すなわち、どのような予算形態を選択す
るかによって、連携の構成主体の動機や行動に影響が生じるとともに、パートナーの財務
的モチベーションとエンゲージメントのレベルの状況が、予算形態の選択に影響を与える
のである。 
 諸外国では、1950年代のアージリスを代表とした一連の研究を起源として、行動的予算
管理研究が取り組まれている 6。小菅（1992）は、「予算が人間行動に及ぼす影響、人間行
動が予算管理に及ぼす影響、そして予算管理行動を予測しそのような行動を変える戦略に
ついて、われわれは十分な知識を持つ必要がある。このような知識なしには、予算管理制
度の有効な設計・運用は不可能だからである 7」と指摘している。すなわち、予算と人間
の行動には相互に影響力があるということである。このことから、連携のための予算形態
とパートナーの財務的モチベーションおよびエンゲージメントのレベルに関する研究は、
行動的予算管理研究と密接な関係にあるといえる。 
 英国においては、サッチャー保守党政権の民営化と規制緩和の影響で、公共サービスの
ほとんどが、行政以外の主体により提供されている。これは、サービスの購入者と提供者
の分離（purchaser and provider split）と呼ばれる改革であり、このことにより、地方自
治体はサービス購入者となり、サービス提供者は NPO 法人、チャリティなどのボラタリ
ー・セクターが担うようになった。その後の労働党政権では、提供主体のパートナーシッ
プへとつながり、保守党・自由民主党連立政権では、ボランタリー・セクター等との連携
による大きな社会（Big Society）の構築へとつながっている。このように、英国において
は、公共サービスをさまざまな提供主体が担っているため、コラボレーションが重要な意
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味を持っている。 
 
３ コラボレーションの類型とファイナンシャル・コラボレーションのフレームワーク 
 コラボレーションには、規模の経済を追求した水平的な関係によるものと、範囲の経済
を追求した垂直的な関係によるものが存在する 8。水平的な関係のコラボレーションは、
シェアードサービスや事務の共同処理など、地方自治体同士など同じ機能を持つ主体によ
り効率性を追求するものである。それに対して、垂直的な関係のコラボレーションは、異
なる機能を持つ主体によるものであり、効率性に加えて有効性を追求しようとしているも
のである。わが国では、地方自治体と都道府県警察が連携して、青少年の非行防止の取り
組みを行ったり、地方自治体と医師会が協働で講演会を実施したりする取り組みは見られ
るが、共通の戦略を立て、その実現のために予算を含めて連携する仕組みは見られない。
それに対して、英国では、地方自治体とロンドン警視庁や地方自治体と国民医療サービス
（National Health Service：NHS）によるコラボレーションなど、財務、予算、決算、監
査などの仕組みや決算等の報告主体や VAT9の対応も異なる主体が、プール予算を使用し
て、予算を一つにまとめる取り組みを推進している。 
 もう一つのコラボレーションの形態は、地域パートナーシップである。英国では、メー
ジャー政権のシティ・チャレンジ制度 10以降、使途に制限のない交付金を地域に交付する
システムが確立してきている。労働党政権による地域パートナーシップ（Local Strategic 
Partnership：LSP）11および地域内合意（Local Area Agreement：LAA）12そして、労
働党政権末期に取り組まれたトータル・プレース（Total Place）13は、その仕組みを活用
した制度である。現在、保守党・自由民主党連立政権以降に取り組まれているコミュニテ
ィ予算 14も地域に資金をプールする仕組みである。 
 これらのうち、シェアードサービスや共同処理方式は、第 1章で整理したようにわが国
でも取り組みが進んでいるが、地域におけるコラボレーション組織の形成はほとんど進ん
でいない。わが国においては、岩手県八幡平市、兵庫県川西市の地域づくり一括交付金、
兵庫県朝来市の地域自治包括交付金、岡山県総社市の地域づくり自由枠交付金制度、大分
市のご近所の底力再生事業助成金など、町内会・自治会等の自治組織が、地域の課題をみ
んなで話し合い、その課題を解決するために取り組む事業に対して、地方自治体が助成す
る仕組みが見られる。しかしながら、予算面を見れば、地方自治体の予算が自治組織へ移
転したのみであり、異なる機能を持った主体である地方自治体と自治組織が予算を連携し
53 
 
て取り組むものではない。今後さらなる地方分権を推進するためには、地域のさまざまな
主体が連携するための仕組みが必要になってくる。 
 コラボレーションに取り組むとき、コラボレーションの仕組みと同じく重要なのが、財
源の問題である。特に、構成主体の財務的モチベーションとエンゲージメントのレベルの
組み合わせと予算との関係を示している財務面におけるコラボレーションであるファイナ
ンシャル・コラボレーションの研究が進められている。ファイナンシャル・コラボレーシ
ョンのフレームワークは、予算モデル、パートナーの財務的モチベーションとエンゲーメ
ントのレベルの三つの変数で構成される。予算モデルには、連携予算（aligned budget）
とプール予算（pooled budget）の二つの類型があり、それぞれの予算は、公的部門、ボラ
ンタリー・セクター、民間部門の各パートナーとのコラボレーションのための財務的モチ
ベーションとエンゲージメントのレベルに深く関係している。連携予算とプール予算は、
英国のコラボレーションにおいて、重要な役割を果たしている。地域におけるコラボレー
ションは、法定で予算をプールすることが可能な主体がプール予算を活用し、それ以外の
コラボレーションに参画する主体は連携予算を使用することにより構築されている。また、
法定で予算をプールすることが可能な地方自治体と警察、地方自治体と NHS など、異な
る機能を持つ主体がコラボレーションを構築する場合は、財務、予算、決算、監査などの
仕組みの相違を越えて、コラボレーションを構築している。 
 
Ⅱ 英国におけるファイナンシャル・コラボレーションの背景 
 
１ 中央政府と地方自治体における財源 
 英国の地方自治体が参画するコラボレーション 15として、①地方自治体を含む地域の公
共サービス提供主体が、中央政府の交付金の受け皿を構築するコラボレーション、②医療
と社会福祉の統合の流れのなかで推進されている地方自治体と NHS のコラボレーション
を取り上げ 16、その背景を考察する。 
 英国におけるコラボレーションの特徴の一つとして、中央政府が主導していることがあ
げられる。北村（2010）は、その特徴について、 
 ① 中央政府の所管と地方自治体の所管が完全に分離されていて、相互依存関係が薄い
こと。 
 ② 中央政府からの移転財源への依存度が極めて高い地方税財政構造であること。 
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 ③ 中央政府部内での予算編成過程で圧倒的な優位性が財務省（HM Treasury）に認め
られていること。 
の 3点を指摘し、特に②については、地方自治体の単一税目であるカウンシル税 17（Council 
Tax）からの税収は 2 割前後しかなく、残りは移転財源である歳入補填交付金（Revenue 
Support Grant）、事業者税（Business Rate）、特定目的交付金などの使途の限定された交
付金などである状況を示している 18。 
 Watt（2010）は、英国における中央政府と地方自治体の財源の問題を取り上げ、地方自
治体の経費はGDP比 10%あまりで、そのうち、地方自治体の自主財源は 25％で、残りの
75％は中央政府からの資金がイングランドの 353 の地方自治体に配分されている状況を
指摘している 19。2010 年 5 月の保守党・自由民主党の連立政権により、業績評価システ
ムのいくつかは廃止されたが、地方のコラボレーションを促進する必要性と、中央政府の
財政悪化の問題は残ったままである 20。 
 
２ 中央政府の交付金の受け皿としてのコラボレーション 
 税財源の点において、わが国以上に中央集権的な制度的環境では、中央政府は、地方自
治体等に移転した財源の効率的な執行に関心を抱くことになる。また、サッチャー保守党
政権以降、国営企業の民営化、規制緩和によって、自治体が直接サービスを提供すること
はなくなり、民間企業、社会的企業、NPO およびチャリティなどが公共サービスを担う
ようになっていた。このような中央集権的な財政の仕組みや多様な公共サービス提供主体
の存在を背景として、中央政府主導によって、交付金の受け皿を地域に構築することを条
件に、使途の制限のない交付金を地域に配分する仕組みが構築されることとなった。保健、
福祉、教育などの公共サービスの多様な提供主体が、中央政府の包括的補助金を効果的・
効率的に執行する受け皿として、地域パートナーシップを構築することにより、中央政府
の経費削減という目標達成につながり効率性が担保されることとなる。地域においては、
地方自治体をはじめとする公共サービス提供主体のコラボレーションが推進され、地域パ
ートナーシップの強化にもつながることとなったのである。英国における行政部門、民間
部門およびボランタリー・セクターのコラボレーションは、中央政府が主導して、政府の
資金を効率的、効果的に地方へ補助金として交付するための手法として取り組まれたもの
である。詳細については、第 8章で整理することとし、ここでは、コラボレーションの背
景として概略を述べることとする。 
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 コラボレーションの試みは、1990年代から行われている。1991年にはメージャー保守
党政権により、シティ・チャレンジ制度が創設された。この制度は、中央政府が地方自治
体の優れた提案に補助金を交付するというものであった。「この補助金の最大の特徴は、補
助金の申請と受給に際して、地方自治体、企業、ボランティア組織などにより構成される
パートナーシップの設置が義務付けられたこと 21」であり、補助金の受け皿としての地域
のパートナーシップ組織の設立が求められている。 
 サッチャー政権の行き過ぎた市場原理主義は、1997 年 5 月の総選挙で、トニー・ブレ
ア率いる労働党政権への政権交代につながった。労働党政権は、従前の社会保障重視の政
策とこれまでの保守党が推進してきた市場原理主義のどちらでもない第三の道を選択した。
労働党政権の政策のうち、特に地域におけるパートナーシップを推進したのは、2001年に
導入された LSPおよび 2004年に導入された LSPと地域の公共サービスについて合意す
る LAAである。 
 このような中央政府の資金の受け皿という枠組みのなかでは、中央政府は、地方自治体
または地域への移転財源が効果的・効率的に執行されているかどうか、すなわち、地方自
治体または地域の移転財源による取り組みについて、説明責任を果たすことが可能な客観
的な業績評価を必要とした。そのため、2008年の LAAの変更により、パートナーシップ
の評価のために、ベスト・バリューに使用されていた業績指標（Performance Indicators：
PIs）が LAAの運用に組み込まれることになった。また、自治体単独の評価制度である包
括的業績評価（Comprehensive Performance Assessment：CPA）から包括的地域評価
（Comprehensive Area Assessment：CAA）が創設された。これは、公共サービスは、地
方自治体のみにより提供されるものではなく、地域のさまざまな公共サービス提供主体に
よって提供されるものであることから、地方自治体のみを評価することの限界と地域をト
ータルに評価することの重要性に基づくものであった。 
 CPAは、2009年に CAAに制度変更され、CAAは、2010年 5月に誕生した保守党・自
由民主党連立政権により 6月に廃止されたが、連立政権においても、労働党政権同様、ボ
ランタリー・セクターとの協働は重要なテーマであり、これまで以上に、ボランタリー・
セクターとのコラボレーションが取り組まれている。 
 
３ 医療と社会福祉の統合を目的としたコラボレーション 
（１）医療と社会福祉の統合の促進 
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 コラボレーションの背景として、医療と社会福祉の統合を目的とした地方自治体とNHS
の取り組みの進展を指摘することができる。第二次世界大戦後、世界各国は福祉国家をめ
ざし、英国では、医療を国営として、社会福祉は地方自治体が分担することとなった。現
在でも、英国の医療は国営で行われており、そのため、わが国と英国では医療制度が大き
く異なる。わが国では、医療は保険制度であり、医療費は、原則 3割が自己負担、残りは、
保険料収入を基に保険者が支払うこととなる。そのため、地方自治体と保険者のコラボレ
ーションは、制度上考慮されていない。それに対して、英国では、医療は国の責任におい
て実施され、その実施主体として設置された NHS により、原則無料で提供されている。
NHS は巨大組織であり、各地に NHS トラスト 21がつくられている。NHS は一般財源、
すなわち税を主たる財源として運営されているため、その地方組織である NHS トラスト
と地方自治体とのコラボレーションが可能となる。 
 地方自治体とNHSのコラボレーションの仕組みは、1970年代のジョイント・ワーキン
グ、1976年のジョイント・ファイナンスにまでさかのぼる。その後、1999年医療法（Health 
Act 1999）によって、本格的に推進されることとなり、法律に基づいて、地方自治体と
NHSの初期診療トラスト（Primary Care Trust：PCT）とのプール予算を使用した取り
組みが可能となった。 
 
（２）地方自治体と医療トラストによるモデルケース 
 Watt（2010）は、コラボレーションの優位性は、外部性（externality）23が存在する場
合、相互作用および協働から、組織が得られるものがあるという事実から生じており、
Clark and Stewartによる「パートナーシップの目的は、価値の追加、または価値の追加
の可能性を創出することである。パートナー単独での活動による成果よりも、パートナー
シップは、より多くの成果の達成を可能にすべきである」との指摘を引用し、外部性を内
部化するために協働することが主要な便益につながる可能性を指摘している 24。言い換え
れば、コラボレーションが存在する根拠は、それぞれのパートナーが個別に活動するより
も付加価値があること、同じ資源でより多くのことを達成することが可能になること、ま
たは、より少ない資源で同じ結果を達成することが可能になることである。個別に業務を
遂行したほうが、より多くのことを達成できるのであれば、コラボレーションを行う必要
はない。 
 Watt（2010）は、図表 3-1のとおり、地方自治体と医療トラストの二者によるモデルケ 
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図表 3-1 コラボレーションの優位性 
  
  出所：Watt (2010), p.47に筆者が加筆（加筆部分は点線及び斜体で表示）。 
 
ースをとおして、コラボレーションの優位性を説明している 25。図表 3-1では、地方自治
体と医療トラストが独立して、アウトカム Lを生み出している点を Xで表している。地方
自治体のコストは 7、医療トラストのコストは 10 となっている。ここで、アウトカム L
が、コラボレーションを通じて 13の予算で生み出すことができたとする。図表 3-1では、
アウトカム Lを達成しつつ、双方の予算にとって削減のメリットがある範囲は、地方自治
体 13、医療トラスト 0と地方自治体 0、医療トラスト 13を結ぶ直線上のうち、太線の部
分である。すなわち、地方自治体 7、医療トラスト 6から地方自治体 3、医療トラスト 10
の間である。たとえば、黒丸の部分では、地方自治体は 1の削減、医療トラストは 3の削
減が可能となる。このように太線は、削減の可能性を表しており、モデルケースからは、
それぞれのパートナーが個別に活動することに対して優位性がある場合に、コラボレーシ
ョンが実現することがわかる。同時に太線は、パートナー間の削減予算の配分に関するコ
ンフリクトを示している。地方自治体は可能な限り経費を 3に近づけようとし、医療トラ
ストは可能な限り経費を 6に近づけたいと考えるからである。 
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 現実には、すべてのケースにおいて、このように同じアウトカムを達成しながら各パー
トナーの予算削減が達成できるわけではないが、一般的には、コラボレーションにより以
下のメリットが実現し、これらのメリットがコラボレーションの優位性を保証し、それぞ
れのパートナーの予算削減が達成可能となる。 
 ① 個々のパートナーの予算ではなく、全体の予算に焦点があたる。 
 ② 各パートナーが、総合的にアウトカムの達成をめざすようになる。 
 ③ それぞれのパートナーの間接費を削減できる。 
 ④ 重複を避けることができる。 
 ⑤ 最善のサービス提供手段（外部との契約など）を選択できる。 
 ⑥ サービス提供者に関する情報の共有により、最善の選択が可能となる。 
 
（３）モデルケースの課題 
 コラボレーションには課題もある。それはゲーム理論の「囚人のジレンマ」により説明
できる 26。先に述べたように、同じアウトカム Lを達成しつつ、それぞれが予算を削減で
きるのは、図表 3-1の太線の範囲内である。それよりも、地方自治体の支出が多い場合（た
とえば、地方自治体 9、医療トラスト 4）や、医療トラストの支出が多い場合（たとえば、
地方自治体 2、医療トラスト 11）は、同じアウトカム Lは達成できても、どちらかのパー
トナーが従前よりも多額の予算の支出を強いられている。このようなケースでは、一般的
にはコラボレーションは成立しない。どちらかのパートナーがすべての、あるいは、最大
の分け前を獲得しようとすると、もう一方のパートナーはコラボレーションを拒否するか
らのである。 
 コンフリクトや囚人のジレンマの問題の解決のために、プール予算を使用すべきである
と、地方自治体監査委員会（Audit Commission：AC）は指摘している 27。それでは、な
ぜプール予算を使用すると、コンフリクトや囚人のジレンマの問題が解決できるのだろう
か。それは、プール予算を可能とする条件の一つに、信頼（Trust）があることによって
いる。各パートナーに信頼関係がなければ、予算を一つにまとめることの合意は困難であ
る。また、信頼関係が存在すれば、パートナーが利益のすべて、あるいは、最大の分け前
をとってしまうのではないかという懸念も払拭されることになる。ここで重要なのは、パ
ートナー間の信頼（Trust）である。 
 Watt（2010）は、地方自治体と医療トラストという単純化したモデルで、コラボレーシ
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ョンの優位性を説明した。しかしながら、「英国における政府・自治体とボランタリー組織
（英国における非営利非政府組織の呼称）との協働は、80年代の後半に個別プロジェクト
ベースのパートナーシップとして始まり、90年代半ばより二者協議から多者協議型パート
ナーシップへの変化をともないつつ、プログラムベース（テーマ別、課題別）のパートナ
ーシップへと進んでいった 28」との指摘のように、英国におけるコラボレーションの類型
は複雑化してきている。このことは、LAAに関係する法定のパートナーの多さからも指摘
することができる。2007年地方自治・医療サービスへの住民関与法（Local Government 
and Public Involvement in Health Act 2007）では、地方自治体は、NHS トラスト
（National Health Service trusts）、イングランド芸術協会（The Arts Councils of 
England）、英国スポーツ協会（The English Sports Council）など実に 24のパートナー
と協働することが規定されている 29。 
 さらに、プール予算のパートナーが、法律の整備が進むにつれて増えてきていることを
指摘することができる。2004年児童法（Children Act 2004）では、ディストリクト（District 
Council）、警察（Police）、地方観察委員会（Local Probation Board）、若者犯罪対策チー
ム（Youth Offending Team）、戦略的保健当局（Strategic Health Authority）、初期医療
トラスト（Primary Care Trust）、2000年学習・技能法（Learning and Skills Act 2000）
第 114条に規定されているサービス提供者およびイングランドの学習・技能評議会（The 
Learning and Skills Councils）の機関が規定されている 30。 
 このように、1999年医療法による地方自治体と PCTの二者によるコラボレーションか
ら、多数の主体が参画したコラボレーションへと進化が見られる。多数の主体が参画する
コラボレーションにおいては、それぞれのパートナーが、参画のために使用する予算モデ
ル、パートナーの財務的モチベーションおよびエンゲージメントのレベルから構成される
ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークを理解する必要がある。 
 
Ⅲ 英国におけるファイナンシャル・コラボレーションのフレームワーク 
 
１ フレームワークの概要 
 第Ⅱ節で整理したように、英国では、行政部門、民間部門およびボランタリー・セクタ
ーのコラボレーションが推進されてきたにもかかわらず、Raine and Watt（2012）は、パ
ートナー間の財務的な協働に関しては、ほとんど事例が公表されていないことを指摘し、
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ファイナンシャル・コラボレーションに関するフレームワークを構築するため、五つのケ
ーススタディをとおして、財務的な側面がコラボレーションにどのような影響を与えるか
を考察することを目的に、つぎの三つの課題に考察を展開している 31。 
 ① コラボレーションを促進する要因として、財務はどのように重要なのか。 
 ② コラボレーションのための予算モデルの選択が、パートナーとの関係や事務事業の
分担に、どう影響を与えるのか。 
 ③ 財務的モチベーション（動機）とエンゲージメント（関与）のレベルが、コラボレ
ーションとの相関関係やアウトカムに、どう影響するのか。 
 
 Raine and Watt（2012）は、以上の検証課題に対して、以下のような興味深い結論を導
出している。まず、①に対しては、「財務的な問題は、コラボレーションを促進する重要な
要因である。しかし、それだけで全体のモチベーションとなることはほとんどない 32」と
指摘している。②に対しては、「プール予算が、コラボレーションのための好ましいモデル
であるという強い認識が、関係者間に存在している。ただし、現在のように非常に厳しい
財政状況においては、プール予算に委ねるためには、パートナー間に相当高いレベルの確
信と信頼が共存することが必要である。それゆえ、連携予算への合意が、この方向性にお
ける現実的な第一歩となる 33」と指摘している。③に対しては、「ケーススタディの分析で
は、無私のモチベーションと強いエンゲージメントが、自己本位のモチベーションと弱い
エンゲージメントまたは休眠パートナーである場合のコラボレーションよりも、生産的で
価値のある結果を保証している 34」と指摘している。 
 
２ ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークを構成する三つの変数 
 コラボレーションのためのフレームワークを構成する三つの変数である予算モデル、財
務的モチベーションおよびエンゲージメントのレベルについて考察する。 
 
（１）予算モデル 
 ファイナンシャル・コラボレーションのための予算モデルは、連携予算（aligned budget）
とプール予算（pooled budget）35から構成される。連携予算とプール予算は、いずれもコ
ラボレーションのために使用されるものであり、コラボレーションによる取り組みを効率
的、効果的に実施するという同じ目的をめざすものである。英国コミュニティ・地方自治
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省（Department for Communities and Local Government：DCLG）は、つぎの 4点を
目的としてあげている 36。 
 ① サービス提供の重複を最小限にする。 
 ② 効率性を高める。 
 ③ バリュー・フォー・マネー37を改善する。 
 ④ サービス利用者の需要に適合するよう設計されたサービスを保証する。 
 
 Raine and Watt（2012）は図表 3-2のとおり、それぞれの予算モデルを整理している。
プール予算では、各パートナーの予算が一つにまとめられるため、その管理はいずれか一
つのパートナー（ホストパートナー）か、別途設立された組織（第三者機関）によって行
われる。より公式で設立に期間や費用を要する仕組みである。それに対し、連携予算では、
合意した部分を各パートナーが負担するため、予算に対する責務と説明責任は各パートナ
ーに完全に残っている。インフォーマルで、設立に期間や費用を要しない仕組みである。 
 これらの特徴から、連携予算は、コラボレーションの初期段階や未成熟の段階に、そし
て、プール予算は、成熟したコラボレーションに適性がある。プール予算のほうが、コラ
ボレーションにとっては理想的なモデルということができる。また、連携予算は、比較的
短期のコラボレーションに適性があり、プール予算は、比較的中長期のコラボレーション
に適性がある。連携予算は、インフォーマルなコラボレーションであるため、不安定なま
ま中長期的な運営を行えば、弊害が表面化する。そして、プール予算は公式で、予算を一
つにまとめるため、短期間では効果が出にくいことにも留意する必要がある。 
 予算モデルの目的は同じだが、形態や適性は異なる。連携予算とプール予算における最
大の相違は、予算を一つにまとめるかどうかという点である。そのことにより、責務や説
明責任の所在、コラボレーションの成熟度や期間に対する適性が異なることとなる。コラ
ボレーションへの参画を検討する際には、コラボレーションの目的、成熟度や期間、各パ
ートナーの状況などにより、適切な選択を行うことが必要となる。 
 
（２）財務的モチベーションとエンゲージメントのレベル 
 ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークを構成する残り二つの変数は財
務的モチベーションとエンゲージメントのレベルである。財務的モチベーションとは、コ
ラボレーションに資金を拠出する各パートナーの動機である。無私／利他的から利己主義 
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図表 3-2 連携予算とプール予算の比較 
 連携予算 プール予算 
概要 資源の一部、特に、共有の政策のス
タッフを各パートナーに割り当て
ることに合意する。 
共有の目標を達成するため、資金を
一つにまとめることに合意する。 
財務、説明
責任 
各パートナーは、自身の資金に対し
て完全な責務と説明責任を有する。 
予算に対するパートナーの責務と説
明責任を規定する共同出資のための
公式な合意が必要。 
まとめられた資金に対して、一つの
パートナーがホスト役を務める場合
や、別途設置した第三者機関によっ
て管理される。 
メリット 特に、①立ち上げ時、②便益が明ら
かでない場合、③内部問題がプール
予算の実行を妨げる場合に適性が
ある。通常、他の機関（たとえば、
民間部門とサードセクター部門）の
公式な貢献が少なくても、柔軟に取
り組むことが可能。また、費用があ
まりかからない。 
公式な（法的な）合意を伴うため、
コラボレーションに明白、確実、永
続的なフレームワークを提供する。 
特に、第三者機関による管理におい
ては、組織を維持する必要があり、
パートナー共有の目標達成に焦点が
あたることになる。 
デメリット 確実性と永続性に課題がある。 公式なフレームワーク、運営過程の
調整、公認の合意が必要であり、設
立に多額の費用が必要となる。 
出所：Raine and Watt (2012), p.6を参考に筆者が加筆。 
 
までが存在する。無私／利他的とは、コラボレーション全体のことを考えて、自らの資金
をコラボレーションに拠出しているパートナーである。利己主義とは、コラボレーション
に拠出した資金が、最終的には自らの成果となることを期待しているパートナーである。
無私／利他的と利己主義は、財務的モチベーションの両極であり、それぞれのパートナー
は、その間に存在することとなる。 
 エンゲージメントのレベルとは、各パートナーのコラボレーションへの関与の程度であ
る。コラボレーションへ積極的に関与するパートナーから、関与が少ない消極的な関係ま
でのパートナーが存在する。積極的な関与と消極的な関係は、エンゲージメントのレベル
の両極であり、それぞれのパートナーは、その間に存在することとなる。 
 Raine and Watt（2012）は、財務的モチベーションとエンゲージメントのレベルで、図
表 3-3のような四象限で構成される概念モデルを示し、それぞれに自分勝手、合理主義者、
他人任せおよびベスト・パートナーを配置し、つぎのように説明している 38。 
63 
 
図表 3-3 ファイナンシャル・コラボレーションにおけるパートナーの行動分類 
     出所：Raine and Watt (2012), p.8. 
 
 ① 自分勝手（The Defaulter）……喜んで他者に努力を任せるが、一般的にその事由に
熱中することは少なく、真剣に考えることも少ない。財務的貢献は、不承不承に行わ
れ、強いられたときのみに支払を行う。名目だけの貢献で、コラボレーションの外形
のみをチェックしている。 
 ② 合理主義者（The Calculator）……コラボレーションに経費とその他の資源を委ね
ることに熱心だが、主に自己本位の理由でそうしている。最も可能性のある理由は、
コラボレーションが、自身の組織に利益があるという認識である。 
 ③ 他人任せ（The Benefactor）……コラボレーションに喜んで資金を委ね、特定のコ
ラボレーションの目的には協力的だが、時間をかけない、または運営に関わりたいと
は思っていない。 
 ④ ベスト・パートナー（The Co-Financier）……ファイナンシャル・コラボレーショ
ンにおいて、理想的な行動をとる人または組織である。他人任せと同様、パートナー
シップの概念とその目的を非常に真剣に考えているが、ベスト・パートナーは、自身
の組織の正味費用と利益に焦点をあてすぎることなく、全体の利益の達成を保証する
ために進んで関わり、無私で行動する点において、強く利他的である。 
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 以上から、ファイナンシャル・コラボレーションにおける財務的モチベーションとエン
ゲージメントのレベルの関係におけるパートナーの四つの行動分類のうち、ベスト・パー
トナーが理想的なパートナーの形態とされている。そして、財務的モチベーションは利己
的ではあるがコラボレーションには積極的に関与している合理主義者、コラボレーション
との関係は消極的であるが財務的モチベーションが無私／利他的である他人任せが存在す
ることとなる。最後に、財務的モチベーションも利己的で、コラボレーションとの関係も
消極的な自分勝手が存在する。ベスト・パートナーが存在するコラボレーションには信頼
が存在しており、コラボレーションのための予算モデルは、プール予算を採用しているこ
とが想定される。しかしながら、コラボレーションの初期段階や未成熟な段階において、
このような理想的な状況を実現することは困難である。プール予算のほうが理想的な予算
モデルではあるが、すべての段階に適性があるわけではない。それぞれの段階に応じて、
適切な予算モデルを選択し、その場合の各パートナーの財務的モチベーションやエンゲー
ジメントのレベルについて、正しい知識を持つことが非常に重要である。そして、コラボ
レーションの成熟とともに、プール予算によるコラボレーションにおいて、すべてのパー
トナーがベスト・パートナーとしての行動をとるようになることをめざしていくべきなの
である。 
 
３ コラボレーションの動機－経費削減と専門性の補完－ 
 ここでは、自分勝手、合理主義者、他人任せおよびベスト・パートナーがどのような関
係にあるのかを整理する。コラボレーションには、規模の経済を追求するものと範囲の経
済を追求するものがある。同じ機能を果たしている組織がつながることが規模の経済を追
求することである。例としては、地方自治体の合併や事務総長の共同設置などがあげられ
る。このタイプのコラボレーションが構築される最大の理由は、経費の削減である。規模
の経済により、共通経費や間接費を削減することにより、全体の経費を削減することで、
各構成主体の経費の削減につなげようとするものである。 
 異なる機能の組織がつながることが、範囲の経済を追求することである。例としては、
地方における犯罪減少を目的とした地方自治体と警察によるコラボレーションや地方自治
体の高齢者対象の運動教室と救急病院とのコラボレーションがあげられる。このタイプの
コラボレーションが構築される最大の理由は、それぞれのパートナーが持っている専門性
である。範囲の経済により、それぞれのパートナーの専門性を結合することで、コラボレ
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ーション全体の戦略が達成されることにつながる。 
 このように、コラボレーションへの関与の動機としては、経費削減と専門性の補完をあ
げることができる。この動機とパートナーの四つの行動分類について考察する。第一に、
専門性の補完はすべてのパートナーの動機となり得る。どのパートナーにとっても、自ら
が所有していない専門性を他のパートナーによって補完することが可能であり、コラボレ
ーション全体が十分機能することは望ましいことである。たとえば、Raine and Watt（2012）
は、地方自治体による防犯の努力であるコミュニティ管理官の役割、学校における若者の
仕事および市民学級と実際に犯罪が起きた場合の警察の役割をつなげること、健康と体力
増進につながる地方自治体による高齢者の運動教室の実施が将来の救急に要する支出を削
減する可能性を持っていることを指摘している 39。このように、専門性を補完しあうコラ
ボレーションは、全体の視点を重視することになる。 
 第二の動機である経費削減は、自らの経費削減につながることが動機であるため、財務
的モチベーションに関しては利己主義である合理主義者と自分勝手なパートナーの動機と
なり得るものである。無私／利他的なパートナーにとっては、自らの経費削減よりも全体
の成果や経費削減を優先するため、経費削減はコラボレーションの動機とはならない。 
 前述したように、コラボレーションにおいて理想的なパートナーは、全体のために経費
を支出し積極的に関与するベスト・パートナーである。コラボレーションの中心となる主
体、たとえば、プール予算を使用したコラボレーションにおけるホストパートナー等は、
常にベスト・パートナーであることが求められる。それに対して、コラボレーションとは
消極的な関係である他人任せと自分勝手は、休眠パートナーになる可能性がある。休眠パ
ートナーは、状況の変化がなければ、そのままコラボレーションとの消極的な関係を維持
し続けるが、何らかの変化があれば、コラボレーションからの脱退へとつながる可能性が
ある。また、利己的な理由により経費を支出している合理主義者と自分勝手は、財務的な
便益が存在しなくなった場合、コラボレーションからの脱退へとつながる可能性がある。
このように、他人任せと合理主義者は、財務的モチベーションまたはエンゲージメントの
レベルのいずれかが弱まると自分勝手となり、そこからコラボレーションの脱退につなが
る可能性がある。 
 このようなコラボレーションにとって好ましくない状況を防ぐのが、第一のコラボレー
ションの動機である専門性の補完である。財務的なメリットは、コラボレーションの初期
段階において大幅な成果が達成されることが想定される。それは、コラボレーションの初
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期段階に事務所の共同設置、職員の共同配置など施設や人員面での見直しが実施されるた
めである。その後は、これらによる財務的なメリットは、前提として見られるようになり、
メリットとして認識しないパートナーが現れる可能性につながることとなる。それに比較
して、専門性の補完の重要性は変化することが少なく、コラボレーションを維持するため
の重要な要素となり得るものである。 
 
４ 予算モデルと四つの行動分類の関係 
 Raine and Watt（2012）は、五つのケーススタディの促進要因として、外的要因、経費
削減、サービスの質の向上、リーダーシップの存在および外部資金の活用可能性をあげ、
五つのケーススタディのうち、経費削減が実現したのは二つの事例においてのみであった
ことを示している 40。このことから、ケーススタディをとおして、選択している予算モデ
ル、すなわち財務的な問題が、パートナーの財務的モチベーションとエンゲージメントの
レベルに直接的に影響を与えていることを示すことは困難であることが示されている 41。
以上のことから、ファイナンシャル・コラボレーションにおける予算モデルと財務的モチ
ベーションおよびエンゲージメントのレベルとの関係の組み合わせの可能性は、図表 3-4
のようになる。 
 
図表 3-4 予算モデルと財務的モチベーション、エンゲージメントのレベルの関係 
予算モデル モチベーションの傾向 エンゲージメントのレベル 
プール予算 無私／利他的 積極的な関与 消極的な関係 エンゲージメント・レベルは、状況によって、それぞれ
の組み合わせが現れる。 連携予算 利己主義 積極的な関与 消極的な関係 
出所：筆者作成。 
 
 コラボレーションにおいて、プール予算を選択した場合、予算を一つにまとめることに
合意するため、コラボレーション全体のことを考えるようになること、また、公式な共同
出資の合意を必要とすることや比較的中長期のコラボレーションに適しているため、立ち
上げ時に各パートナーが、中長期のスパンでのコラボレーションの成功を検討することか
ら、財務的モチベーションとしては、無私／利他的になることが想定される。それでは、
エンゲージメントのレベルはどうだろうか。プール予算では、各パートナーの資金は一つ
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にまとめられ、ホストパートナー、または別途設立された第三者機関により管理される。
そのため、すべてのパートナーがコラボレーションのために努力をしなくても、一定の成
果を達成することができ、消極的な関係のパートナーが現れることになる。 
 以上から、プール予算を選択したコラボレーションのパートナーとしては、ホストパー
トナーや第三者機関に関与しているパートナーは、ベスト・パートナーとなり、その他の
パートナーは他人任せの行動をとる傾向にある。 
 つぎに、連携予算を選択した場合、パートナーの財務的モチベーションとしては利己主
義があげられる。責務や説明責任がパートナーに完全に残っているということは、言い換
えれば、コラボレーションにすべてを託すところまでには至っていない。また、連携予算
は、コラボレーションの初期段階や比較的短期のコラボレーションに適しているため、中
長期までのコラボレーションまでは視野に入れていないという点でも利己主義ということ
ができる。それでは、エンゲージメントのレベルはどうだろうか。パートナーはそれぞれ
自らの組織に、コラボレーションの成果等を説明する責務があるため、当然のことながら
コラボレーションの成功をめざし、積極的に関与することになる。一方で、連携予算は容
易に設立できる半面、容易に撤退することもできるため、当面、コラボレーションに参加
して状況を判断するようなパートナーも現れてくることが想定される。そうしたパートナ
ーは、コラボレーションには消極的な関係をとる可能性がある。このように、エンゲージ
メントのレベルについては、状況によって、積極的に関与するパートナーと消極的な関係
のパートナーの双方が存在することになる。 
 以上から、連携予算を選択したコラボレーションのパートナーとしては、自分勝手と合
理主義者の行動をとる傾向にある。 
 
Ⅳ コラボレーションのための制度における予算モデルの意義 
 
 本章では、近年、英国で推進されているコラボレーション政策のなかで、これまであま
り議論されてこなかった財務面のコラボレーションであるファイナンシャル・コラボレー
ションのフレームワークを示し、フレームワークを構成する変数である予算モデル、財務
的モチベーションおよびエンゲージメントのレベルの概要とそれぞれの関係について考察
した。それぞれの変数は、コラボレーションを構成するパートナーの行動に関係するもの
であり、コラボレーションの成功において重要な役割を果たしている。 
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 その背景として、中央政府の交付金の受け皿としてのコラボレーションおよび医療と社
会福祉の統合を目的としたコラボレーションの推進がある。Raine and Watt（2012）が、
「公共部門では、特に、医療と社会福祉において、ジョイント・ワーキング、ジョイント・
ファイナンスの長い伝統があった。ところが、ファイナンシャル・コラボレーションへの
関心は、近年、より幅広くなり、政府は、ニュー・レイバーのトータル・プレース（Total 
place）の試行に続いて、イギリスの公共サービスを進める重要な部分として、コミュニテ
ィ予算（community budget）、地域主導（placed-based）予算の概念を推進した 42」と指
摘しているように、歴史的には、医療と社会福祉の統合が先行し、その後、中央政府の交
付金の受け皿としてのコラボレーションが取り組まれてきたものである。 
 これらの二つのコラボレーションに使用されているのが、公共サービスにおける予算モ
デルである連携予算とプール予算である。そして、英国における連携予算とプール予算を
使用した制度としては、中央政府の交付金の受け皿としてのコラボレーションである LSP、
LAA、トータル・プレースおよびコミュニティ予算が取り組まれている。LAAでは、これ
まで中央政府の複数の省庁にまたがっていた補助金をいくつかの政策ごとにプールして、
地域へ交付する仕組みを採用している。この仕組みはプール予算そのものではないが、プ
ール予算の考え方を採用しているものである。コミュニティ予算には、中央政府の各省庁、
地方自治体、民間部門、ボランタリー・セクターなど、さまざまなパートナーが関係して
いる。 
 医療と社会福祉の統合を目的としたコラボレーションは、1948年のNHS創設以降、現
在に至るまで取り組みが進められてきた。1999年医療法では、地方自治体とNHSの PCT
によるプール予算を活用した取り組みが可能となっている。その後、2006年国民医療サー
ビス法（National Health Service Act 2006）により、地方自治体と PCTによるプール予
算を使用したジョイント・コミッショニング 43の取り組みが可能となった。2012 年医療
および社会ケア法（Health and Social Care Act 2012）により、PCTにかわって、200～
300の診療委託グループ（Clinic Commissioning Groups：CCGs）が設置された。現在は、
地方自治体とCCGsによるジョイント・コミッショニングが実施されている。 
 また、2015年 4月 1日から、中央政府は、より良いケア交付金 44（Better Care Fund：
BCF）を創設し、地方自治体と CCGsによるプール予算を使用した取り組みをさらに推進
しようとしている。より良いケア交付金の目的は、社会のなかの弱者の生活を改善し、そ
の人たちをケアと支援の中心に置き、医療と社会福祉が統合されたサービスを提供するこ
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とで、結果として、改善を経験し、より質の高い生活を送ってもらうことである。BCFは、
NHSイングランド、DCLG、保健省（Department of Health：DH）および英国地方自治
体協会 45（Local Government Association：LGA）のコラボレーションであり、四者が協
働し、イングランドのすべての地域が、医療と社会福祉を統合したサービスを計画し、実
施することを支援している。 
 ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークは、連携予算とプール予算で構
成される予算モデルが、パートナーの財務的モチベーションとエンゲージメントのレベル
にどのように影響するかということを研究するために用いられるものである。そして、英
国では公共サービスに関する制度として、中央政府の交付金の受け皿としてのコラボレー
ションと医療と社会福祉の統合を目的としたコラボレーションに連携予算とプール予算は
活用されている。第 4章では、連携予算とプール予算の特性を抽出し、それぞれの予算モ
デルが出現する環境条件について考察することとする。 
 
 
（注） 
 
1 2011（平成 23）年の地方自治法の一部改正（平成 23年法律第 35号）により、委員会
または委員の事務局の共同設置が可能となったのを受け、2013（平成 25）年 11月 7日
に、備前市、瀬戸内市、赤磐市で構成される「岡山県東備三市監査共同組織研究会」が
発足した。2014年（平成 26）2月 8日には、研究会が 3市長に報告書を提出している。
その後、赤磐市が枠組みから脱退し、2016（平成 28）年 4月 1日に、備前市と瀬戸内市
の 2市により、監査委員事務局が共同設置されている。 
2 第 30次地方制度調査会が取りまとめた「地方自治法改正案に関する意見」（平成 23年
12月 15日）に基づき、2012（平成 24）年の地方自治法改正により、一部事務組合、協
議会および機関等の共同設置からの脱退手続きが簡素化された。これまでは、すべての
議会の議決を経なければ脱退できなかったが、脱退する日の 2 年前までに他のすべての
関係地方自治体に書面で脱退を予告すれば、協議を経ずに脱退できることとなった。 
3 三重地方税管理回収機構のホームページの組織概要では、構成団体は県内全 29 市町と
なっており、名張市は未だ脱退していない。http://www.zei-kikou.jp/gaiyou/index.html
（2017年 7月 27日最終アクセス）。 
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4 伊賀タウン情報 http://www.iga-younet.co.jp/modules/weblog/details.php?blog_id=30
90（2017年 7月 27日最終アクセス）。 
5 Raine and Watt（2012）は、ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワーク
を示し、フレームワークを構成する三つの変数である連携予算とプール予算の予算モデ
ル、パートナーの財務的モチベーションおよびパートナーのエンゲージメントのレベル
の関係について考察を行っている。ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワ
ークについては、第Ⅲ節で整理する。 
6 小菅正伸『行動的予算管理論』中央経済社、1992年、51頁。 
7 『同上書』31頁。 
8 Watt, P. A., ‘Local Collaborative Public Management and Local Performance in the 
UK’, Brandsen, T. and M. Holzer (eds) The Future of Governance, American Society 
for Public Administration, Washington DC, 2010, pp.6-7. 
9 付加価値税（Value Added Tax）のことで、わが国の消費税に相当する制度であり、標
準税率は 20%である。 
10 1990年にサッチャー政権を引き継いだメージャー保守党政権により、1991年に開始
された制度である。公募方式をとることにより地域の企画力を競争させること、地域に
パートナーシップ組織を構築させ資金の受け皿とすることの二つの特徴を有していた。 
11 トニー・ブレア率いる労働党政権（1997年 5月～）は、それまでの保守党政権による
市場原理主義でも、労働党の社会主義でもない第三の道（The Third Way）を選択する。
1997年には、社会的排除ユニット（Social Exclusion Unit）、1998年には 18の政策ア
クションチーム（Policy Action Team：PAT）が設置され、569の提言を行っている。
このうちの PAT17の「地域での連携（Joining It Up Locally）が 2001年の LSPの基
礎となっている。Carter（2008）によると、LSPに参加する公的組織は、地方議会議員、
地方自治体職員、保健関連機関、警察、高等教育機関、雇用・専門技能育成関連組織、
政府地方事務所、地方開発エージェンシーおよびその他となっている。また、民間部門
やボランタリー・セクター等としては、ボランタリー＆コミュニティ・セクターの中間
支援組織、その他のボタンタリー・コミュニティ組織、民族グループ組織、信仰組織、
住宅協会、住民組織、商工会議所、個別の企業およびその他となっている。このように、
LSPには公的組織、民間部門、ボランタリー・セクターなど幅広い組織が参加し、地域
再生のため、地域のコミュニティ戦略を策定し、実行しようとしている。詳細について
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は、第 8章で整理する。 
12 中央政府、地方自治体および LSP間で締結される契約であり、LSPの達成すべき成果
と予算配分の合意である。LAAは、地域において LSPを成果志向に導く役割を果たすと
ともに、中央政府の資金を、子どもと若者、安全で力強いコミュニティ、健康的なコミ
ュニティと高齢者及び経済発展と企業の四つのブロックにプールし、地域へ柔軟に予算
配分することを可能としている。詳細については、第 4章で整理する。 
13 労働党による改革により、公共サービスは、民間部門、ボランタリー・セクターおよ
びコミュニティ・セクターなど、さまざまな主体により提供されることとなった。その
結果、サービス提供主体が複雑に絡み合い、公共サービスに支出される中央政府や地方
自治体の資金の流れが見えにくくなっていた。この課題を解決するため、特定のサービ
スに使用されているすべての資金の流れを明らかにしようとした制度である。詳細につ
いては、第 8章で整理する。 
14 保守党・自由民主党連立政権（2010年 5月～）により取り組まれている。地域に投入
される支出をプールし、地域の公共組織とパートナー組織が、困難を抱える家庭などの
特定の問題などのさまざまな問題に効率的に取り組むことをめざしている。2011年 4月
からはイングランド内の 16地域で試行され、2013年 4月からは、近隣レベルのコミュ
ニティ予算(Neighbourhood-level Community Budgets) と地域全体のコミュニティ予
算(Whole-place Community Budgets)の二つの類型のコミュニティ予算が試行されてい
る。詳細については、第 8章で整理する。 
15 ハクスハムは、パートナーシップ（Partnership）、提携（Alliance）、コラボレーショ
ン（Collaboration）、組織間関係（Inter-organizational Relations）のような用語の使用
に、ほとんど合意がないこと、さらなる特徴として、学問分野と方法論に成熟した認識
がほとんどないことを指摘している。本論文では、官官、官民を含むもっとも広義な仕
組みとして、英国の制度に関する記述に関しては、コラボレーションの用語を使用して
いる。 
16 英国において、地方自治体の参画するコラボレーションとして、シェアードサービス
が存在する。これは、ごみの共同処理や監査の共同実施など、わが国の自治体間連携に
おける共同処理方式と同じ類型に分類できる。本論文は、わが国には存在しない類型か
ら示唆を得ることを目的としているため、シェアードサービスは対象としていない。 
17住宅用財産にかかる地方税で、地方自治体の財源となる。 
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18 北村亘「第 3 章 地方自治体に対する中央政府のコミットメント ‐イギリス‐」加茂
利男・稲継裕昭・永井史男編著『自治体間連携の国際比較 市町村合併を超えて』ミネル
ヴァ書房、2010年、69-70頁。 
19 Watt, P. A. op.cit., pp.42-43. 
20 Ibid., p.37. 
21 白石克孝「第 1章 マルチパートナーシップによる市域再生‐英国における地域戦略パ
ートナーシップへのあゆみ‐」白石克孝編、的場信敬監訳『英国における地域戦略パー
トナーシップへの挑戦』公人の友社、2008年、13頁。 
22 1990年NHS・コミュニティケア法（NHS and Community Care Act 1990）によって、
NHSの内部市場化（quasi-market）のためにつくり出された組織であり、それぞれ独立
した組織である。トラストにならなければ、サービスを提供することはできない。1995
年までに、NHSの医療サービスはすべて、PCT、ケア・トラスト、救急車トラストなど
のトラストによって提供されることとなった。 
23 外部性とは、経済学用語であり、ある経済主体が行った意思決定が、他の経済主体に
影響することをいう。 
24 Watt, P. A., op.cit., pp.45-46. 
25 Ibid. 
26 Ibid., pp46-47. 囚人のジレンマとは、ゲーム理論の 1つで、協力しないよりも互いに
協力したほうが良い結果を生むとわかっていても、協力しない者が利益を得る状況では、
互いに協力しなくなるというジレンマをさす。 
27 Ibid., p.47. 
28 白石『前掲稿』5頁。 
29 Watt, P. A., op.cit., pp.39-40. 
30 CIPFA, Pooled Budgets A Practical Guide for Local Authorities and the National 
Health Services, 2009, pp.8-9. 
31 Raine, J. W. and P. A. Watt, ‘Budgetary Models，Motivation and Engagement in 
Financial Collaborations’, Public Management Review, 2012, p.2. 
32 Ibid., p.17. 
33 Ibid., p.18. 
34 Ibid. 
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35 本論文では、aligned budgetは連携予算、pooled budgetはプール予算を訳語として使
用した。なお、プール予算の用語の使用例としては、山本（2008）がある。連携予算の
用語の使用例は、わが国には見られない。 
36 DCLG, Guidance to Local Areas in England on Pooling and Aligning Budgets, 2010, 
p.8. 
37 税金の使用価値を最も高めようとする考えをさす。 
38 Raine, J. W. and P. A. Watt, op.cit., p.8. 
39 Ibid., p.4. 
40 Ibid., pp.9-14. 
41 Ibid., p.17. 
42 Ibid., p.2. 
43 英国では、公共サービスは直営でなく、ほとんどがアウトソーシングにより提供され
ている。そのなかでも、イングランドにおいては、コミッショニングという手法で実施
されている。コミッショニングは単に公共サービスを委託するのみでなく、サービス実
施の事前の分析、計画および事後の評価を含むコミッショニング・サイクルの形態をと
ることが特徴である。このコミッショニングを地方自治体とNHSがプール予算を使用し
て実施するのがジョイント・コミッショニングである。 
44 BCFは、プール予算を前提とした取り組みであり、医療と福祉の統合を目的として、
イングランドの地方自治体とNHSが、サービス利用者の周辺で、より密接な関係を構築
することをめざしている。 
45 LGAは、総計で 415機関がメンバーとなっているメンバーシップ組織であり、地方自
治体を代表して、地方政府の強力で信頼できる発言を保証するために機能している組織
である。 
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第 4章 連携予算とプール予算の特性抽出と環境条件 
 
 
Ⅰ 連携予算とプール予算の特性抽出の意義 
 
 第 3章において、英国で近年取り組まれているファイナンシャル・コラボレーションの
フレームワークについて、連携予算とプール予算の予算モデルとパートナーのコラボレー
ションへの財務的モチベーションとエンゲージメントのレベルの関係を考察した。コラボ
レーションにおける予算モデルの選択は、パートナーの財務的モチベーションやエンゲー
ジメントのレベルに影響しており、逆に、財務的モチベーションとエンゲージメントのレ
ベルは、選択する予算モデルに影響している。このことから、コラボレーションにおいて
は、戦略的に予算モデルを選択することが重要である。また、英国においては、1999年医
療法（Health Act 1999）によりプール予算が法制化されて以降、プール予算と法制化され
ていない連携予算を使用したコラボレーションが取り組まれている。連携予算とプール予
算は、ファイナンシャル・コラボレーションにおけるフレームワークの構成要素であると
同時に、公共サービス提供のための制度においても、重要な役割を果たしている。 
 中央政府や地方自治体をはじめとした多様な公共サービス提供主体は、予算をプールす
ることができる法定の主体とプールすることはできないが連携予算を使用してコラボレー
ションに参画する主体に分類することができる。すなわち、連携予算とプール予算を使用
したコラボレーションのパートナーは、図表 4-1に示す類型に整理できる。まず、法定で
プール予算を使用できるパートナーについては、①連携予算を使用したコラボレーション、
②プール予算を使用したコラボレーションのいずれにも参画することが可能である。そし
て、法定以外の主体は、同様の法定以外の主体と連携予算のコラボレーションを構築する
ほか、①および②に連携することも可能である。このように、法に基づいてプール予算を
使用できるパートナーは、プール予算を使用するか連携予算を使用するかを選択すること 
 
図表 4-1 主体による分類と参画可能なコラボレーション 
 連携予算のコラボレーション プール予算のコラボレーション 
法定でプール可 ①参画可能 ②参画可能 
法定以外の主体 ③参画可能 参画不可 
  出所：筆者作成。 
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が可能であり、法定以外の主体は連携予算でコラボレーションに参画することとなる。 
 本章では、コラボレーションの成功と密接に関係している連携予算とプール予算の特性
を抽出する。また、コラボレーションが成熟するにつれて、予算モデルに見られる変化、
すなわち、連携予算とプール予算は、その特性から、コラボレーションの成熟とともに、
初期で短期のコラボレーションに適性のある連携予算から、中長期の成熟したコラボレー
ションに適性のあるプール予算へと移行する関係にあることを明らかにする。コラボレー
ションの構築を検討するパートナーは、通常、構築時には連携予算を選択し、コラボレー
ションの成熟とともに、プール予算へと移行することを検討する。しかしながら、すでに
信頼と確信の関係にあるパートナーにおいては、直接プール予算に取り組むことも可能で
ある。このように、連携予算とプール予算の関係は、直接プール予算に取り組む場合、連
携予算からプール予算へ移行する場合に整理することができ、連携予算からプール予算へ
の一方的な関係で不可逆的なものである。 
 連携予算とプール予算の特性を抽出するため、三つのガイダンスまたは実務ガイドを考
察する。第一は、2006年に設立されイングランドのコミュニティと地方自治体を所管する
省庁であるコミュニティ・地方自治省（Department for Communities and Local 
Government：DCLG）1が公表している「プール予算と連携予算に関するイングランド地
域へのガイダンス」（Guidance to local areas in England on Pooling and Aligning 
Budgets）である。このガイダンスは、イングランドの地方自治体を所管している省庁が
公表しているガイダンスであるということに加えて、地方自治体のみでなく地域へのガイ
ダンスであるという点において重要である。また、連携予算とプール予算のガイダンスと
いう点でも重要である。 
 第二は、英国勅許公共財務会計協会（Chartered Institute of Public Finance and 
Accountancy：CIPFA）2が公表している「連携予算公報 1 地方自治体と国民医療サービ
ス（National Health Service：NHS3）スコットランド向けの実務ガイド」（Aligned Budgets 
Bulletin 1: A Practical Guide for Local Authorities and NHSScotland）である。この連
携予算の実務ガイドは、プール予算への移行の段階として、連携予算の二つのパラダイム
を考察している点において重要である。 
 第三は、CIPFA が公表している「プール予算：地方自治体と NHS への実務ガイド」
（Pooled Budget A practical Guide for Local Authorities and National Health Service）
である。このプール予算の実務ガイドは、法定のプール予算によるコラボレーションを構
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築している地方自治体とNHSへの実務ガイドである点において重要である。 
 
Ⅱ 二つの予算モデルの特性抽出 
－DCLGのガイダンスおよび CIPFAの実務ガイドを中心に－ 
 
１ DCLGのガイダンス 
（１）ガイダンスの目的および予算モデルの定義 
 DCLGは、連携予算とプール予算のガイダンスを公表している。これは、イングランド
を対象としたものである。ガイダンスの目的は、「この法令に基づかないガイダンスは、地
域住民への成果を改善するため、協働のためのより良い方法を模索しているイングランド
のすべての部門の地域パートナーに対するもの 4」であり、プール予算と連携予算の目的
は、「より市民ニーズに合った効率的、効果的なサービスを提供することであり、コラボレ
ーションのための賢明な行動は、地域住民のより良い成果につながり、より良いバリュー・
フォー・マネーを促進する 5」こととされている。連携予算とプール予算は、公共サービ
スの提供において、効率的な執行によるコスト削減と、より良い成果というサービスの質
の向上のため、地域のパートナーがコラボレーションを構築する場合に必要となる重要な
仕組みである。しかしながら、二つの予算モデルの理解は、著しく不安定であり一定して
いないこと、そのことが混乱を生み出し、ベスト・プラクティスと経験の共有を困難にし
ていることが指摘されている 6。 
 DCLG のガイダンスでは、連携予算は、「複数のパートナーが、協働して自分たちの予
算を検討し、合意された目的や成果を提供するために、それぞれの活動を連携する 7」こ
とと説明されている。それに対して、プール予算は、「複数のパートナーが、一つの基金に
財務的に貢献して、相互に合意された特定の目的を達成する仕組みである。それは、目的、
説明責任および責務を明記している公式なコラボレーションの合意または共同出資の合意
によって、いずれかのパートナーによって管理される一つの予算である 8」と説明されて
いる。 
 
（２）連携予算とプール予算の特性 
 DCLG のガイダンスは、連携予算とプール予算の特性を以下のようにまとめている 9。
最初に、どのよう場合に使用されるかについてである。連携予算は、規模の大きなコラボ
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レーションやプール予算による取り組みを地域が支援する保証のない場合、プール予算の
取り組みの前段階で、主要なパートナーに内部の重要な問題が存在している場合に、プー
ル予算へのステップとして使用される。それに対して、プール予算は、一つの組織がホス
トパートナーとなり、すべての組織を代表して効果的に全体を管理できる活動やサービス
が明確である場合、資金をプールすることが、サービス利用者のためのより良い成果につ
ながり、効率的なサービスを可能にする場合、利用者を中心としたサービスを抜本的に再
設計できることに役立つ証拠がある場合に使用される。 
 コラボレーションの段階としては、連携予算は、コラボレーションが未成熟、またはパ
ートナーが慎重すぎる、プール予算には資金が少なすぎるなどの問題がある場合に採用さ
れる傾向がある。それに対して、プール予算は、しばしば積極的な協働の経験を伴う。コ
ラボレーションの強い実績を持っており、パートナー間に信頼が存在し、関係が良好な場
合に存在する傾向がある。ところが、非公式な仕組みが十分機能しない場合に、自分たち
の組織がより良く協働することを支援する方法として、プール予算の使用を決定すること
がある。 
 コラボレーションを構成するパートナーとしては、連携予算は、民間部門とサードセク
ターを含むことにおいて柔軟である。また、プールするための法的権限がない場合に有用
である。それに対して、プール予算は、第一に公的部門のパートナーを含む。民間部門と
サードセクターとは、サービス供給のために契約を結ぶことになる。 
 合意の形態について、連携予算においては、パートナーが共同で、成果、目標および戦
略を合意する。しかし、プールするためには、さらに詳細な合意事項が必要であり、パー
トナー間の仕組みが、より非公式である場合に現れる傾向がある。英国地方自治体監査委
員会（Audit Commission：AC）10は、「目的を達成するための手段（Means to an End）」
のなかで、締結された合意は、プール予算同様、連携予算でも実現されるべきであること
を示唆している。それに対して、プール予算において、パートナーは、成果と目標を共有
し明確に定義する。プールすることによって提供される活動またはサービスを説明する公
式な合意への署名を可能にする戦略を持つ。合意は、ガバナンス、説明責任、財務報告、
リスク・マネジメント、脱出戦略および過大支出の取り扱いなどの技術的な側面を扱うべ
きである。 
 期間に対する適性としては、連携予算は、形式的な部分が少なく、短期間での資源の集
中が少ない。しかし、連携予算には、個々の意思決定過程が必要であり、必ずしもパート
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ナー間の文化的な相違を克服することに貢献するとは限らないので、中長期にわたって適
切に運用されているプール予算よりも、より形式的である可能性もある。それゆえ、中長
期的な便益は、プール予算よりも比較的少ない。それに対して、プール予算は、より迅速
な意思決定の共有、効果的な資源利用、経済の規模を可能にすることに役立つ。プールす
ることは、中長期の意思決定と計画において、費用対効果が高い。一方で、資源は短期間
に集中する。協働のための合意について、交渉を繰り返す必要がなくなる。 
 組織の状態との関係では、連携予算は、議論を重ねたにもかかわらず、内部の論争、予
算をプールしないおそれ、過大支出のリスクおよび変化するパートナーの優先順位をどの
ように克服するかに関し合意に達しない場合に使用される傾向がある。それに対して、プ
ール予算は、リスク管理について合意に達した場合に使用される。優先順位における不利
益な変化から主要なサービスを保護し、リスク管理の合意が課題のある状況に耐えるとき、
パートナーにより大きな信頼と確信を鼓舞することに役立つ。 
 
（３）責務と説明責任の関係 
 それぞれの予算におけるパートナーの責務と説明責任の関係は、図表 4-2のとおりであ
る。A、B、C および D は、コラボレーションに参画するパートナーであり、このケース
では四者による連携予算のみを使用したコラボレーションとプール予算のみを使用したコ
ラボレーションを比較検討する。まず、AからDのパートナーは、コラボレーションのた
めの予算を確保する必要がある。当然、その時点で、予算を連携するのか、プールするの
かは、すべてのパートナー間において合意されている必要がある。 
 そのうえで、連携予算では、AからDのパートナーの予算は、特定の公共サービスに支
出される。CIPFAの実務ガイドでは、連携予算の管理は、それぞれのパートナーのマネジ
ャーの共同管理、あるいはいずれのパートナーから選ばれた単一のマネジャーが行うこと
になる。単一のマネジャーが管理する連携予算は、管理形態の視点からはプール予算に近
いものである。このように、連携予算の管理面から見れば、単独管理に近い類型からプー
ル予算に近い類型まで存在することになるが、各パートナーの予算に対する責務と説明責
任は、AからDのパートナーにある。すなわち、予算に関する権限や拒否権はそれぞれの
主体に完全に残っているということである。 
 プール予算は、完全に予算が一つにまとめられ、AからDのパートナーには、責務と説
明責任がなくなる。一つにまとめられた予算の管理は、AからDのパートナーのなかから 
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図表 4-2 二つの予算モデル（連携予算とプール予算） 
    出所：筆者作成。 
 
選ばれたホストパートナーまたは別途設立された第三者機関に完全に移転する。ホストパ
ートナー等においては、プール予算マネジャーが選任され、四半期ごとに A から D のパ
ートナーに、プールされた予算の状況を報告する義務を負うこととなる。また、管理のた
めに設置された委員会等への報告も必要となってくる。プール予算では、プールされた予
算に関する権限や拒否権は、ホストパートナー等が持つこととなり、AからDのパートナ
ーが、一つになった予算に対して権限や拒否権を行使することはできなくなる。しかしな
がら、プールした予算について、法定等で報告が義務づけられている場合には、AからD
のパートナーには当該報告義務は残ったままとなっている。すなわち、プールした予算に
関して、執行や管理については権限や拒否権を失うが、AからDは、ホストパートナー等
の報告を受け、それを報告が義務づけられている主体へ報告しなければならないというこ
とである。プール予算では、自らの報告義務は残ったまま、プールした予算への権限や拒
否権を失うため、コラボレーションに参画するパートナー間に相当の信頼と確信が存在す
ることが成立の前提となる仕組みである。 
 
２ CIPFAによる連携予算のための実務ガイド 
（１）実務ガイドの目的および予算モデルの定義 
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 2002年に、CIPFAの共同資源アドバイザリー＆ネットワークグループ（CIPFA’s Joint 
Resourcing Advisory and Network Group）により公表された実務ガイドの基礎となって
いる法令は、スコットランド 11の 2002年コミュニティ・ケアと医療のパート 2における
協働に関する供給の施行法（Implementation of the Provisions on Joint Working in Part 
2 of the Community Care and Health (Scotland) Act 2002）および 2002年コミュニテ
ィ・ケア規則（The Community Care (Joint Working etc.) Regulations 2002）であり、
医療と社会福祉の協働を対象としているものである。これは、スコットランドにおける地
方自治体と NHS による連携予算とプール予算を比較検討したものであり、特に、予算を
一つにまとめる前段階から、二つの連携予算、そしてプール予算へのパラダイムを整理し
ていることに意義がある。 
 そのなかで、連携予算は、「個々の予算をまとめ、地域のパートナーによる資源の計画と
展開を改善する。連携予算に関する決定は全体で行われるが、個々の機関の予算のなかで
計算が行われ、個々の機関が自分自身の貢献を特定し説明することが可能である。この手
法は、新たな権限を必要としない 12」と説明されている。それに対して、プール予算は、
「機関が、個別の基金に貢献するメカニズムである。この基金またはプールのなかでは、
貢献は本来の属性を失い、パートナーの共同の目的のために努力し、そのことを説明する。
説明責任と法的な理由のため、プール予算は、パートナーのなかの一つの機関がホスト役
を務め、財務のガバナンスおよびモニターと検証のための機関の必要性は、ホストパート
ナーの基準に従う 13」と説明されている。 
 
（２）連携予算からプール予算へのパラダイム 
 CIPFA（2002）は、プール予算へ向かうパラダイムを図表 4-3のように整理している 14。 
 
パラダイム 1 
 地方自治体、NHS、地域介護および在宅介護サービスなどが、連携可能な資源の範囲を
抽出するステージである。この段階は、連携予算またはプール予算へ向かう準備段階であ
り、それぞれの主体において、特定の公共サービスに使用されている予算額を明らかにす
る。その予算は、特定の公共サービスに各主体が連携することができる上限を示している。
そのなかで、各主体は、パラダイム 2A の連携予算のために使用可能な予算を検討するこ
ととなる。この段階では、予算の管理構造が導入される必要はない。 
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図表 4-3 連携予算からプール予算へのパラダイム 
 
 
 
 
 
 
 
出所：CIPFA (2002), p.4.（部分） 
 
パラダイム 2A 
 ここからが、連携予算の段階である。ここではまだ、NHS と地方自治体が連携するこ
とができる予算は完全にわかれており、各パートナーの予算編成の手続きを経て決定され
る。パラダイム 1で抽出した特定の公共サービスに使用できる各パートナーの予算を連携
することにより、特定の公共サービスに使用可能な予算の上限額が明らかになる。すなわ
ち、制度上は、予算は各パートナーの仕組みのなかに存在するが、一つにまとめられた予
算を上限として、コラボレーションにより公共サービスが提供される。予算によってどの
ような事業を実施し、どのような成果をめざすかは、パートナーの議員や部長で構成され
る合同の委員会等で決定される。 
 この段階では、独立した法的な主体を構成したり、職員を雇用したりすることはできな
いが、日常的な管理のためには、単独または共同のマネジャーが置かれる。単独または共
同のマネジャーは、定期的にミーティングを行い、どのように目標を守るか、資源を使用
してどのようにサービスを提供するかに合意する。そして、その合意に従って事業を実施
するが、事業に要した経費についての責務と説明責任は、それぞれの主体に完全に残って
いる。このような委員会やマネジャーの存在および責務と説明責任の仕組みは、コラボレ
ーションにより公共サービスを提供する場合に不可欠な仕組みである。委員会やマネジャ
ーの権限と各パートナーの権限間のバランスの違いが、連携予算 2Aと 2B、そして、連携
予算とプール予算を異なるものにしている最大の要素である。 
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パラダイム 2B 
 各パートナーの予算は、プール予算と同じように一つに近いものと考えられ、コラボレ
ーションのための主体が設立される可能性を有している。パラダイム 2Aと 2Bの相違は、
コラボレーションのための主体の設立の可能性である。ただし、プール予算では、法定で
ホストパートナーまたは第三者機関の設立が義務づけられているが、連携予算のパラダイ
ム 2B では、独立した法的な主体ではなく任意の主体である。また、コラボレーションの
ための主体は、説明責任や意思決定の権限を有することになるが、このことにより各パー
トナーの責務と説明責任が失われるわけではなく、コラボレーションのための主体には、
一つにまとめた予算に関して権限委譲された範囲において、執行のための意思決定や説明
責任があり、パラダイム 2Aの管理構造よりも強力な性質を有している。 
 また、予算を管理する単独のマネジャーが選任される可能性がある。パラダイム 2A 同
様、一つにまとめられた予算で、どのような公共サービスを実施するかなどの具体的な事
業内容は、設置された合同の委員会等で決定される。この形態は、パラダイム 2A からパ
ラダイム 3のプール予算の間に存在しており、法定のプール予算までの取り組みには至ら
ないが、連携予算を利用してプール予算に近い仕組みを追求したものである。 
 
パラダイム 3 
 プール予算の段階であり、コラボレーションのための主体が設立される。予算はプール
され、一つのパートナーがホストパートナーになるか、別途、第三者機関を設立して、プ
ール予算を管理しなければならないことが法定されている。プール予算では、各パートナ
ーの責務と説明責任は、完全にホストパートナーまたは第三者機関に移行する。各パート
ナーは、一つになった予算に対する責務や説明責任、そして意思決定の権限を有すること
はない。資産は、各パートナーへの帰属を失い、連携予算よりも、柔軟に、合理的に資源
を使用することができる。 
 単一のマネジャーが任命されるが、自分自身の能力で職員を雇用することはできない。
マネジャーには、四半期ごとにコラボレーションを構成する各パートナーへの報告が求め
られている。このように、プール予算では各パートナーの責務と説明責任が存在しない半
面、予算に対する拒否権や権限も失うため、各パートナーの責務と説明責任が完全に残っ
ている連携予算と比較して、ホストパートナーまたは第三者機関が、サービス利用者の視
点に立った柔軟な公共サービスの提供を行うことが可能となる。 
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 パラダイム 1から 3では、コラボレーションに含まれる対象が異なっている。パラダイ
ム 1では、資源が対象となる。パラダイム 2Aでは、資源、ガバナンスおよび説明責任の
仕組みが対象となる。パラダイム 2Bおよび 3では、全体の仕組みが対象となっている。 
 
３ CIPFAによるプール予算のための実務ガイド 
（１）法制化による予算モデル 
 1990年代末から 21世紀初頭にかけて、英国においては、地方自治体とNHSにより、
医療と社会福祉の統合が進められている。連携予算とプール予算は、プール予算が 1999
年医療法（National Health Act 1999）により法制化されて以降、現在まで制度の中で活
用されている。最初は、地方自治体とNHSの初期診療トラスト（Primary Care Trust：
PCT）によるコラボレーションに使用されたが、その後、2004年児童法（Children Act 2004）
により、プールできる主体が広がり、子どもや若者向けの公共サービスにも使用が可能と
なっている。 
 以下では、CIPFA（2009）のプール予算に関する実務ガイドにより法制化の変遷を整理
する。プール予算が、初めて法制化されたのは、1999年医療法第 31条であり、プール予
算は、柔軟性（flexibilities）を持ち、NHS と地方自治体の協働を効果的に促進するもの
であった。法制化の目的は次の 2点である 15。 
 ① プール予算と機能の移譲（delegation of functions）をとおして、利用者のためのサ
ービスを改善し、地域と国の目標を達成する。 
 ② NHS と地方自治体に、柔軟性を与え、既存のサービスをまとめること、または新
しい協働のサービスを開発すること、このいずれかによって、サービスを改善し、こ
のことを満たすために他の組織との作業に効果的に対応することができる。 
 
 柔軟性は、二つの異なる形態により実現される。リード・コミッショニング（lead 
commissioning）と供給段階の統合（integrated provision）および予算をプールすること
（budget pooling）である 16。1999年医療法第 31条は、イングランドでは、2006年国民
医療サービス法（National Health Service Act 2006）第 76条に、ウェールズでは、2006
年国民医療サービス法（ウェールズ）（National Health Service(Wales) Act 2006）第 31
条に改正されている 17。 
 1999年医療法では、NHSの組織である NHSトラスト、PCT、ケア・トラスト（イン
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グランド）、ウェールズの地方保健委員会と地方自治体のみがプール予算のパートナーとな
ることができた。さらに、2004年児童法（Children Act 2004）第 10条により、より広範
囲の関連パートナーがプール予算を構成できるようになった。地方自治体と NHS 以外の
組織とは、①警察、②地方監察委員会（local probation board）、③若者犯罪防止チーム
（youth offending team）、④戦略的保健当局（Strategic Health Authority）、⑤PCT、⑥
2000年学習・技能法（Learning and Skills Act 2000）第 114条に規定されているサービ
ス提供者、⑦イングランドにおける学習・技能協議会（The Learning and Skills Council）
である 18。 
 
（２）プール予算の重要原則および合意内容 
 CIPFA（2009）は、プール予算の重要原則として、次のことをあげている 19。第一は、
個々のパートナーの資金貢献のレベルに関係なく、言い換えると、どのパートナーがどれ
だけ資金貢献したかに関係なく、各パートナーが合意したサービスに使用されることであ
る。ただし、サービスに必要な経費については、パートナーシップが開始するときに、各
パートナーが合意する必要がある。第二は、プールする時点から、サービスにどれだけの
経費が必要であるかをパートナー間で合意するため、サービス対象者に焦点があたること
である。 
 CIPFA（2009）は、どのようなパートナーシップの形態をとっても、基本的に合意をし
た時点で、合意概要を文書化することが重要であると指摘している 20。その合意文書に含
まれる内容は、①パートナーシップの合意の形態とパートナーとなる主体、②合意の目的、
目標、成果、公的主体おいては主要な目標と優先事項との関連、③サービスの対象とその
人たちが期待することのできるサービスの種類、④合意期間とレビューと終結のための規
定、⑤財務的、質的・量的視点の両方で、パートナーシップの実績を測定するためのモニ
タリング、⑥ガバナンスと会計、⑦合意を終結した場合の処理の 7項目である。 
 NHS のガイダンスでは、プール予算の合意に含まれるべき最低限の財務情報として、
①各パートナーの貢献、②パートナーが容認できる最初の 1年と複数年の予算の変化のレ
ベル、③インフレの圧力への対応、④VAT（Value Added Tax）の取り扱い、⑤財務管理
情報の性質と時期を含むモニタリングの仕組み、⑥サービス提供のための契約の詳細をあ
げている 21。また、パートナーの検討事項として、①不動産管理、②情報システム、③人
的資源管理、④効率の目標、⑤物品とサービスの調達、⑥資産の更新などの資本的支出の
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資金調達をあげ、特に、初期段階では、人的資源管理を検討する必要があるとしている 22。
主な問題は、職員の雇用主は 1人なのか複数なのか、すなわち、財務と活動の統合と労働
力の統合が一致しているかということである。雇用が移転しないのであれば、派遣の合意
の可能性もある。このように、人的資源に関しては、法的に不確定な複雑な分野であり、
年金関係も同様に複雑である。それらを包括する異なる風土を一緒にすることから生じる
問題は、慎重に管理される必要がある 23。 
 プール予算を規定している規則である 2000年No.617は、プール予算への合意は明文化
され、最低限、①合意された目的と成果、②各パートナーの貢献とこれらの貢献の変化、
③機能、サービス利用者のカテゴリーおよび合意に関係するサービスの形態、④個々のパ
ートナーが提供する職員、物およびサービス、⑤仕組みの継続期間、合意のレビュー、変
化および解消の準備、⑥プール予算がどのように管理されモニターされるのか、⑦どの組
織がホストパートナーになるのか、を特定しなければならないとしている 24。 
 ここまで、DCLGのガイダンスおよび CIPFAの実務ガイドから、連携予算とプール予
算の特性を抽出した。これらの特性を前提とした連携予算およびプール予算の比較検討は、
地域戦略パートナーシップ（Local Strategic Partnership：LSP）や地域内合意（Local Ara 
Agreement：LAA）と連携予算とプール予算の関係の考察を踏まえ、以下で行うこととし、
あわせて、連携予算とプール予算の環境条件について考察することとする。 
 
Ⅲ 連携予算とプール予算の比較検討と環境条件 
 
１ 連携予算とプール予算の比較検討 
 以下では、連携予算とプール予算と英国における公共サービス提供のための中央政府と
地域との合意である LAAとの関係について考察する。小山（2008）は、LSPや LAAに
取り組んできた英国においても、各団体が資金を提供し、一括的に事業へ投資する形態が
普及しているとはいえないこと 25、LSP は、地域再生資金（Neighbourhood Renewal 
Fund：NRF）の受け皿としてのコラボレーションに中央政府から資金が交付される制度
であり、中央政府の過剰なコントロールが問題となっていること 26を指摘している。LAA
については、①中央省庁とほとんどの地方政府で設立している LSP との 3 年間の資金を
合意するという予算面、②成果という評価面での合意である点に加えて、政府資金をいか
に効果的、効率的に地域のコラボレーションに移転するかという問題にも焦点があてられ
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ており、この側面において二つの予算モデルは密接な関係にある。的場（2008）は、LSP
を基礎とした LAA について「それまで中央省庁からバラバラに分配されていた資金源を
一つにまとめ、資金の使途に対する地域の裁量を増やし、より効率的、地域横断的に地域
再生問題に対応することを目的とする政策である 27」と制度の意義を整理している。 
 LAAには四つのサブ目標が設定されている 28。それは、①中央政府と地方政府の関係改
善と協力体制の促進、②中央省庁の資金源に関する効率性の増大、③コラボレーションの
強化、④地方政府の資金に対する責任である。このうち、中央省庁の資金源に関する効率
性の増大が、二つの予算モデルである連携予算とプール予算に関係している。図表 4-4の
ように、LAAには二つの資金源がある。第一は、中央政府から地域へ直接支給される特定
のテーマや地域に関する資源であり、これらはすべて、中央省庁レベルで自動的に四つの
ブロックにプールされる。これは法定によるプール予算の制度ではないが、プール予算の
考え方が取り入れられているものである。第二は、警察、保健機関、学校および政府外公
共機関などが、中央省庁から交付された補助金等について、LSPの議論を経て LAAに連
携するものである。これらは、連携することができるという仕組みであることに留意しな
ければならない。 
 
図 4-4 LAAと二つの予算モデルの概念との関係 
中央政府Ａ省 中央政府Ｂ省 中央政府Ｃ省 
子どもと若者 より安全で力強い コミュニティ 
より健康的なコミュ
ニティと高齢者 経済発展と企業 
サービス受給者 
保健機関 
学校 
警察 
政府外公共機関 
連携
LAA 
出所：的場（2008）、156-160頁を参考に筆者作成。 
プール
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 また、説明責任についても、プール予算と連携予算と共通する考え方をとっている。資
金が LAAにプールされると、それまで中央政府から直接資金を受け取っていた組織は、
中央政府に対する説明責任がなくなる。説明責任を果たすのは、LAAの資金に責任を負っ
ている地方自治体（二層制の場合はカウンティ）のみとなる。それに対して、連携してい
る組織は、それぞれの組織に説明責任が残っている。このように、プール予算と連携予算
の二つの予算モデルは、英国のコラボレーション政策の重要な取り組みである LAAのな
かにも、その考え方を見ることができる。 
 第Ⅱ節における連携予算とプール予算の特性を比較検討すると、図表 4-5のとおりとな
る。連携予算とプール予算は、期間、段階および規模において、適性のあるコラボレーシ
ョンの形態が異なっている。また、プール予算では、責務と説明責任はホストパートナー
または第三者機関へ移行し、コラボレーション構築のためには明文化された合意が必要と
なり、時間と労力を要することから、パートナーの信頼と確信が明確である法定のパート
ナーによるコラボレーションが想定されている。その他のパートナーは連携予算でコラボ
レーションに参画することとなる。そのため、連携予算では、コラボレーションに参画す
る主体は、民間部門やサードセクターを含む幅広い主体となる。このことは、コラボレー
ションの合意の手続きとも関連している。プール予算は、公的部門の比較的少数のパート
ナーによるものであるため、公式な明文化された合意が必要となる。それに対して、連携
予算は幅広いパートナーが参画するコラボレーションであり、明文化された合意を担保し
ようとすると、簡便に参画できるという連携予算のメリットが失われてしまうのである。 
 責務と説明責任は、連携予算では、各パートナーに完全に残っているが、プール予算で
は、ホストパートナーまたは別途設立された第三者機関に移ることとなる。このことは、
サービス利用者の視点と関係している。プール予算は、予算を一つにまとめることから、
どのパートナーがどれだけの資源を負担したかという視点よりも、特定の公共サービスに
どれだけの資源が必要かというサービス利用者の視点が重視される。すなわち、特定の公
共サービスに必要とされる資源がプールされれば、どのパートナーがどれだけの資源を負
担したかということは問題でなくなるということである。それに対して、連携予算は、責
務と説明責任が各パートナーに完全に残っていることから、各パートナーの視点が重視さ
れることになる。 
 これらの連携予算とプール予算の特性を踏まえて、各パートナーがコラボレーションに
参画する場合に、コラボレーションの期間はどの程度か、どのような段階にあるのか、規 
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図表 4-5 連携予算とプール予算の比較検討 
 連携予算 プール予算 
期間の適性 短期 中長期 
段階の特性 初期 成熟期 
規模 中小規模 大規模 
信頼・確信 証拠を欠いている 明確である 
パートナーの種別 公的部門以外も柔軟に参画 法定の公的部門 
合意の手続き パートナーによる合意 公式な合意への署名 
責務・説明責任 各パートナー ホストパートナーまたは第三者機関 
サービス利用者の視点 各パートナーの視点 サービス利用者の視点 
LAAでの位置づけ 中央省庁以外の資源が対象 中央省庁の資源が対象 
出所：筆者作成。 
 
模はどの程度か、信頼・確信の程度はどれくらいなのかにより、連携予算とプール予算の
どちらを選択するかを決定することとなる。 
 
２ 連携予算とプール予算の環境条件 
 DCLG（2009）では、連携予算はプール予算へのステップとして使用される可能性が指
摘されており、CIPFA（2002）では、パラダイム 1からパラダイム 2Aおよび 2Bの連携
予算、そしてパラダイム 3のプール予算へと向かうプロセスが示されているように、二つ
の予算モデルの関係は、連携予算からプール予算への流れが基本である。すなわち、コラ
ボレーションを初めて構築する場合、または最初から短期で終了するコラボレーションに
おいては、初期で短期のコラボレーションに適性のある連携予算を第 1段階として導入し、
取り組みの進展とコラボレーションの成熟によりパートナー間の信頼と確信が醸成された
うえで、より大きな便益が期待できるパラダイム 2B の連携予算、そして、成熟した中長
期のコラボレーションに適性のあるプール予算の実現が、想定されている望ましい手順で
ある。このように、コラボレーションにとって、理想的な予算モデルはプール予算である
が、連携予算とプール予算は、その特性から適性のあるコラボレーションが異なっており、
優劣の関係にあるものではない。以下では、連携予算とプール予算が実現する環境条件、
特に、どのような環境条件が整えば、プール予算が実現するのかについて考察する。 
 
（１）良好な関係と信頼（trust）および技術的な課題 
 DCLGのガイダンスは、良好な関係と信頼および技術的な課題の区分で整理している 29。 
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 成熟したコラボレーションのための予算モデルはプール予算である。そして、プール予
算のためには、相当に高いレベルの信頼と確信が必要である。なぜなら、プール予算に参
画する各パートナーは、予算に対する拒否権と権限を完全に失うからである。ところが、
連携予算がうまく機能しない場合に、その解決策としてプール予算を使用することがある。
プール予算を選択することで、そのような関係を築くことをめざすこともあり得るという
ことである。 
 プール予算に取り組むためには、明文化された合意が必要である。すなわち、文書によ
りコラボレーションに参画する各パートナーが合意することが必要である。技術的な項目
は、合意文書に含まれるべきである。まず、適切なガバナンス構造が必要である。ガバナ
ンス構造は、コラボレーションの性質、予算モデル、予算規模および地域の状況に依存し
ており、それらによって変化する。資金を委ねることに関しては、①それぞれがどれだけ
の予算を貢献するのか、②どれだけの期間続くのか、の 2点についての情報を持つべきで
ある。この情報は、各パートナーの信頼を構築し、維持していくために、非常に重要であ
ると考える。 
 会計と監査では、プール予算の財務的な仕組みと説明責任は、開始時に明文化された合
意が必要であるとされている。ホストパートナーは、①予算に対する支出のモニタリング、
②四半期レビュー、③年末のパートナーへの財務報告、④勘定を調整する、④プール予算
のための監査の準備をする、等の責務を果たす必要がある。その他、VAT 、予測できない
損失に対する保険、合意以前の法的サポートについて述べられている。そして、人的資源
では、プール予算と連携予算では、スタッフが雇用主まで変える必要はないが、パートナ
ーがスタッフを移そうと考えた場合は、TUPE制度（Transfer of Undertaking Protection 
of Employment）30を検討する必要がある。 
 つぎに、効果的なコラボレーションを支える重要な要素として、情報の共有があげられ
ている。情報の共有を検討するポイントとしては、①共有とアクセスの仕組み、②どのよ
うに機密性を保持するか、③必要とされる情報の性質とレベル、④誰が提供するのか、⑤
いつ、どのように（例えば、情報システムの互換性）、⑥信頼性と一貫性（例えば、共通の
定義）、⑦どのように使われるのか、⑧誰がアクセスするのか、⑨新しい課題をモニタリン
グし取り組む仕組み、があげられており、開始時に検討されるべきである。 
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（２）連携予算とプール予算におけるリスク・マネジメント 
 DCLGのガイダンスのセクション 5は、リスク・マネジメント戦略の必要性を示してい
る 31。CIPFAは、リスクを共有リスクと各パートナー組織のリスクの二つに分類し、次の
ように説明している 32。共有リスクについては、コラボレーションのための合意は、リス
クがパートナー間でどのように管理され、共有されるかということに関する検討を含む必
要があるとしている。また、各パートナー組織のリスクは、コラボレーションの仕組みを
とおして、自分たちの義務を果たすことから生じるとしている。 
 DCLGのガイダンスは、共有のリスクとして、①プール予算または連携予算への拠出金
のレベルが、支出のレベルを満たしていない、②パートナーが過大支出の取り扱いに関し
て合意できない、③パートナーが、自分たちの組織内の収入減少が原因で、拠出金を満た
すことができない、④プール予算または連携予算の期間中のパートナーの目標と責務の変
化、⑤プール予算または連携予算をとおして提供されたサービスの将来のプレッシャー、
⑥潜在的な金融エクスポージャーの 6点をあげている。また、パートナー組織のリスクと
して、①目的、効率などの達成の失敗が、個々の組織へのより大きなプレッシャーにつな
がる、②仕組みが、状況の変化と新しい出来事への対応に十分役立たず、コラボレーショ
ンの不調につながることの 2点をあげている。 
 
（３）連携予算とプール予算における説明責任 
 ガイダンスのセクション 6では説明責任について述べられている 33。パートナーの明文
化された合意は、目的、責務および説明責任を明らかにすべきである。ここでは、成果に
関する説明責任がパートナーに残っており、それは、地方業績フレームワークと他のフレ
ームワークをとおして行われる。そのことにより、市民にとっては、責任や他の地域の業
績と比較することが可能となる。中央政府や地域が説明責任を果たすためには、まず、提
供しているサービスの評価を行う必要がある。そのための制度として、包括的地域評価
（Comprehensive Area Assessment：CAA）が導入された。CAAは、地域における業績
を強く監視している。しかしながら、CAAは、2010年 5月の政権交代により廃止された。
中央政府は、地域のパートナーが、市民の強い参画を追求することを促進している。また、
2010年 4月からは、地域の人々の代表の参画が、パートナー組織に義務づけられている。
人々の代表の参画も重要であり、地域のコラボレーションが失敗したときの国の介入も想
定されている。 
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 以上、良好な関係と信頼および技術的な課題、リスク・マネジメントおよび説明責任に
より、連携予算とプール予算の環境条件について整理した。このことから、プール予算が
実現するためには、つぎの環境条件が満たされることが必要である。 
 第一は、コラボレーションが成熟していること、またはパートナー間に信頼と確信が存
在していることである。プール予算は中長期の成熟したコラボレーションに適性があるこ
とから、コラボレーションの成熟とともにプール予算が実現することが想定される。また、
プール予算を使用したコラボレーションには、パートナー間の信頼と確信が存在する。そ
の信頼と確信の基礎となるのが、プール予算の必須条件である明文化された合意および情
報の共有である。プール予算では、各パートナーの責務と説明責任は、ホストパートナー
または別途設立された第三者機関に移行し、各パートナーは予算に対する権限と拒否権を
失うこととなる。各パートナーにとって、権限と拒否権を失ってもコラボレーションに参
画する便益がなければ、プール予算を使用したコラボレーションは成立しない。 
 第二は、ホストパートナーまたは第三者機関が存在していることである。連携予算では、
共同または単一のマネジャーにより一つにまとめられた予算は管理されるが、プール予算
では、ホストパートナーまたは別途設立された第三者機関による管理が法定で義務づけら
れている。このような公式なホストパートナーの役割を担う能力のあるパートナー、また
は、運営等に関するパートナー間での合意などの手続きを踏まえて設立された第三者機関
の存在が環境条件となる。 
 第三は、リスク・マネジメントである。予算を一つにすることのリスクは連携予算、プ
ール予算ともに共通であるが、完全に予算を一つにしているプール予算のほうが、コラボ
レーションが失敗したときのリスクは大きくなる。そのような懸念がパートナーのプレッ
シャーとなり、コラボレーションが不調に終わる可能性がある。このことから、プール予
算へ進展するためには、より大きなリスクをとるための仕組みの確立が環境条件となる。 
 第四は、説明責任を果たすための業績評価の仕組みが確立していることである。プール
予算では、責務と説明責任が、ホストパートナーまたは別途設立された第三者機関へ移行
することから、コラボレーション内で評価が行われ、市民や利害関係者に公表される必要
がある。あわせて、コラボレーションを構築している各パートナーにも報告される。この
ためには、コラボレーションの業績評価の仕組みが必要となるものである。 
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Ⅳ コラボレーションに適合した予算モデルの選択 
 
 第 3章で示したように、英国の公共サービス提供におけるコラボレーションで使用され
る連携予算とプール予算は、パートナーの財務的モチベーションとエンゲージメントのレ
ベルに密接に関係している。そのことから、コラボレーションに参画するパートナーは、
戦略的に予算モデルを選択することが重要であることを指摘した。それを踏まえて、本章
では、連携予算とプール予算の詳細な比較検討を行い、それぞれの予算の特性を考察した。 
 連携予算は、コラボレーションのパートナー間の合意により、特定の事業等に異なるパ
ートナーが資金を提供するための仕組みであり、プール予算よりも非公式な制度である。
CIPFA（2002）は、初期段階とプール予算により近い段階の連携予算に分類している。連
携予算は非公式な制度であることから、一つにした予算に対するマネジメントの仕組みが
プール予算と比較して確立していない。そのことは、連携予算のほうが適性のある初期段
階や短期のコラボレーションにおいては有利であることを示している。すなわち、コラボ
レーションへの参画を検討しているパートナーにとって、すぐに公式な制度であるプール
予算によるコラボレーションを構築することは困難であり、まず、連携予算を活用したコ
ラボレーションに取り組むことが現実的である。その場合にも、連携できる分野を特定し
共同で管理を行うパラダイム 2A から取り組みを始め、パラダイム 2B へと取り組みを進
めることが重要である。このように、連携予算は、プール予算へのステップとしての役割
や、プール予算へと移行することがコラボレーションの便益を損なう場合における役割な
ど、英国における公共サービス提供のためのコラボレーションにおいて、重要な役割を果
たしている。 
 最終的には、コラボレーションの便益の大きい公式で理想的な予算モデルであるプール
予算へと移行することが望ましい。プール予算は、公式で管理やガバナンスの仕組みが確
立しており、重複の回避や間接費などの削減により、安定的に便益を生み出しながらコラ
ボレーションを運営することが可能である。しかしながら、留意すべきことは、必ずしも
すべての連携予算の取り組みが、プール予算へと進行する必要はないことである。コラボ
レーションが成熟し、中長期のステージに入ると、プール予算への移行を検討すべきだが、
プール予算への移行は、パートナーの予算に対する拒否権の放棄に対する躊躇や、責務や
説明責任の系統が複雑になることなどを伴い、移行後すぐに便益が現れるとは限らないか
らである。 
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 信頼関係が存在しないパートナー間のコラボレーションにおいては、パラダイム 1から
2A、2B、そして 3 へと進行することが、パートナー間の信頼関係を醸成することにつな
がる。そして、つぎのパラダイムへと移行する場合には、より便益が生み出されるように、
パートナー間において慎重に合意を積み重ねる必要がある。 
 本章では、連携予算とプール予算の特性を抽出し、それぞれが実現するための環境条件
について考察した。連携予算とプール予算では、プール予算のほうが明文化された合意を
伴う公式な制度であるため、連携予算に比較して、実現のための環境条件において高度な
内容が求められている。第 5章では、二つの予算モデルの特性および環境条件を前提とし
て、二つの予算モデルがどのようにマネジメントされているかを考察することとする。 
 
 
（注） 
 
1 1997年 5月に誕生したトニー・ブレア率いる労働党政権による内閣改造により、副首相
府（Office of the Deputy Prime Minister）を改組して 2006年 5月に創設された。地域
社会や地方自治に関する行政を担っている。 
2 CIPFAは、財務部長や会計部長などの要職により、1885年に誕生した地方自治体財務
会計部長協会が前身であり、1973年に、現在の勅許公共財務会計協会となっている。英
国における最も古い職業会計団体の一つであり、英国内の地方自治体の財務管理と会計
の諸問題に取り組んでいる。 
3 NHSは、イングランド、スコットランド、ウェールズおよび北アイルランドにそれぞれ
存在しており、地域ごとに独立して運営されている。イングランドはNHS、スコットラ
ンドはNHSスコットランド、ウェールズはNHSウェールズ、北アイルランドは北アイ
ルランドにおける医療と社会福祉の名称が使用されている。北アイルランドはNHSの名
称を使用していないが、制度的にはNHSの原則によって運営されている。 
4 DCLG, Guidance to Local Areas in England on Pooling and Aligning Budgets, March 
2010, p.5, para.1.1. 
5 Ibid., p.5, para.1.2. 
6 Ibid., p.7, para.1.8. 
7 Ibid., p.8, para.2.3. 
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8 Ibid., p.8, para.2.5. 
9 Ibid., pp.8-10, para.2.6. 
10 イングランドの地方自治体等の外部監査に責任を負っていたが、2010年 5月に誕生し
た保守党・自由民主党連立政権により、2010年 8月に廃止の方針が明らかにされ、地方
自治体監査委員会廃止を規定した 2014年地域監査とアカウンタビリティ法（Local Audit 
and Accountability Act 2014）が、2014年 1月に国会で成立し、2015年 3月に廃止さ
れた。 
11 英国は、イングランド、スコットランド、ウェールズおよび北アイルランドから構成
されている。特に、スコットランドには独自の議会が存在している。 
12 CIPFA, Aligned Budgets Bulletin 1: A Practical Guide for Local Authorities and 
NHSScolland, 2002, p.1. 
13 Ibid. 
14 Ibid., pp.3-7. 
15 CIPFA, Pooled Budgets A Practical Guide for Local Authorities and the National 
Health Services, 2009, p.1, para.5. 
16 Ibid., p.2, para.7. 
17 Ibid., p.2, para.6. 
18 Ibid., pp.8-9, para.52. 
19 Ibid., p.7, para.44. 
20 Ibid., pp.13-14, para.96. 
21 Ibid., pp.14-15, para.103. 
22 Ibid., p.15, paras.104-105. 
23 Ibid., p.15, paras.106-107. 
24 Ibid., pp.17, para.116. 
25 小山善彦「第 4章 英国における地域公共政策の変容とパートナーシップ政策」白石克
孝・新川達郎編『地域公共人材叢書第 1巻 参加と協働の地域公共政策開発システム』日
本評論社、2008年、124頁。 
26 「同上稿」135-136頁。 
27 的場信敬「第 5 章 英国の地域戦略パートナーシップ（LSP）と地域合意契約（LAA）
－マルチマートなーシップを促す地域再生政策の仕組みと実践に向けた取組み」白石克
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孝・新川達郎編『地域公共人材叢書第 1巻 参加と協働の地域公共政策開発システム』日
本評論社、2008年、145頁。 
28 「同上稿」155-156頁。 
29 DCLG, op.cit., pp.16-20, paras.4.1-4.19. 
30 政府や企業が事業を譲渡する場合の従業員の権利保護を定めた制度である。1981年に
1977年のEC指令の規定を国内法に適用する形で施行された。 
31 DCLG, op.cit., p.21, paras.5.1-5.2. 
32 CIPFA, op.cit., p.30, paras.186-188. 
33 DCLG, op.cit., pp.22-24, paras.6.1-6.10. 
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第 5章 連携予算とプール予算におけるマネジメントの仕組み 
 
 
Ⅰ 連携予算とプール予算におけるマネジメントを考察する意義 
 
 第 3章では、ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークを示し、連携予算
とプール予算の二つの予算モデルが、コラボレーションへのパートナーの財務的モチベー
ションとエンゲージメントのレベルに深く関係していることを考察した。それを受けて第
4 章では、連携予算とプール予算の特性を比較し、連携予算とプール予算は、コラボレー
ションの状態や段階により、どちらの予算モデルがふさわしいかを検討して採用されるべ
きものであることを明らかにした。すなわち、二つの予算モデルは優劣の関係にはなく、
それぞれの特性からコラボレーションの進行による成熟とともに、2 段階のパラダイムの
連携予算からプール予算へと移行していくことを示した。このことは、コラボレーション
の成熟とともに、予算モデルが連携予算からプール予算へと進展することが、コラボレー
ションによる便益を最大化することにつながることを示しており、Raine and Watt（2012）
が指摘しているとおり 1、コラボレーションにおいては、プール予算が理想的な予算モデ
ルなのである。 
 本章では、そのような特性を有する連携予算とプール予算がどのようにマネジメントさ
れるのかを考察する。連携予算とプール予算では、プール予算のほうが法制化された公式
な制度であることから、構築にあたって明文化された合意が必要となり、マネジメントに
関する仕組みも、合意のなかで確立される必要がある。このような合意のためには、相当
な時間や労力を要することとなるため、その弊害の克服をめざして、合意事項のテンプレ
ートが用意されており、コラボレーションに取り組むパートナーの合意が円滑に進むよう
な仕組みが確立している。明文化された文書やテンプレートには、プール予算のマネジメ
ント等に関する事項が含まれており、テンプレートに含まれる項目とプール予算の中長期
の成熟したコラボレーションに適性があるという特性は相互に関連している。 
 最初に、連携予算がどのようにマネジメントされるかを考察するため、CIPFA（2002）
によるマネジメントの仕組みを取り上げる。つぎに、プール予算に関するコラボレーショ
ンを構築する場合の合意事項、コラボレーション構築後のマネジメントに関する仕組みに
ついて考察することで、プール予算においては、構築から清算処理までマネジメントに関
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する一連の仕組みが確立していることを示す。特に、プール予算を管理するために選ばれ
たホストパートナーと管理のためのマネジメントグループ（Management Group：MG）
との役割分担と関係の重要性を指摘する。 
 つぎに、Raine and Watt（2012）が行っているプール予算を使用した三つの事業の考察
に加え、そのなかの一つでプール予算を使用した成功事例であるセーファー・サットン・
パートナーシップ・サービス（Safer Sutton Partnership Service：SSPS）について、2015
年 2月に実施したヒアリング調査を踏まえて考察することにより、プール予算がどのよう
に使用されているか、また、どのような成果が見られるかを確認し、プール予算が理想的
なモデルであることを示す。すなわち、連携予算による効率的な公共サービスの提供に加
え、プール予算は、サービス利用者の視点に立ったサービス提供を可能にするという便益
を生み出すことを明らかにする。 
 
Ⅱ 連携予算のマネジメントと活用事例 
 
 前章で考察したように、CIPFA（2002）は、連携予算について 2Aと 2Bのパラダイム
を示している。パラダイム 2A では、それぞれの主体の予算は、完全に分かれており、管
理は共同のマネジャーにより行われる。パラダイム 2B では、よりプール予算に近い形態
で一つに予算をまとめ、1 人のマネジャーにより管理されることとなる。以下では、連携
予算におけるマネジメントのあり方と連携予算を活用した事例について考察する。 
 
１ 連携予算のマネジメント 
 CIPFA（2002）は、連携予算の共同管理の視点として、①組織構造とプロセス、②財務
報告と内部統制、③行動の基準をあげている 2。そして、プール予算のためのコーポレー
ト・ガバナンスのチェックリストに適用される以下の原則が、連携予算にも適用可能であ
るとしている。 
 第一は、財務報告である 3。連携予算においては、支出と収入は、パートナーによって
個別に処理されている。個々のパートナーは詳細な報告を受ける一方、共同委員会または
パートナーシップ組織およびその管理チームが受ける報告は、主要な予算に限定される可
能性がある。経営幹部が留意する必要があるのは、過少支出または過大支出である。そし
て、5％以上の調査を必要する重要な差異に注意を向けるべきである。差異報告は、それ
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ぞれの差異が生じた原因、対応済みの行動または状況を修正するために必要な対応につい
て説明しなければならない。 
 第二は、内部統制である 4。パラダイム 2Aにおける共同マネジャーは、それぞれの組織
の内部統制の必要性に従うこととなる。パラダイム 2A または 2B の単一マネジャーは、
それぞれのホスト組織（parent organisation）の内部統制の要求に従わなければならない。
パラダイム 2B においては、コラボレーションのための組織が存在する可能性が高く、そ
の組織は、ホスト組織を参考に、コラボレーションの必要性に適応させた独自の内部統制
を発展させている。監査についても同様である。コラボレーションの内部監査は、委員会
またはパートナーシップ組織に報告されるべきである。しかし、内部監査がパートナーの
なかの一つの組織によって行われる場合、報告のラインが不明瞭になる可能性がある。ま
た、内部監査計画は、客観的なリスク評価にしたがって立てられるべきであり、重複を最
小限にし、監査努力を最大にするため、パートナーの内部監査間で、より良い調整を行う
べきである。パラダイム 2B は、プール予算に近い連携予算の形態である。プール予算で
は、管理はパートナーのうちのいずれか一つのホストパートナー、または別途設立された
第三者機関において行われる。また、健康・福祉増進委員会（Health and Wellbeing 
Boards：HWBs）などのガバナンスの仕組みも構築されている。パラダイム 2Bでは、こ
れに近い仕組みが用意されているものである。 
 第三は、リスク・マネジメントである 5。コラボレーションは、リスクを特定し管理す
る体系的な戦略、フレームワークおよびプロセスを確立し維持しなければならない。 
 第四は、パートナーシップ組織における予算統制である 6。連携予算の初期段階である
パラダイム 2A におけるパートナーは、共同管理の仕組みのなかで活動している幹部職員
の受託責任のもと、既存の予算フレームワークと政策を維持している。一つにする予算レ
ベルについては合意する必要があるが、予算管理のメカニズムと永続的な財務的指示に変
更はない。一方で、パラダイム 2B で設立される可能性のあるパートナーシップ組織は、
財務に関する統制フレームワークを確立し、予算編成の効果的な手続きを工夫し、単一の
マネジャー等が予算統制をどのように行うかを明らかにしなければならない。 
 第五は、サービス供給の説明責任である 7。共同委員会またはパートナーシップ組織は、
合意において特定したすべてのサービスの供給に責任がある。パートナーは、サービスの
仕様に対してサービスの供給をモニターし、月次、四半期などの決められた頻度で報告を
行う。 
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 第六は、紛争、コラボレーションの拡大のための手続き、出口戦略および終結である 8。
コラボレーションを見直し、再交渉する必要が生じる理由はさまざまである。たとえば、
サービスの変化や内部の問題などである。コラボレーションは、必然的にパートナー間の
意見の相違や紛争を伴う。極端な場合以外、終結する必要はないし、そうすべきではない。
最初の段階で重要なのは、パートナーが、混乱に対処し、代替案を検討し、それらをどう
管理するか検討することである。評価費用やデューデリジェス報告書など、終結に関連す
る経費の責任について、最初に合意しておくべきである。そして、最終の財務報告は、可
能な限り早く作成されるべきである。 
 これらから、連携予算のマネジメントにおける特徴について、 
 ① プール予算に比較して、責務と説明責任が各パートナーに存在することから、各パ
ートナー内における報告が優先され、共同管理の主体への報告が形式的になること。 
 ② 内部統制、内部監査の仕組みおよび予算統制は、連携予算の段階に応じて、プール
予算に近いパラダイム 2Bにおいて、より公式な仕組みが求められていること。 
をあげることができる。 
 
２ 連携予算の活用事例 
 連携予算の活用事例と特性の関係について考察する。連携予算は、公式な仕組みでない
ため、英国でも活用事例の考察が進んでいないなか、Raine and Watt（2012）は、ノース
ウェスト再定住コンソーシアムとアカデミーの 2事業を考察している。 
 ① ノースウェスト再定住コンソーシアム 
 ノースウェスト再定住コンソーシアム（North West Resettlement Consortium: NWRC）
は、拘留期間後、地域で若者の犯罪者の再定住を支援するための水平的、垂直的統合の組
み合わせによるファイナンシャル・コラボレーションである。パートナーは、グレーター・
マンチェスターの四つの地方自治体（マンチェスター、ウィガン、ロッチデール、ストッ
クポート）に加え、他の専門的サービス供給機関（住宅、雇用、薬物・アルコールの社会
復帰訓練など）であり、連携予算を活用した取り組みである。2009/2010会計年度のコラ
ボレーションが生み出した財務的価値は 40万ポンドである。 
 ② アカデミー：学習と発展の共有（アカデミー） 
 アカデミ （ーThe Academy）は、地方での職員研修と開発サービスの水平的統合である。
パートナーは、すべての地方自治体、NHS トラスト、コベントリー大学とウォーリック
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大学、ウォーリックシャー警察を含むコベントリー、ソリハル、ウォーリックシャー地域
の 14 の公共部門組織で、連携予算を活用した取り組みである。2009/2010 会計年度のコ
ラボレーションが生み出した財務的価値は 2,030万ポンドである。 
 
 Raine and Watt（2012）は、ケーススタディの示唆を次のように指摘している 9。まず、
コラボレーションを促進する要因として、財務はどのように重要なのかに対しては、それ
ぞれのケースごとで、財務を重要視する程度が異なっていた。アカデミーでは、経費の削
減が強い促進要因であった。アカデミーでは、予期された削減を実現した翌年度に、多く
のパートナーは、さらなる改善をめざして同レベルの経費を委ねようとしていたが、一部
のパートナーはそのことを受け入れなかった。これらのパートナーにとっては、経費の削
減が最重要課題だったのである。NWRC では、外部資金が利用可能となることが促進要
因であった。このように、さまざまな財務面の要因で、コラボレーションは促進され、そ
の要因の達成の結果は、パートナーの行動に影響を及ぼしている。また、経費の削減は、
初期段階で、その多くが実現されるため、その後、コラボレーションを維持するためには、
初期段階と同じ削減が期待できないことを理解することが重要である。 
 コラボレーションのための予算モデルの選択が、パートナーとの関係や事務事業の分担
に、どう影響を与えるのかでは、予算モデルでは、連携予算よりプール予算がコラボレー
ションのための理想的なアプローチだとみなされていることが明らかになった。ところが、
NWRC とザ・アカデミーは、初期の発展段階では、プール予算を採用することは非現実
的であるとの見解であったことが示されている。 
 財務的なモチベーションと参画のレベルが、コラボレーションとの相関関係やアウトカ
ムにどう影響するのかでは、ケーススタディからは、この両者の相互への影響は確認でき
ていない。これらのケースでは、自己本位なモチベーションや低い参画のレベルにより、
コラボレーションが不安定な状態であることが示されている。 
 NWRCとアカデミーのパートナーの構成は、NWRCでは公的部門に加えて、専門的サ
ービス供給機関が参画している。また、アカデミーでは、大学、警察が構成主体となって
いる。このような幅広い主体によるコラボレーションであるため、連携予算を選択してい
るものである。また、それぞれコラボレーションの初期であることから連携予算を選択し
たものである。このように、ケーススタディからも、各パートナーは、第 4章で整理した
連携予算の特性を理解したうえで、プール予算ではなく連携予算を選択していることが確
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認できた。 
 
Ⅲ プール予算のマネジメントの仕組みおよび活用事例 
 
１ プール予算のマネジメントの仕組み 
 プール予算のマネジメントについては、2004年児童法（Children Act 2004）によって、
より多くの関連パートナーがプール予算を構築することが可能となり、どのように利用す
ればよいかが不明確であった。そのため、児童・学校・家庭省（Department for Children, 
Schools and Families：DCSF）は、DCSF（2004）において、必要条件として、①目的、
②マネジメント、③ガバナンス、④レビューの仕組みについて、文書により合意すべきこ
とを明記した 10。また、DCSF（2004）は、地方自治体とパートナーの負担軽減のための
2004年児童法第 10条による合意のためのテンプレート（以下「第 10条関係テンプレー
ト」という）を公表している。プール予算は明文化された合意に基づく仕組みであり、プ
ール予算構築に向けた合意すべき事項などの手順をテンプレートに沿って確認できること
は有益である。第 10 条関係テンプレートでは、プール予算に関する期間、ホストパート
ナー、マネジメントグループとマネジャーの役割、マネジメント、ガバナンス、レビュー、
終了（Termination）の処理等が示されている。 
 
（１）ホストパートナー 
 コラボレーションを構成するうちのいずれか一つのパートナーが、ホストパートナーと
なり、パートナーを代表してプール予算を管理すべきである。また、具体的な計画と報告
の責務を有するマネジャーが置かれる 11。第 10 条関係テンプレートでは、地方自治体が
ホストパートナーとなり、マネジャーの任命を行うこととなっている。また、ホストパー
トナーの既存の体制や財務的な指示がプール予算の管理に適用される 12。プール予算の仕
組みにとって、ホストパートナーは重要な役割を担っている。 
 
（２）マネジメントグループとマネジャー 
 マネジメントグループとマネジャーは、マネジメントを構成するものである。マネジャ
ーは、在職している職員を任命しても新規に採用してもどちらでもよく 13、プール予算を
管理し業績に責任を持ち、MGに説明責任を有している。MGは、関連するパートナーの
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代表役員で構成され、プール予算や合意を変更することができる。マネジャーは日常的な
管理、MGは判断や決定を行う仕組みとなっている。MGは、以下の重要な役割を果たし
ている 14。 
 ① 必要な情報を受け取る。 
 ② 合意を共同で見直し、更新を検討する。 
 ③ 合意の変更に、その都度合意する。 
 ④ 毎年度、リスク評価とリスク共有の規定を見直し合意する。 
 ⑤ 毎年度、本合意のスケジュール 1、2、3の改訂版を検証し合意する。 
 ⑥ マネジャーがプール予算からの支出を承認することができるように、必要となるプ
ロトコルやガイダンスを整理する。 
 ⑦ プール予算から支払われるサービスの契約期間に合意する。 
 ⑧ スケジュール 1の目標と提供計画（Objectives and Delivery Plan：ODP）15の進
捗を検討し、さらに必要なところと協議する。 
 ⑨ 成果に関する年次報告に情報を提供する。 
 MGは、全員一致で運営されることからも、プール予算は、信頼（trust）を前提に成立
する制度であると考えられる。 
 
（３）期間と清算処理 
 合意期間が短いほど、プール予算の安定性を保証することが難しくなるため、少なくと
も開始から 2年の期間が推奨されている 16。ホストパートナーや各パートナーが、合意の
義務を果たさない場合、合理的な期限内に修正するよう通知を行い、修正されない場合は、
プール予算を打ち切ることとなる。また、上記以外でも 12 か月前に予告をすれば打ち切
ることができる。しかし、このような規定はあるものの、他のパートナーとMGに事前に
相談することなく打ち切りの予告をするパートナーはあり得ない 17。このことからも、プ
ール予算は、信頼（trust）を前提としている制度であるといえる。 
 プール予算は法制化された仕組みであり、コラボレーションの構築のためには、基本的
な事項について明文化による合意が必要である。合意項目は、コラボレーションの目的、
対象となるサービス、各パートナーの貢献、合意期間、終了の処理などから構成される。
この時点で、これらの項目については各パートナーによって合意されている。このことに
より、特定の公共サービスに必要な資源の量が確定しており、各パートナーの負担割合も 
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図表 5-1 MG、マネジャー、各パートナーの役割とスケジュール 
 前年度 当該年度 
MG 2/28まで 
①パートナー①②の承認 
①月次会議（決定は全員一致） 
②マネジャー③の検討 
③年次レビュー 
マネジャー 
 
 
 
 
 
 
情報の提供 
↑ 
12/31まで 
①支出・収入に影響をもたらす問
題をMGへ示す 
①ODP 達成を目的にプール予算を
執行 
②MGへの月次報告 
③四半期レビュー 
④予算超過、不用額への対応 
 ・アクションプランの作成 
 ・アクションプランの実行をMG
へ毎月報告 
⑤年次報告の作成とMGへの報告 
パートナー 
（認証され
た職員 
:Authorized 
Officer） 
10/31まで 
①翌年度の予算案を合意するよ
う努力する 
12/31まで 
①インフラの認容限度、不払い経
費、収入の計画を立てる。 
②以下の点における予算の変動 
 ・成長と人口統計学的変化 
 ・サービスの増大と減少 
 ・要求された効率／質の改善 
 ・コストの圧迫への資金調達 
 ・国の政策 
①②をMGに示す 
2/28まで 
①最終予算の確認 
①毎月 15日までに、ホストパート
ナーに経費を支払う 
7/1まで 
①プール予算への貢献を確認する
ための展望とともに、サービスの
供給と合意のレビューを行う。 
出所：筆者作成。 
 
合意されている。このことから、各パートナーがプールした予算額に関係なく、サービス
利用者の視点に立った公共サービスを提供することが可能となるものである。 
 マネジメントにおいては、プール予算マネジャーが任命され、MGへの報告義務を有す
るなど、図表 5-1のとおり、役割分担が明確となっている。各パートナーは、前年度の 10
月 31日までに予算案を合意する努力義務がある。そして、マネジャーは、12 月 31日ま
でにプール予算に影響をもたらす問題をMGに報告する。各パートナーも予算の変動要因
などを 12月 31日までにMGに示すことになる。MGは、2月 28日までにこれらを承認
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し、各パートナーでも最終予算を確認する。このように、各パートナー、マネジャーおよ
びMGの調整に基づいて、予算がプールされることになる。当該年度は、マネジャーによ
り日常的な管理が行われ、MGに月次で報告される。また、四半期でレビューが行われ、
これについてもMGに報告され、検討される。MGは、月次で会議を行い、年次レビュー
を行う。 
 マネジャーとMGの役割分担では、マネジャーが日常的な管理を行い、MGがマネジャ
ーから必要な情報を受け取り、判断、決定する仕組みとなっている。プール予算について
は、各パートナーは、ホストパートナーへ経費を支払うのみで、MGとマネジャーが、プ
ールされた予算に対する責務と説明責任を有するということである。MGは各パートナー
およびマネジャーからの情報を受け取り、まとめられた資源をもとに、サービス利用者の
視点に立った公共サービスを検討することとなる。プール予算は、明文化された合意に基
づく仕組みであること、マネジャーがプールされた予算を管理し、プールされた予算全体
の視点に立って必要なサービスを検討する仕組みであることから、MGやマネジャーにと
っては、まとめられた資源が、どのパートナーが拠出した資源であるかは関係なくなる。
このように、プール予算においては、各パートナーの負担に関係なく、サービス利用者の
視点に立った公共サービスの提供が可能となる。 
 また、清算処理のための仕組みも用意され、コラボレーションの期間としては 2年以上
が推奨されており、中長期のコラボレーションをめざして構築されるものである。このこ
とは、プール予算が中長期の成熟したコラボレーションに特性があることを示すものであ
る。このことも、サービス利用者の視点に立ったサービスのためには重要な要素である。
中長期の成熟したコレボレーションは、信頼を基礎として成立しており、そこでは、各パ
ートナーとホストパートナーのマネジャーおよびMGとの間に信頼関係が構築されており、
各パートナーの影響を受けずに、マネジャーおよびMGにおいて、サービス利用者の視点
に立ったサービスが検討、実施されているものである。 
 
２ プール予算の活用事例 
 Raine and Watt（2012）が考察を行った事業のうち、プール予算を使用したものは以下
の 3事業である 18。 
 ① SSPS 
 SSPS は、ロンドン特別区であるサットンにおけるパートナーシップであり、地方自治
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体とメトロポリタン警察により設立された。その目的は、サットン内の地域安全サービス
の垂直的統合である。ここで言う垂直的とは、上流の犯罪予防を担当する地方自治体と下
流の実際に起きた犯罪への対応を担当する警察が、協働して地域の安全に関するサービス
を提供するという意味である。具体的なサービスとしては、防犯カメラ、犯罪防止、薬物・
アルコールの防止と治療があげられている。主要なパートナーは、地方自治体とメトロポ
リタン警察で、二者によるプール予算を活用した取り組みである。2009/2010会計年度の
コラボレーションが生み出した財務的価値は 850万ポンドである。 
 ② 北ロンドン廃棄物協会 
 北ロンドン廃棄物協会（The North London Waste Authority: NLWA）は、ロンドン内
の七つの特別区によって設立された共同所有会社によるごみ管理の水平的統合であり、ご
みの処理、リサイクルのための回収、ごみの焼却／処分のサービスを行っている。パート
ナーは、ロンドン特別区のバーネット、カムデン、エンフィールド、ハックニー、ハリン
ゲー、イズリントンおよびウォルサム・フォレストで、七者によるプール予算を活用した
取り組みである。2009/2010会計年度のコラボレーションが生み出した財務的価値は6,560
万ポンドである。 
 ③ マルバンヒルズ特別美観自然地域 
 マルバンヒルズ特別美観自然地域（Malvern Hills Area of Outstanding Natural 
Beauty: MHAONB）は、環境保護、サステイナビリティを計画、協働、依頼するため、
法令によって指定された地域のすべての地方自治体のパートナーシップである。パートナ
ーは、五つの地方自治体（ヒアフォード、ウォーチェスタシャー、グロスタシャーのカウ
ンティ、マルバンヒルズとフォレストオブディーンのディストリクト）に加え、中央政府
の部門（ナチュラル・イングランド）であり、プール予算を活用した取り組みである。
2009/2010会見年度のコラボレーションが生み出した財務的価値は 23.4万ポンドである。 
 
 Raine and Watt（2012）は、先に示した三つのリサーチ・クエスチョンに対して、考察
を踏まえて、次の示唆を指摘している 19。まず、①コラボレーションを促進する要因とし
て、財務はどのように重要なのかに対しては、それぞれの事業ごとで、財務を重要視する
程度が異なっていたということである。SSPSでは、経費の削減が強い促進要因であった。
MHAONB では、外部資金が利用可能となることが促進要因であった。また、SSPS と
NLWAにおいて、コラボレーションにより経費が削減されていた。SSPSの削減は、オフ
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ィスの主要な再編成を行った初期の段階で達成されたものであった。このように、さまざ
まな財務面の要因で、コラボレーションは促進され、その達成結果が、パートナーの行動
に影響を及ぼすことが示されている。また、経費の削減は、初期段階で、その多くが実現
されるため、その後、コラボレーションを維持するためには、初期段階と同じ削減が期待
できないことを理解することが重要である。 
 ②コラボレーションのための予算モデルの選択が、パートナーとの関係や事務事業の分
担に、どう影響を与えるのかでは、予算モデルでは、連携予算よりプール予算がコラボレ
ーションのための理想的なアプローチだとみなされていることが明らかになった。プール
予算の管理について、NLWAとMHAONBは別途設立した第三者機関が行っており、SSPS
は地方自治体がホストパートナーとなっていることが示されている。MHAONBでは、ホ
ストパートナーによる意思決定の独占を避けるため、第三者機関による管理を選択したが、
第三者機関に多くの仕事を任せてしまうことにつながっている。多数のパートナーによる
コラボレーションでは、一部または多くのパートナーが、「他人任せ」になってしまう可能
性がある。それは、プール予算のホストパートナー型、第三者機関型、連携予算のいずれ
にも共通した課題である。SSPS では、同種の問題が発生していないことが指摘されてい
る。これは、地方自治体とメトロポリタン警察の二者のコラボレーションであり、信頼関
係の構築が容易であるためだと考えられる。 
 ③財務的モチベーションとエンゲージメントのレベルが、コラボレーションとの相関関
係やアウトカムにどう影響するのかでは、この両者の相互への影響は確認できなかった。
ただし、SSPS では、それぞれのパートナーの無私／利他的な動機が、良好な関係とコラ
ボレーションの成功につながっていることが示されている。 
 
Ⅳ SSPSにおけるヒアリング調査 
 筆者は、2015年 2月、Raine and Watt（2012）が考察を行った五つの事業のなかから、
経費削減を実現し、パートナーの無私／利他的な動機がコラボレーションの成功につなが
っている SSPSのヒアリング調査を行った。SSPSを選択した理由は、①Raine and Watt
（2012）の考察において、単年度の財務的便益が 850万ポンドにのぼっていること、②ホ
ームページから、犯罪率の低下などについて、著しい成果が確認できたこと、③英国の警
察関係のジャーナルに取り上げられていたためである。以下では、サットン市ホームペー
ジ資料、ジャーナル掲載論文およびヒアリング調査について考察する。 
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１ SSPS－地方自治体とメトロポリタン警察によるコラボレーション－ 
 サットン市は、ロンドン南部にあるロンドン特別区（London Borough of Sutton）であ
り、人口は約 19万人、警察官は約 300人である。南部の裕福な地域と北部の貧困地域か
らなり、少数民族が 20 から 25%を占めている。SSPS の目的は、コミュニティをより安
全にすることであり、サットン市職員 60人と警察職員 80人が、サットン警察署の庁舎で
業務を行っている。SSPS の業務は、薬物およびアルコール依存向けサービス、近隣の見
守り、駐車違反取締、ドメスティック・バイオレンスサービス、安全な近隣のためのチー
ム、特別警察官 20、警察ボランティアおよび登校拒否の連絡警察官となっている。SSPS
立ち上げ時は、メトロポリタン警察のWarren Shadbolt警視が指揮をとっており、今回の
ヒアリング調査では、警察を退職してサットン市に勤務していた Shadbolt 氏から SSPS
について、直接説明を受けることができた。 
 Lewis（2013）は、SSPS の導入の経緯を整理している 21。それによると、SSPS は、
1990 年代初頭における警察とサットン市による比較的非公式なパートナーシップが起源
である。その背景には、モーガン報告 22がある。モーガン報告により、中央政府は具体的
な行動をとらなかったが、サットンを含む地方自治体のいくつかは、警察、その他の公共
サービス、地方自治体およびコミュニティ間のパートナーシップが、一致協力して犯罪、
公序良俗違反および反社会的行動の減少に取り組んできた。21世紀初頭にパートナーシッ
プが強固となり、コミュニティの需要の継続的なモニタリングの開発、機材の共同設置、
パートナーシップを形成している構造体の共通管理および費用効果の高い方法でのサービ
ス提供などが実現した 23。その結果、2005年に SSPSが創設された。 
 サットン市役所の近隣にあるメトロポリタン警察サービスの事務所で、サットン市の安
全・より強力なコミュニティ特別責任者の Shadbolt 氏とサットン警察職員で、パートナ
ーシップの計画・資源管理者のMatthew Donaldson氏に SSPSの取り組みについて調査
した。Shadbolt氏は、警察を退職してサットン市に勤務しており、コミュニティの安全以
外にも、公園管理、道路清掃、環境衛生、大気汚染などのサービスも担当している。
Donaldson氏は、自治体側と警察側の両方の立場で、予算を効果的に管理する責任を負っ
ている。ロンドンでは、メトロポリタン警察サービスが、ロンドン全体を担当しており、
それは直接的なコントロールである。Shadbolt氏たちが行っているのは、ロンドン広域の
警察行政と地方での警察行政のギャップに橋を架けることである。SSPS の責任者である
Shadbolt氏は、サットン市警察の司令官とサットン市の事務総長の両方に説明責任を負っ
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ている。 
 SSPS の意思決定には、戦略的委員会であるセーファー・サットン・パートナーシップ
委員会（Safer Sutton Partnership Board：SSPB）が大きく関与している。Shadbolt氏
は、当委員会への説明責任も負っている。自治体の事務総長が委員長を務めており、委員
会は、警察、警察機関、初期診療トラスト（Primary Care Trust：PCT）、消防団、保護
監察サービス、ボランティアセンターおよびサットン人種平等委員会の代表者で組織され、
3か月ごとに会議を開きパートナーシップのための戦略的優先順位を決定している。 
 
２ SSPSの成果および脅威 
 Lewis（2013）では、SSPS の成果として、犯罪率、緊急事態への対応、経費節減およ
び知的志向の近隣の安全に関するインタビューの 4項目をあげている 24。第一は、犯罪率
の低下では、Lewis（2013）は、サットン市における犯罪タイプごとの犯罪率について、
図表 5-2のようにまとめている。 
 
図表 5-2 タイプごとの犯罪率 
犯罪タイプ 犯罪率 順 位 犯罪タイプ 犯罪率 順 位 
暴行 11.29 下から 6番目 不正 1.91 最も低い 
強盗 1.29 下から 4番目 器物損壊 7.57 下から 10番目 
泥棒 7.39 下から 3番目 薬物犯罪 2.49 最も低い 
窃盗 21.43 下から 3番目 その他 0.43 最も低い 
  ※犯罪率は、2011/2012会計年度における人口 10万人あたり 
  ※ロンドン・バラ 32団体中のサットンンの順位 
  出所：Lewis (2013), p.19. 
 
 SSPS の取り組みによる犯罪率の低下は、ヒアリング調査においても確認できた。主な
指標の 2004/2005会計年度から 2012/2013会計年度の推移は、図表 5-3のとおりである。 
 
図表 5-3 サットンにおける犯罪に関する主な指標の推移 
指   標 増 減 指   標 増 減 
犯罪の認知件数 ▲30.2％ 刑事犯罪被害 ▲67.0％ 
人に対する暴力 ▲27.2％ 自動車の盗難 ▲70.1％ 
      ※刑事犯罪被害とは、落書き、建物損壊、車両損壊など 
      出所：筆者作成。 
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 このように、サットン市においては、SSPSが創設された 2005年から 2012/2013会計
年度にかけて、犯罪の合計件数では約 3割減、刑事犯罪と自動車の盗難においては約 7割
減を達成している。 
 第二は、緊急事態への対応である。Lewis（2013）は、さらなる成功として、2011年 8
月の暴動への対応をあげている。暴動は北ロンドンで起こり、クロイドン近くへと移動し
ていった。ところが、サットン市と警察は、初動をとらなかった。このことは、防犯カメ
ラ（CCTV）を使用した良い例である。サットン市幹部の実証分析では、SSPSの存在が、
暴動の影響を最小限にした重要な要素であるとみなされていた。 
 第三は、経費削減である。Lewis（2013）は、SSPS が警察と地方自治体の両方に大き
な財務的削減をもたらしていることを指摘している。SSPSは、過去 6年の各会計年度に
おいて、職員と資源の共同設置などにより、地方自治体の予算に約 60 万ポンド、警察の
予算に 58 万ポンドの経常的な削減をもたらした。このことは、ヒアリング調査において
も確認できた。SSPS がスタートした 2005/2006 会計年度における初期の財務的便益は、
次のことによりもたらされている。 
 ① 職員の共有（co-location of staff） 
 自治体のスタッフが、メトロポリタン警察サービスにより運営されている建物を拠点と
している。サービスの提供に違いが生じる最大の要因である。 
 ② 防犯カメラシステム（closed-circuit television monitoring operation） 
 自治体の防犯カメラが、警察によってモニターされている。他の自治体では、自治体の
スタッフがこれらをモニターしている。数年前に殺人事件が発生したときも、防犯カメラ
により、速やかに資源を配置し、逮捕することが可能であった。 
 ③ 資源と活動の合理化（Rationalisation of resources and activity） 
 パートナーシップによる財務的便益は、資源の統合や重複の回避など、その初期段階に
大きくなることが一般的である。SSPS におけるパートナーシップによる削減効果は、自
治体では 2006/2007 会計年度から 2014/2015 会計年度までの年度あたりの削減額の累積
75万ポンド、警察では 60万ポンドであり、合計で年度あたり 135万ポンドの削減を達成
している。もともとコミュニティの安全に多くの経費をかけていなかったことに留意する
と、これは非常に重要な割合であることを Shadbolt氏は指摘した。また、1年に 1回限り
ではなく、常に本格的で持続可能な予算削減を行ってきており、警察においては 25％、自
治体においてはそれ以上の経費を削減した。しかしながら、その影響はサービスの低下に
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つながるどころか、改善にさえつながっている。 
 第四は、知的志向の近隣の安全に関するインタビューである。Lewis（2013）は、SSPS
の特徴は、知的指向の近隣の安全に関するインタビュー（ Intelligence-oriented 
Neighbourhood Security Interview：INSI）による情報の収集であると指摘し、「この情
報の価値は、年を重ねるごとに増し、サットンの異なる地域で何が近隣の不安を引き起こ
しているのかということに対して詳細な理解を提供する 25」とこのインタビュー手法の有
用性を述べている。 
 Lowe and Innes（2012）は、INSIについて詳細に検討している。まず、INSIの適用
についてである 26。サットンでは、2007年に初めて INSIが取り組まれた。18の近隣安
全チーム（Safer Neighbourhood Team：SNT）から選ばれた職員が、INSIの背景、認知
的なインタビューの技術、注目すべき犯罪と社会問題の特定、ソフトウェアの運用に関す
る 1日の研修を受ける。そして、14日かけて既定数の住民にインタビューを実施する。2008
年、2009年および 2010年に収集された情報は、学術的な調査により分析された。それは、
SNT が使用することを目的とした区レベルのコミュニティと幅広い戦略的な評価と資産
の配分を目的とした市全体のレベルの両方のレベルで報告された。 
 以上、SSPSの成功要因について整理した。Lewis（2013）は、「コ・ロケーションモデ
ル、共通の管理、コミュニティの需要への対応および最少の経費による最大のサービスの
提供は、他の地域にも適用可能である 27」と指摘している。 
 Lewis（2013）は、SSPS のコラボレーションに対する脅威として、財務的プレッシャ
ー、警察の構造の変化、その他にまとめている 28。まず、財務的プレッシャーでは、特に
2014/15 会計年度のコミュニティの安全に関する特定目的の補助金の一般財源への見直し
が影響し、犯罪の予防よりも解決に重点が置かれることにつながっていることが指摘され
ている。警察の構造の変化では、コミュニティの参画を基本とした警察の民主化を進める
ことを中央政府が決定したことがある。その前提には、2010年に誕生した保守党・自由民
主党連立政権がめざしている大きな社会（Big Society）の存在がある。より多くの人々や
コミュニティが、社会をコントロールすることに参画するべきで、説明責任と意思決定に
おいて、地域の人々に対する透明性が確保されるべきである。 
 
３ SSPSにおけるコ・ロケーション 
 このように、SSPS の成功要因はさまざまであるが、ヒアリング調査で確認できた成功
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要因として、コ・ロケーション（co-location）をあげることができる。コ・ロケーション
とは、ICTの分野では、サーバーを共同で設置することをさす。地方自治体と警察とのコ
ラボレーションである SSPSにおいては、両者が所有している限られた資源を共同で使用
すること、すなわち、オフィス、職員および予算など、さまざまな資源を共同で使用でき
るようにすることをさすものである。そして、予算を一つにまとめる仕組みがプール予算
である。SSPS は、自治体と警察のみによるプール予算を活用した制度であり、このよう
な制度が存在するのはサットンのみである。消防団などは、戦略グループには入るが、予
算は自らで管理している。 
 自治体と警察の具体的な連携としては、①反社会的行動（antisocial behaviour）、②広
報、③防犯カメラシステムがあげられる。反社会的行動は路上の叫び声から地域での飲酒、
徘徊など、低レベルの幅広い犯罪への対応がある。警察内には、共同の反社会的行動ユニ
ットがあり、自治体職員と警察官が一緒に働いている。自治体のスタッフは、データと情
報を提供し住民と連携し、警察官は、裁判所で命令を受け取り、若者と警察の間で、受入
可能な行動契約（acceptable behavior contracts）を行う。広報では、警察は専門職員を
採用することができなかったため、合意により 2名のメディアの専門家を自治体が提供す
ることとした。彼らは、住民向けのニュースレターを作成するなど、すべての広報を管理
している。自治体から提供されている職員だが、警察のコミュニケーションのすべてを取
り扱っている。自治体が所有している防犯カメラシステムは、自治体の目的にも使用する
が、警察が 24 時間モニターしており、問題が起きれば対応する。サットンの北に隣接し
ているマートンでは、防犯カメラシステムをモニターする自治体職員のために年間 50 万
ポンドを支払っているが、サットンの仕組みにおいては、自治体は何も支払っておらず、
警察が支払っている。これらはまさに、まとめる（joined up）方法で資源を利用する考え
であり、契約によって管理されている稀少な例である。自治体と警察は、それぞれが提供
することを記載した明文化された合意を持っている。 
 SSPSの成果について、Shadbolt氏は、警察に 28年間勤務した経験から、警察の風土
は、犯罪を減少させることであり、生活の質の問題を無視していることを指摘した。そし
て、生活の質を改善する取り組みとして、洗浄機の追加購入による 24 時間以内の落書き
対応、スマートウォーターを活用した特別区全体の防犯への取り組み、ローカルテレビ局
を使った強盗に対する取り組みをあげた。これらは、比較的少額の経費で、大きな成果を
生み出し、単に犯人を捕まえるだけでなく、住民に安心を与え、犯罪を減らすものである。 
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 SSPSでは、パートナーシップの立ち上げ時に、共同で 1名の求人広告を始めて出した。
警察は軍隊に似た構造であるため、運用のコントロールの点で常に緊張と困難性を伴って
いる。しかし、それは SSPSでは、問題になっていない。自治体の事務総長と警察の司令
官がパートナーシップを支援し、すべての協働を実現可能とするためには両者で信頼関係
を築くことが極めて重要である。そのために、どのような取り組みを行っているか確認し
たところ、Donaldson 氏は、毎年実施している共同戦略的評価（Joint Strategic 
Assessment）が有用であると述べた。この制度により、同じ場所、同じ目標から着手する
ことが可能となる。また、Shadbolt氏は、コ・ロケーションが重要であると述べた。この
用語に該当する日本語訳は、まだ存在しないが、Shadbolt氏によると、データと情報の共
有、最も重要なのは、問題の正しい理解であり、常に、これらを強化するために協働する
ことである。コ・ロケーションにより、SSPSは、これまで 5人の警察司令官と 4人の事
務総長のもとで、存続することができている。もう一つの重要なことは、政治的サポート
である。特に、リーダーと警視正と事務総長が存在することが重要である。また、Donaldson
氏は、パートナーシップ自体は、法的主体ではなく自治体と警察という個別の主体であり
続けている。そのため、共通の目標に向かって協働することが重要であると強調した。 
 SSPS は、経費の削減を実現するとともに、犯罪の減少において著しい成果をあげてい
る。これらの成果は、共同戦略的評価などにより、自治体と警察が現状と目標を共有し、
コラボレーションによって、それを成し遂げようとする姿勢から生まれているものと考え
る。また、主に二者による取り組みのため、信頼関係の構築が容易であることも大きな要
因である。Raine and Watt（2012）が成功事例としていた取り組みについて、ヒアリング
調査によりその成果を確認することができた。 
 
Ⅴ 二つの予算モデルの意義と役割 
 
 本章では、連携予算とプール予算についてマネジメントの視点から考察し、連携予算で
は予算を一つにまとめることによる効率性が追求されていることに加えて、プール予算で
は、各パートナーは予算に関する権限や拒否権を放棄していることから、MGやマネジャ
ーによって、サービス利用者の需要にあった効果的な公共サービスの提供まで視野に入れ
ていること、連携予算よりも強い信頼と確信がコラボレーションの背景にあることを確認
した。プール予算に取り組む各パートナーは、権限や拒否権を放棄しても、コラボレーシ
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ョンの便益を追及しようとしている。それだけ、コラボレーションから得られる便益が大
きいということである。これまでの考察から、便益は以下の 2点に整理できる。 
 ① サービス利用者の視点が重視されていること 
 連携予算は、予算をまとめることによる効率性の追及は実現しているが、各パートナー
に責務と説明責任が完全に残っているため、サービス利用者の視点に立った公共サービス
を提供する段階にまでは至っていない。それに対して、プール予算を使用したコラボレー
ションでは、予算をまとめることから、重複の回避や間接費の削減などによる効率性の追
求に加えて、サービス利用者の視点に立った公共サービスの提供が可能となり、サービス
利用者の需要にあった公共サービスの提供につながる。すなわち、特定の公共サービスに
必要な資源に焦点があたることになる。 
 ② 各パートナーの負担割合が重視されていないこと 
 連携予算では、まとめられた予算の責務と説明責任は、各パートナーに完全に残ってい
るため、自らがコラボレーションにどれだけの資源を割り振るか、他のパートナーがどれ
だけの資源を割り振っているかは、各パートナーにとって重要な事項である。すなわち、
第 3章で整理したファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークの財務的モチベ
ーションは、利己主義になるということである。それに対して、プール予算では、各パー
トナーがコラボレーションを全体の視点でとらえるようになり、特定の公共サービスに必
要な資源がプールされているかどうかが問題となる。すなわち、特定の公共サービスに必
要な資源がプールされれば、各パートナーの負担割合は問題でなくなるということである。
このことは、プール予算を使用したコラボレーションのパートナーに信頼と確信をもたら
すことにもつながるものである。 
 
 コラボレーションの初期段階や短期で終結するコラボレーションでは、連携予算のほう
に適性があり、効率的な公共サービスの提供が追及される。コラボレーションが中長期に
わたり成熟するとともに、プール予算によるコラボレーションへと移行することで、各パ
ートナーが拠出した資源の割合は問題でなくなり、サービス利用者に焦点をあてた公共サ
ービスの提供が追及されることとなる。すなわち、連携予算とプール予算の特性を理解し、
それぞれの段階に応じた予算モデルを適切に使用することに加えて、連携予算から理想的
な予算モデルであるプール予算への移行により、効果的な公共サービスの提供をめざすこ
とが、公共サービス提供におけるプール予算の役割と意義であると考える。 
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 また、ヒアリング調査からは、地方自治体と警察がさまざまな資源を共有する仕組みの
優位性が確認できた。SSPS では、サットン市がホストパートナーを務めており、地方自
治体と警察が密接なコラボレーションを構築することで、効率的なサービスの提供による
経費削減と犯罪率の低下等のサービスの質の向上において大きな成果をあげている。この
ことからも、プール予算により経費節減による効率的な公共サービスの提供と市民にとっ
てより安全なまちを効果的に実現していること、すなわち、市民の視点に立ったサービス
を提供できていることが確認できた。 
 それらは、コ・ロケーションというさまざまな資源を共有する仕組みから生み出された
ものであり、そのなかの予算を一つにする仕組みがプール予算である。SSPS のヒアリン
グ調査では、地方自治体と警察が目標を共有し、日常的なつながりにより、その目標を達
成しようとしている状況が確認できた。共同戦略的評価に基づき、市民やコミュニティの
安全のため、どのサービスにどれだけの資源を投入するかを SSPBで意思決定する。その
ことにより、地方自治体と警察のプールした予算の額よりも、当該サービスに必要な資源
に焦点があたることとなった。このことにより、市民やコミュニティにとって必要なサー
ビスが確保され、より安全な社会が実現しているものである。このように、ヒアリング調
査からもプール予算が理想的な予算モデルであることが確認できた。 
 これまで考察してきた連携予算とプール予算の二つの予算モデルは、英国公共サービス
の仕組みのなかに組み込まれており、さまざまな制度で活用されている。特に、第 3章で
整理した医療と社会福祉の統合を目的とした地方自治体と NHS の官官連携のコラボレー
ションにおいては、プール予算が活用されており、国の交付金の受け皿を地域に構築する
官民連携のコラボレーションにおいては、連携予算とプール予算が活用されている。第 6
章以降では、具体的に、連携予算とプール予算がこれらの制度のなかでどのように使用さ
れ、効率的でサービス利用者の需要に適合した公共サービスを提供することに、どのよう
に貢献しているかを考察することとする。 
 
 
（注） 
 
1 Raine, J. W. and P. A. Watt, ‘Budgetary Models，Motivation and Engagement in 
Financial Collaborations’, Public Management Review, 2012, p.14. 
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2 CIPFA, Aligned Budgets Bulletin 1: A Practical Guide for Local Authorities and 
NHSScolland, 2002, p.18. 
3 Ibid., pp.19-20. 
4 Ibid., pp.20-21. 
5 Ibid., p.22. 
6 Ibid., pp.22-23. 
7 Ibid., pp.23-24. 
8 Ibid., pp.24-25. 
9 Raine, J. W. and P. A. Watt, op.cit., pp.9-17. 
10 DCSF, Agreement Template for a Pooled Fund Section 10 of The Children Act 2004, 
2004, p.4, para.2. 
11 Ibid., p.6, para.13. 
12 CIPFA, Pooled Budgets A Practical Guide for Local Authorities and the National 
Health Services, 2009, p.23, para.145. 
13 Ibid., p.23, para.142. 
14 DCSF, op.cit., p.40. 
15 予算プランは、子ども・若者計画（Children and Young People’s Plan：CYPP）の下
位に位置づけられるこの計画に基づいて、少なくとも年 1回は作成される。 
16 DCSF, op.cit., pp.18-19. 
17 Ibid., pp.26-27. 
18 Raine J. W. and P. A. Watt, op.cit., pp.10-12. 
19 Ibid., pp.9-17. 
20市民による無給の警察官をさす。 
21 Lewis, C., ‘The Safer Sutton Partnership Service: Blueprint for the Future’, The 
Police Journal, Vol.86, 2013, p.17. 
22 英国において警察を所管する内務省によるもので、犯罪予防は、幅広い機関の責任で
あり、犯罪を減少させる最善の方法は、幅広い複数機関によるコラボレーションである
ことを強調した。 
23 Lewis, C., op.cit, p.17. 
24 Ibid., pp.19-21. 
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25 Ibid., p.20. 
26 Lowe, T. and M. Innes, ‘Can We Speak in Confidence? Community Intelligence and 
Neghbourhood Policing v2.0’, Policing and Society, Vol.20, No.3, 2012, p.302. 
27 Lewis, C., op.cit., p.21. 
28 Ibid., pp.22-23. 
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第 6章 ジョイント・コミッショニングとプール予算の有用性 
 
 
Ⅰ 医療と社会福祉の統合におけるジョイント・コミッショニングの意義 
 
 第 4章では、二つの予算モデルである連携予算とプール予算の特性を抽出し、比較検討
を行った。そのうえで、プール予算のほうが理想的な予算モデルであるが、二つの予算モ
デルは、優劣の関係にあるものではなく適性のあるコラボレーションが異なることから、
連携予算とプール予算が出現する環境条件について考察を行った。それを受けて、第 5章
では、それぞれの予算のマネジメントおよび活用事例の考察をとおして、第 4章で確認し
た環境条件との関係について考察した。 
 本章から第 8章においては、二つの予算モデルである連携予算とプール予算が、英国公
共サービス提供のための組織間連携でどのように使用されているかについて考察を行う。
本章では、官官連携として、地方自治体と国民医療サービス（National Health Service：
NHS）の組織間連携を取り上げる。英国においては、医療、社会福祉ともに税を財源とし
て提供されている。医療は国税を財源として、NHS が原則無料で提供しており、社会福
祉は中央政府の交付金やカウンシル税を財源として地方自治体が提供している。地方自治
体とNHSとの組織間連携は、NHSの創設以降、医療と社会福祉の統合という大きなテー
マのもとで取り組まれてきた。特に、1999年医療法（Health Act 1999）において、地方
自治体とNHSの初期診療トラスト（Primary Care Trust：PCT）によるプール予算を活
用した取り組みが可能となり、2004年児童法（Children Act 2004）でプールが可能な主
体の拡充、2006年国民医療サービス法（National Health Service Act 2006）において、
地方自治体と PCTとのジョイント・コミッショニングが可能となった。2010年 5月に誕
生した保守党・自由民主党連立政権では、NHS改革の一環として、2012年医療・社会福
祉法（Health and Social Care Act 2012）により、PCTを再編して診療委託グループ 1
（Clinical Commissioning Groups：CCGs）が設置され、ジョイント・コミッシニングが
さらに推進されている。このように、NHS の改革とともに地方自治体とのコラボレーシ
ョンが模索され続けてきたのである。 
 本章の目的は、地方自治体と NHS による組織間連携のうち、地方自治体と NHS が、
医療と社会福祉のサービスを協働して調達する仕組みであるジョイント・コミッショニン
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グについて考察することにより、ジョイント・コミッショニングに使用されているプール
予算が、コラボレーションにおいてどのような役割を果たしているのかを明らかにするこ
とである。 
 そのためにはまず、ジョイント・コミッショニングの前提として、地方自治体、NHS
等で公共サービス提供のために活用されているコミッショニング 2の役割と意義について
整理する必要がある。コミッショニングについて、中央政府の各省庁等から公表されてい
るコミッショニング・モデルの一つを考察したうえで、カウンティであるサリーにおける
ヒアリング調査の考察を行う。そのことにより、サービス発注者、サービス提供者および
利用者間のコラボレーションをとおして分析、計画、提供および評価を行い、効率的でよ
りサービス利用者の需要に適合した公共サービスをめざしている仕組みであるコミッショ
ニングの意義と役割を明らかにする。これらを踏まえたうえで、ユニタリーであるスウィ
ンドンとブライトン&ホ―ヴにおいて、事務総長または関係部長等に対して実施したヒア
リング調査をとおして、地方自治体と NHS による組織間連携のコラボレーションである
ジョイント・コミッショニングにおけるプール予算の有用性について考察する。 
 
Ⅱ コミッショニングの意義と役割 
 
１ コミッショニングによる公共サービスの提供 
 英国における公共サービスは、コミッショニングという手法で提供されている。コミッ
ショニングに関しては、中央政府の各省庁等からさまざまなモデルが公表されている。
Bovaird ほか（2014）は、それらを整理し、中央政府によってコミッショニングの明確な
定義が示されなかったことが原因で、地方レベルでさまざまなコミッショニング・モデル
が出現し、それぞれにメリット、デメリットがあることを指摘している 3。また、相当数
のモデルがあるなか、コミッショニング・サイクルは、①ニーズの評価、②優先順位と成
果の特定、③これらの成果を達成する仕様の設計、④この仕様に適合する提供者への委託、
⑤成果の提供の管理、⑥モニタリング、検証、将来のコミッショニングのための学習の段
階を伴うものとして一般化が可能であるとされている 4。 
 以下では、2003 年に開発されて以降、コミュニティ・地方自治省（Department for 
Communities and Local Government：DCLG）に採用され、さまざまな公共機関に使用
されていること、また、2014年に詳細な文献が公表されていることから、オックスフォー
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ド・ブルックス大学の公共ケア機構 5（Institute of Public Care）が公表しているモデル（以
下「IPCモデル」という）について、各段階の概要について検討する。 
 
２ IPCモデルの特徴 
 IPCモデルは、図表 6-1のとおり、分析（Analyse）、計画（Plan）、サービスの確保（Secure 
services）および再検討（Review）の 4 段階で構成される。特徴として、「戦略的コミッ
ショニング（外周）と調達、個人向けコミッショニング（内周）の関係性を示している 6」
ことがあげられる。戦略的コミッショニングは以下の活動で構成されている。 
 ① 分析（Analyse） 
 分析の視点は、誰が、いつ、どのようにコミッショニングを行うのか、戦略的なニーズ
評価、資源に置かれており、参画する機関の価値と目的、取り組まなければならないニー
ズおよび運営環境を理解することが重要である 7。ニーズの分析を行い、ニーズの優先順
位を明らかにするとともに、そのニーズを満たすための資源について分析する。資源には、
発注する側の資金調達に加えて、市場におけるサービス提供者の状況、すなわち、そのサ
ービスを提供する市場が醸成されていることも含まれる。 
 ② 設計（plan） 
 計画の視点は、コミッショニングのための戦略的分析ツール、戦略と利害関係者とのコ
ミュニケーションの管理、効果的なサービスの設計への方向性に置かれており、必要なも
のと活用可能なものとの間のかい離を特定すること、これらのかい離への取り組み方法を
計画することが重要である 8。計画において重要なのが、コミッショニング戦略である。 
英国の地方自治体においては、自治体全体、個別の政策、たとえば、高齢者、障がい者、
子ども・若者ごとにコミッショニング戦略が策定されている。 
 ③ サービスの確保（Secure services） 
 サービスの確保の視点は、市場開拓、調達および契約プロセス、個人向けサービスの契
約であり、必要とされるサービスが計画どおり提供されていることを保証することが重要
である 9。この段階では、特に、サービス提供者の下請けや孫請けの場合にリスクをどの
ように管理するのか、サービス利用者のニーズを満たさないサービスをどのように廃止 
（de-commissioning）するのかが課題となる。 
 ④ 再検討（Review） 
 再検討の視点は、サービスの業績管理、コミッショニングの廃止、バリュー・フォー・ 
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図表 6-1 IPCモデルにおけるコミッショニングと調達の 4段階 
        出所：IPC (2014), p.2. 
 
マネーの達成に置かれており、サービスの影響をモニタリングすることが重要である 10。 
 このように、コミッショニングは、事前のニーズや使用可能な資源の分析、ニーズと現
状のギャップ分析およびそれに基づくサービスの設計、市場やサービスの供給者の開発、
アウトカムに対する評価と計画や市場の業績の再検討を含む一連のサイクルである。 
 
Ⅲ コミッショニングに関する現地調査 
 
１ サリーにおけるコミッショニングの役割 
 筆者は、2015 年 2 月に、サリーでコミッショニングについてのヒアリング調査を行っ
た。サリーは、イングランドの南東部に位置するカウンティで、ロンドン近郊のホーム・
カウンティ 11の一つである。当日は、10時から議会が開かれ、2015/2016会計年度の予算
が上程されたのち、リーダーの演説、予算審議が行われる日であり、10時から議会を傍聴
し、リーダーの演説を聞くことができた。調査に対応していただいたのは、サリーの年金
基金と財政を担当している Phil Trigg氏、成人向け社会福祉サービス部門でコミッショニ
ングを担当しているシニア・マネジャーNorah Lewis 氏、英国勅許公共財務会計協会
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（Chartered Institute of Public Finance and Accountancy：CIPFA）南東支部長の Alison 
Sweeting氏と CIPFAの研修生 2名である。 
 
（１）サリーにおける成人向け施策の概要 
 Lewis 氏から、サリーにおける成人向け施策の概要について説明があった。対象は 18
歳以上の身体・知的障がい者と虚弱な高齢者、精神障がい者と学習障がい者である。サリ
ーのコミッショニングを導くものは、国が支持している良い事例（good practice）である。
2011年に、先進的な健康、医療、住宅の約 50の組織が構築した国のパートナーシップで
ある TLAP（Think Local Act Personal）12は、ケア・サービスを提供する方法を改革す
ることを目的としている。政府は、補助金による新たな支援をしようとしている。Lewis
氏は、この考えの背景には、公共サービスの中心は個人であること、すなわち、住民が自
らの生活をコントロールすることの重要性があることを強調した。 
 高齢者や障がい者などの住民をできる限り在宅で支援することが、一つの大きな方向性
である。このことを念頭に置いて、サリーで行っていることは、住民に直接「サービスに
何を求めているか」「それはどのようなものであるべきか」を尋ねている。これは、コ・デ
ザイン（co-design）と呼ばれている。そのための予算としては、中央政府の住民の意見を
聞くこと、住民が受ける資格のあるサービスにアクセスすることを支援する補助金と住民
が受給資格のある手当にアクセスすることを支援する補助金を受けている。どのようなサ
ービスを求めているのかを住民に聞くと、たとえば次のような声が聞こえてくる。「1本の
電話または 1 通のメールで連絡を取りたい」「世話をしてくれる人は、十分に訓練を受け
た人がいい」などである。誰かが障がいを持っているとか、病気であるということが焦点
なのではなく、人が焦点なのである。その人たちは、必要なときにアドバイザーやヘルパ
ーに来てもらうか、選択した場所で会いたいと考える。また、初期の段階からずっと同じ
人に支援してもらいたいと考えている。これらの意見をすべて収集し仕様を作成する。そ
して、その仕様で市場において入札を行い、一定の金額で何を提供できるかを提案しても
らうことになる。 
 その市場で重要な役割を果たしているのが、ボランタリー組織である。サリーでは、ボ
ランタリー組織が強く、十分に組織化されている。ボランタリー組織は、さまざまな分野
を専門とする職員を雇用している。50歳以上の人、視覚障がい者、手話ができる人などが
一緒に働いており、聴覚障がい者の団体とも協働している。また、復職を支援する職業紹
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介所（employment agency）とも協働している。 
 
（２）自治体職員の役割とモニタリングの重要性 
 それでは、自治体職員は何をしているのかというと、これらの組織の一つに外部委託
（commission）している。サリーには、福祉をリードする組織（lead welfare organisation）
が存在し、リードプロバイダー・モデルと呼ばれている。自治体とサードセクター13のコ
ミッショニングにおいては、サードセクター側は規模の経済性を発揮するため、コンソー
シアムによる入札や主プロバイダーらの下請け（sub-contracting）が行われる。リードプ
ロバイダー・モデルでは、自治体と契約するのは主プロバイダーのみで、自治体は主プロ
バイダーのみに経費を支払う。主プロバイダーがパートナーとともにサービスを提供し、
パートナーやサービス提供方法は、主プロバイダーが管理することとなる。 
 サービス開始後のコミッショニング期間は、ほとんどが少なくとも 3年であり、前述の
2件の補助金のための事業は、有効性（efficacy）の点から 4年となっている。サービス提
供者は、可能な限り長い期間が望ましく、5 年以上が理想であると主張している。3 年間
は短すぎると Lewis氏は主張した。 
 サービスが提供され始めると、自治体等は 3か月ごとに、四半期モニタリング会議と呼
ばれる会議を開き、多くの情報を共有する。コミッショニングにおいては、ケーススタデ
ィを得るためのモニタリングが重要である。それらは、サービス利用者に関する物語を我々
に語り、そして、住民が直面している問題を可視化することが可能となる。また、サービ
スに関する苦情を記録している。規定では、苦情があったときは、1 営業日以内に受け付
けられ、担当に回される。3 営業日以内に、担当者がその人に連絡をして、状況を管理す
ることになる。これらの苦情は半期ごとに管理される。また、擁護サービス（advocacy 
service）の提供前後における質問票を導入した。そのことにより、サービス利用者が、職
を探すことやコミュニティに参加することに不安を感じていることなどサービスを受ける
前に感じていたことや、サービスを受けた後に感じたことを知ることができる。また、サ
ービスが住民の支援となっているか、サービスにより住民の生活が良くなっているかなど
のデータを保有することが可能となる。二つの補助金に係るサービスの評価については、
コストや数字についてのみでなく、価値について詳細に行う。60％が質で 40％が量である。
サリーの担当職員は質の良いサービスに関心がある。 
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（３）サードセクターの役割 
 サリーにおける擁護のための二つの補助金に不可欠のボランタリー組織は、サリー障が
い者パートナーシップ（Surry Disabled People’s Partnership: SDPP）である。身体障が
い、感覚障がいの住民との協働を専門としている。50歳以上の住民を対象とするエイジ・
UK（Age UK）、視覚障がい者団体のサイト・フォー・サリー（Sight for Surry）、聴覚障
がい者団体のデフ・ポジティブズ（Deaf Positives）などが構成員である。このほかにも
YMCA、チャリティのギルドフォード・アクション・フォー・ファミリーズ（Guildford 
Action for Families）などがコラボレーションを構築しており、カウンティ全体でのサー
ビスを保証している。 
 コラボレーションのパートナーについて、Lewis氏は、SDPPのようなボランタリー組
織、ディストリクト、バラなどが非常に良い関係にあると述べた。コミッショニングがう
まく機能していないということは、パートナーとの関係性が良くないことを意味する。サ
リーでは、住民からの苦情はほとんどなく、スタッフの報告でも、サービスの利用におい
て苦情がないことが記されているなど、コミッショニングは機能しているとの認識である。
すべてのグループと３か月ごとにモニタリング会議を開催することで、パートナーとの良
好な関係を築くことができている。もし、パートナーが、何かがうまくいっていないと言
えば、それを解決しようとするため協働し再発を防止する。サリーでは、プロバイダーと
の関係性は良い。サリーにおいても、ボランタリー組織とローカルコンパクト 14による合
意があり、基本的に 6か月前の予告なしに資金を引き上げることはできない。 
 
（４）BCFの創設 
 コミッショニングの財源としては、より良いケア交付金（Better Care Fund：BCF）が
ある。BCFは中央政府の資金であり、医療と社会福祉がコラボレーションを構築すること
で、住民へ切れ目ないサービスを提供しようとするものである。住民にとっては、サービ
ス提供者が医療側でも社会福祉側でも関係なく、現実に受けているサービスが重要である。
自治体でも、中央政府の考えに従い、コラボレーションを構築し、より良く協働すること
で、住民が切れ目のないサービスを受けられていることを確かめようとしている。そして、
サービスの重複を避けようとしている。医療と社会福祉が予算をプールすることで、住民
が適時に適切なサービスを受けていることを確認しようとしているということである。サ
リーは、六つの診療委託グループ（Clinical Commissioning Groups：CCGs）にわかれて
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いる。サリーは、コミッショニングを CCGsのエリアで見ており、サービスが重要事項に
適合するように調整しようとしている。 
 サリーでは、ミッション 90というプロジェクトを実施している。多くの住民が 87歳ま
でに老人ホームに入所しているが、それを 90 歳まで押し上げようとするものである。そ
のためには、コミュニティにおける良いサービスや交通手段が必要であり、GP の予約が
でき病院やデイケアに行くことができなければならない。これらが、BCFが実現しようと
していることである。BCFについては、第 7章で詳述する。 
 BCFはプール予算を使用する。中央省庁から資金が交付され、それをプールし、この地
域でこれらのサービスが必要か、そして、BCFから支払うことができるかを確認する。答
えが「いいえ」なら、それを提供するほかの方法を探す必要がある。実際に提供されてい
るサービスを見て、まだ必要か、提供したいと思っているサービスが提供できているかを
追跡調査する。できていない場合は、デ・コミッショニングまたはサービスの中止の可能
性がある。プール予算の例としては、医療と社会福祉がプールして、昇降機、歩行補助器、
キーボックスなどの住宅改修事業に要した経費をそこから支出している事例がある。 
 
（５）関係性マネジメントの重要性 
 CIPFA南東支部長の Sweeting氏は、過去 15年から 20年に学んだことの一つに関係性
マネジメントの重要性があることを指摘した。かつては、コミッショニング、アウトソー
シングのいずれの仕組みにおいても、プロバイダーが成し遂げられなかった場合は、改善
の機会ではなく、財務的なペナルティを課していた。当時は、関係性マネジメントを重要
視していなかったが、今ではかなり改善されている。Lewis氏は、関係を築くために、仕
様を作成するときに、プロバイダーの公開日を設けていていることを紹介した。その日は、
サービスに関心のある者であれば、だれでも参加できる。我々は、彼らに求めているサー
ビスを伝え、「お互いに話をして、パートナーを組むかもしれないと思っている相手を見る
チャンスである」と彼らに言う。ボランタリー組織のカップリングパーティ（speed dating）
のようなものであり、サリーは、パートナー同様、ボランタリー組織にもこれを促進しよ
うとしている。なぜなら、ボラタリー組織が強力であるほど、サービスが良くなることを
我々は知っているからである。我々の関心は、彼らとの間に強力な関係性を育み、良い方
法で競争することであり、その結果、彼らは自分たちが満たすべき要件に適合することを
知ることとなる。それは、Sweeting 氏が述べたような懲罰的な方法ではなく、ボランタ
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リー組織等とコラボレーションを構築する有用な方法である。 
 コミッショニングの促進要因は、サービスを利用者と協働で設計するコ・デザインと協
働で実施するコ・プロダクションである。コミッショニングはサイクルの形態をとり、か
い離を認識し、計画し、そして検証する。そのことが変化につながる。コミッショニング・
サイクルは、プロバイダーとの関係においても、中心をなすものである。コ・デザインの
点では、サリーには、相当数のフォーラムが存在する。フォーラムとは、サービスのフィ
ードバックを提供するため、定期的に中央政府へロビー活動を行うグループである。この
ような取り組みは他でも実施されているが、サリーは、コ・プロダクションで公共サービ
スを購入し、コ・プロダクションを仕様の基礎にしている数少ない自治体の一つである。 
 
Ⅳ ジョイント・コミッショニングの背景と推進 
 
１ ジョイント・コミッショニングの背景 
 ジョイント・コミッショニングの背景について、Dickinson ほか（2013）は、「近年、
医療と社会福祉政策は、コミッショニング主導のアプローチの重要性と効果的な医療と社
会福祉のパートナーシップの必要性が、ますます強調されるようになってきている。これ
ら二つの課題の組み合わせにより、政策として、医療と社会福祉のジョイント・コミッシ
ョニングの必要性に、より一層焦点があたっている 15」と指摘している。すなわち、英国
の公共サービスにおいてコミッショニングが代表的な手法となってきたこと、医療と社会
福祉の公共サービスにおいてパートナーシップや統合が推進されてきたことの二つの政策
が重なった部分で制度化されてきた仕組みが、ジョイント・コミッショニングなのである。
ジョイント・コミッショニングは、ある程度まで活用されており積極的な制度だと認識さ
れている 16。英国においても、その効果は十分に検証されていないが、実務としては幅広
く取り入れられており、サービス発注者等からは優れた制度として認識されているもので
ある。Dickinsonほか（2013）が取り上げているケーススタディでは、ジョイント・コミ
ッショニングは、組織的、構造的、ときには文化的な変化をもたらす概念の枠組みとして
活用されている 17。 
 Dickinsonほか（2013）は、ジョイント・コミッショングに至る経緯を以下のように整
理している 18。1970年代には、共同協議委員会（Joint Consultative Committees）と共
同計画グループ（Joint Planning Groups）が存在し、1990年代には、ジョイント・コミ
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ッショニングが、保守党政権により公共サービスの語彙集に追加されることとなった。近
年になると、より戦略的で地域ベースになってきている。1970年代からジョイント・コミ
ッショニングの必要性は認識されていたが、PCTが出現して 2010年代以降に、制度とし
て確立されてきたものである。2010年にNHSが公表した白書では、「NHSと地方自治体
間の共同計画の仕組みは維持されなければならない。PCTと地方自治体の協働やジョイン
ト・コミッショニングは、患者、サービス利用者および介護人にとってより良い成果をも
たらすことが、一層重要になってきている 19」と指摘されている。ジョイント・コミッシ
ョニングは、関連する組織間の協働とコミュニティとの協働により、サービスの設計と提
供に限られた資源を最適に使用し、成果を改善することに関心がある。 
 ジョイント・コミッショニングでは、地方自治体と CCGs は、プール予算を使用する。
Dickinsonほか（2013）は、四つのケーススタディすべてにおいて、プール予算が使用さ
れていたことを指摘している 20。プール予算は、ジョイント・コミッショニングの基礎と
なる仕組みであり、医療と社会福祉の予算を共有し、その効果を最大限に生かす仕組みで
ある。具体的な効果としては、発注者が、医療の需要なのか社会福祉の需要なのかを定義
づけする必要がなくなり、需要への説明責任を回避しようとするインセンティブを取り除
くことが可能となる 21。すなわち、プール予算を使用して予算を一つにまとめることによ
り、医療と社会福祉全体で地域または個人が必要としている公共サービスの提供が検討さ
れることとなり、サービス利用者の視点に立った公共サービスの提供が可能となるのであ
る。 
 Dickinsonほか（2013）は、ジョイント・コミッショニングを規模、構造および実務と
プロセスの視点から考察している 22。規模の視点では、①戦略、運用レベル、②地域ベー
ス、実務ベースおよび個人ベース、③国、地域、戦略、運用および個人などの分類が存在
する。ジョイント・コミッショニングを推進するための構造は、地域の優先順位、サービ
ス利用者および人口によりさまざまな類型が存在する。実務とプロセスでは、ジョイント・
コミッショニングは、1999年医療法第 31条および国民医療サービス法第 75条に法定さ
れており、①予算をプールすること、②リード・コミッショナーを任命すること、③サー
ビスを統合することの三つの柔軟性を備えている。そのなかでも、国の評価ではプール予
算が最も一般的な選択肢であり、医療と社会福祉の総支出の 3.4%を占めている。パートナ
ー間の経費削減のインセンティブにより、ジョイント・コミッショニングの財務の問題に
焦点があたることになる。すなわち NHS が、高額な救急への入院を予防するために地方
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自治体が従前から行っていた予防的な活動に予算を投入し、地方自治体が、退院後に施設
入所による介護よりもコミュニティのなかで介護する手段としての中間ケア・サービスに
予算を投入することなどがその例である。 
 
２ NHS改革によるジョイント・コミッショニングの推進 
 ジョイント・コミッショニングにおけるプール予算の有用性は、NHS 改革の文脈のな
かで理解することが重要である。NHSに関する最も重大な改革の一つは、NHS内部に擬
似市場（quasi-market）を創出し、NHSの経営に競争原理を導入しようとした 1990年国
民医療サービスおよびコミュニティ法（National Health Service and Community Act 
1990）による購入者と提供者の分離（purchaser-provider split）である。 
 中西（2010）は、1990年国民医療サービスおよびコミュニティ法に至る経緯を述べ、「具
体的には、NHS および地方自治体の機構を、サービスの『供給主体 provider』と『購入
主体 purchaser』とに分離することによって、内部市場および準市場を創設するというも
のである 23」と指摘している。すなわち、中央政府、地方自治体および NHSなどは、サ
ービス購入者または市場開拓によるサービス促進者（enabler）となり、民間企業、社会的
企業（Social Enterprise）、NPO、チャリティなどの市場または準市場による公共サービ
スの提供をめざしたものであり、市場原理による効率性を追求しているものである。 
 英国の医療は、ゲートキーピングの仕組みが導入されており、国民は自分の家庭医を決
めて登録し、通常の診察は、まず家庭医を受診しなければならない。松田（2013）は、1990
年国民医療サービスおよびコミュニティ法以前と以後の医療制度を図表 6-2 および図表
6-3のように整理している 24。1990年国民医療サービスおよびコミュニティ法による購入
者と提供者の分離以前は、国税が保健当局に予算として配分され、そこから病院および家
庭医へ予算が配分されるシステムになっており、保健当局が医療予算を持ち直接医療サー
ビスを提供していた。この仕組みの問題は、競争原理が存在しないことであり、公的医療
の非効率の要因ともなっている。 
 1990 年国民医療サービスおよびコミュニティ法による購入者と提供者の分離後は、
NHS の内部であることに変わりはないが、病院は独立した経営主体となった。保健当局
と病院との価格交渉によってサービスを購入する仕組みへと変更となったのである。この
ことにより、病院間の競争を促し効率性および質の競争を促進している。家庭医にも、登
録患者のために病院での医療を購入する権限と予算が認められている。このことも、病院 
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図表 6-2 1990年国民医療サービスおよびコミュニティ法制定前の医療制度 
      出所：松田（2013）、282頁。 
 
図表 6-3 1990年国民医療サービスおよびコミュニティ法制定後の医療制度 
   出所：松田（2013）、283頁。 
 
間における質の競争を促進する要因となっている。予算は、初期診療に加えて病院医療を
購入する予算が配分されている。病院へは、サービス購入の代価として予算が支払われる
こととなる。購入者と提供者の分離により、病院間の効率性および質の競争を促進し、そ
のサービスを保健当局が購入するという仕組みを確立することで、NHS 内部に擬似市場
を構築しようとしたものである。 
 しかしながら、このことは誰でも公平に医療を受けることができるという NHS の原則
を脅かすこととなり、1997 年 5 月に誕生したトニー・ブレア率いる労働党政権は、擬似
市場における競争ではなく、組織同士が協力するアプローチを採用した。The Stationery 
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Office（1999）では、困難ではあるものの達成可能な目標の一つとして、医療を改善する
ため地方自治体と NHS の統合促進が掲げられている。このような NHS 改革の流れと政
権交代による競争から協働への流れのなかで、より一層効率的でサービス利用者の需要に
あったサービスを提供するために取り組まれたのがジョイント・コミッショニングである。
現在でも、医療サービスの多くは NHS、社会福祉の多くは地方自治体により提供されて
いる。NHS の所管する医療と地方自治体の所管する社会福祉の一部を統合することによ
り、医療と社会福祉の切れ目のないサービスを提供するプロセスを改善し、連携による資
源の有効活用による効率性を追求することが、ジョイント・コミッショニングの目的であ
る。ジョイント・コミッショニングは、地方自治体と PCT による取り組みである。PCT
は、個々の家庭医が予算を管理する仕組みから、医療職のグループにより包括的に予算を
管理するため、2001年に設立されたものである。このことにより、サービスを調達するた
めのコミッショニングの機能が一層重要となり、地方自治体と PCT によるジョイント・
コミッショニングへとつながったのである。 
 ジョイント・コミッショニングの根拠法は、地方自治体と NHS 間の仕組みを規定した
2006年国民医療サービス法第 75条であり、プール予算の根拠規定でもある。具体的には、
一つまたは複数の NHS の主体と一つまたは複数の地方自治体が、プール予算を使用して
予算をプールし、そこからサービスに必要な経費を支出することを可能にしている。その
なかで、切れ目のない医療と社会福祉サービスを提供するため、両者の重なる部分につい
て協働でコミッシニングを実施する仕組みがジョイント・コミッショニングである。 
 2012年医療・社会福祉法により、PCTを再編して CCGsが設置された。図表 6-4のよ
うに、これまで以上に、地方自治体と NHS のコラボレーションを強化し、地方自治体と
NHS からの予算をプールした CCGs により、医療サービスである初期診療、病院サービ
ス、医療と社会福祉の双方が関係するメンタルヘルスサービス、そして社会福祉である介
護サービスをサービス提供者から購入して、プール予算から支出する仕組みであり、プー
ル予算の役割が一層重要になっているものである。 
 
Ⅴ ジョイント・コミッショニングに関する現地調査 
 
 イングランドにおいて、地方自治体と CCGsによって実施されているジョイント・コミ 
ッショニングによる効率性の追求に関して、二つのユニタリーでヒアリング調査を行った。 
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図表 6-4 CCGsにおけるプール予算の役割 
     出所：松田（2013）、287頁。 
 
１ スウィンドン市 
 2016年 7月に、スウィンドン市庁舎を訪問し、成人向けサービス部長（Director Adult 
Social Service）の Sue Wald氏、戦略・開発課長（Strategy and Development Manager）
の Phillipa Lamb氏、スウィンドン診療委託グループの財務課長補佐（Deputy Financial 
Officer at Swindon Clinical Commissioning Groups）のMatthew Hawkins氏からスウ
ィンドン市の概要および医療と福祉の課題についてヒアリングした。スウィンドンにおけ
るヒアリング調査から、効率性を達成するための要因としては、以下のことが考えられる。 
 
（１）地方自治体と CCGsの密接な関係 
 スウィンドンは、人口 215,000人のユニタリーであり、周辺にはグロスタシャー、ウィ
ルトシャー、オックスフォードシャーなどの大きなカウンティが存在するため、非常に小
規模な圏域となっている。小規模圏域であるため、市と CCGsが多くのことで連携してお
り、小規模圏域における地方自治体と CCGsの連携の成功事例ということができる。この
ことは、スウィンドン市民の健康状態がイングランド平均を上回っているとのヒアリング
結果からも明らかである。しかしながら、地方自治体と CCGsが開催したワークショップ
131 
 
では、救急患者のうち在宅に戻れたのは 27％であり、このことをさらに進めれば経費節減
につながること、福祉サービスの家事支援と CCGsの保健師が、同じ患者を担当している
割合が、現状では 20％とあまり高くないことなどの課題がある。今後は、保健師、開業医、
コミュニティ医、NHS の病院が、より連携することが必要であり、そのことが、人々が
入院しないで過ごせることにつながるのである。 
 また、グロスタシャーで実務経験のある Lumb氏は、このような良好な関係は存在しな
かったと述べている。そして、スウィンドンの良好な関係は、小規模自治体であること、
パーソナリティとネットワークによるものであると指摘している。Wald 氏は、毎週月曜
日の朝にCCGsを訪問しているとのことである。 
 
（２）プール予算 
 スウィンドンにおけるジョイント・コミッショニングは、地方自治体と CCGsによるプ
ール予算を使用した仕組みであり、子ども向けサービス、成人向けサービス、メンタルヘ
ルスに関するサービスで実施している。圏域内にはCCGsとNHS病院は一つずつ存在し、
スウィンドン市の予算は1億4,700万ポンド、CCGsの予算は2億5,000万ポンドであり、
CCGsの予算のうち 1億 3,000万ポンド（52％）が病院のための予算である。 
 地方自治体、CCGsともに限られた財源のなかでは、特定の政策に対する経費を一つに
まとめる仕組みは効率的な手法であるといえる。ジョイント・コミッショニングでは、毎
年、両者が予算をプールするとき、サービスに支出する経費をどのように意思決定するか、
どのように合意するかが重要である。基本的には、地方自治体、CCGsが、サービスにど
れだけの経費がかかるか、どれだけの経費を使えるのかを、個別に検討する。自治体側で
は、高齢者がどれくらい増え、そのための経費はどうなるのか、学習障がいを持った人々
のための経費はどうなるのかなどを検討し、その後、そのサービスに使える経費、節約す
べき経費を検討する。一方、CCGsでは、病院にどれだけの経費が必要かを検討する。 
 そして、両者を一つにする。そこでは、余裕があることは何か、また中止しなければな
らないことは何かが議論される。実際、必要な支援を提供していない小規模チャリティへ
の支払いを今年度から中止した。ときには、市が、自閉症の児童のためにもう少し経費を
支出するようCCGsに求めたが、CCGsは予算がなく、子どもがサービスを待つような困
難な場合があった。しかし、そういうときでも正直に資金がないことを伝える。両者は、
月次で双方の支出を確認しており、自治体側は CCGsの財務状況を理解し、CCGs側は自
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治体の成人向けサービスの財務状況を理解している。また、毎月会議を開き、プール予算
の状況、業績および課題を確認しており、その報告は共有されるとともに、健康・福祉増
進委員会（Health and Wellbeing Boards：HWBs）へも提出されている。 
 プール予算の形態をとらなくても、自治体と CCGsは、共通のアウトカムと優先順位に
合意している。そのためには、自治体が仕事をしても CCGsが仕事をしても、どちらでも
かまわない。それを試行し共有することが重要である。連携のための最新の仕組みは、中
央政府が 2015年 4月に創設した BCFによる取り組みである。そのための合意書には、ジ
ョイント・コミッショニング、HWBs、優先順位について簡潔にまとめられている。 
 プール予算に関しては、地方自治体と CCGsは、2006年国民医療サービス法第 75条に
よるポット 25に加え、別のポットも有している。一つは 40％から 60％のリスクを共有し
ているが、ほかのポットは誰が予算をプールするか、誰が説明責任を負うかによって異な
る。自治体の成人向けサービスは小規模であるため、たとえば、入院患者数などのコント
ロールできないリスクをとらない。それぞれのサービスのリスクは、それぞれでとるよう
になっている。あらかじめ、リスクをとる主体を決めておくことは、連携を効率的に進め
ることにつながるものである。 
 
２ ブライトン＆ホーヴ市 
 2016年 7月に、ブライトン＆ホーヴ市庁舎を訪問し、事務総長室にて、事務総長（Chief 
Executive）のGeoff Raw氏、財務・資産室長（Head of Corporate Finance and Resources）
の James Hengeveld氏、子ども支援室長（Head of Sure Start）のCaroline Parker氏か
らブライトン＆ホーヴ市の概要および医療と福祉の課題を調査した。ブライトン＆ホーヴ
におけるヒアリング調査から、ジョイント・コミッシニングによる効率性を達成するため
の要因としては、以下のことがあげられる。 
 
（１）ジョイント・コミッシニングの促進要因 
 ブライトン＆ホーヴ市におけるジョイント・コミッショニングの促進要因としては、①
財政に関する要因、②異なる制度設計への理解があげられる。ブライトン＆ホーヴ市では、
これまでに全体の予算額を 30％減額してきており、今後 3年でも 6,400万から 6,500万ポ
ンドの削減を行わなければならない。そのための課題の一つとなっているのが、医療と社
会福祉の統合である。英国では医療と社会福祉の支出の削減目標は 8％だが、ヨーロッパ
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の他の国々は 9％から 12％の間であり、アメリカは 18％である。他の国に比較すると効
率的に見えるが、ブライトン＆ホーヴ市の病院は、予算目標を満たしておらず、予算超過
となっている。一方で社会福祉も、需要の増大、資金の減少で予算をオーバーするリスク
を抱えている。このような財政に関する要因により、ブライトン&ホ―ヴ市では、医療と
社会福祉の統合を一層進め、切れ目のない効率的でサービス利用者の需要に適合したサー
ビスを提供することが求められており、そのためにジョイント・コミッショニングに取り
組んでいる。 
 NHS は中央政府大臣、地方自治体は地方選出議員に対して、それぞれ異なるレベルの
説明責任が存在するという課題にもかかわらず、ジョイント・コミッショニングには、経
済的または予算的な促進要因がある。すなわち、ジョイント・コミッショニングは、異な
る制度設計への理解を前提とした制度である。病院は短期で高コストの介入として設計さ
れており、社会福祉とは哲学や事業の促進要因が異なる。それらを効率的に進めるために、
さまざまな委員会、たとえば、健康・福祉増進委員会（Health and Wellbeing Boards：
HWBs）が設置されている。また、戦略も重要な役割を果たしている。実務レベルでは、
異なるシステムを統合して、支出を減少させる方法のために設置されたより良いケア委員
会（Better Care Board）がある。 
 
（２）市場の開発、契約方法の見直し、モデルの開発、職員派遣制度 
 ブライトン&ホ―ヴ市では、経費削減によって、効率性の追求による長期のアウトカム
に関心が向けられるようになり、市場への支出により、医療のより良いアウトカムが達成
されようとしている。ジョイント・コミッショニングが優れた制度として成立するための
前提は、実際にサービスを提供するプロバイダー市場が豊かで安定していることである。
そのことによって効率的なサービスが提供可能となる。そのため、地方自治体では、サー
ビス提供者を集約することや、事業計画を策定しやすいようにサービス提供者と長期契約
を締結することなどに取り組んでいる。また、中央政府は、2015年 4月から新たに BCF
を創設し、医療と社会福祉の統合を加速しようとしている。 
 英国地方自治体協会（Local Government Association：LGA）は、より良いサービスの
ためのコミッショニングの資料を公表しており、ブライトン＆ホーヴ市の事例を紹介して
いる 26。薬物、アルコールおよびDVに関するパイロット事業からの教訓をもとにインテ
リジェント・コミッショニング・モデル（intelligent commissioning model）が開発され
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ている。成果としては、より良いサービスの優先順位、アウトカムの改善、予算の削減、
コミュニティの参画の 4点があげられており、過去 12か月でアルコールによる傷害事件
が 20％減少していることが示されている。 
 また、効率性の向上には、当初のシステム設計が非常に重要である。たとえば、英国で
は、医療費が無料であるため、予約だけして受診しない者が多数現れることになる。その
数字は、10～20％とのことであり、このような事態は、効率性に直接影響する。ブライト
ン＆ホーヴでは、誰もが無料で高額な処置を享受でき、長生きできると言っているが、資
金不足によりシステムは機能せず病院は赤字に苦しんでいるのが現状である。 
 地方自治体と NHS により、効率的に医療と社会福祉のサービスを提供するための仕組
みとして職員派遣制度（secondment）がある。医療と福祉の職員を同じ管理者のもとに配
置し、効率的にサービスを提供しようとしているものである。しかしながら、この制度に
より実施していた訪問サービス（Health Visiting Service）が 2015年 3月で打ち切られ、
現在は、それぞれの組織で同様のサービスを実施している。その理由については、医療に
関する説明責任が強調されすぎるという問題があるとされている。効率性を追求するため
の制度においても、経費の削減が適正な範囲を超えた場合は、制度自身の見直しの議論に
つながることになる。 
 
３ 現地調査の考察 
 いずれのユニタリーにおいても、医療と社会福祉の統合をめざして、2006年国民医療サ
ービス法第 75 条の合意によるジョイント・コミッショニングに取り組んでいる。スウィ
ンドンでは、小規模圏域の強みを生かして、地方自治体と NHS が密接な連携を行ってお
り、良好なサービスを提供している。ブライトン＆ホーヴでは、厳しい財政状況が取り組
みの背景にあり、経済的または予算的な促進要因があることが確認できた。 
 ジョイント・コミッショニングでは、プール予算を使用し、地方自治体と CCGsが一つ
のポットに財源を投入し、そこからサービスに必要な経費を支出する。プール予算の管理
は、地方自治体がホストパートナーとして行っている。自治体と CCGsは日常的に会議等
を行っており、そこには信頼関係が構築されていることが確認できた。特に、自らの財務
状況はもちろんのこと、パートナーの財務状態も十分理解したうえで、資金が不足してい
る場合は、率直に相手に伝えている姿勢は、信頼関係がなければ成立しないと考える。プ
ール予算では、リスクの異なる複数のポットを有していることが確認できた。プール予算
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は、設立のために明文化された合意を要する仕組みであり、リスクに関してもそれぞれの
プール予算ごとに合意されていた。 
 最後に、ブライトン＆ホーヴでは、適正な範囲を超えて効率性を追求しすぎると、かえ
って効率性の達成を阻害することの説明があった。そのような効率性の追求は、パートナ
ー間の信頼関係にも影響するものである。 
 
Ⅵ ジョイント・コミッショニングにおけるプール予算の有用性 
 
 本章では、英国の医療と社会福祉に関する公共サービスにおける地方自治体と NHS の
連携について、具体的な制度であるジョイント・コミッショニングを取り上げ、スウィン
ドンとブライトン＆ホーヴにおけるヒアリング調査から、効率性の達成を可能とする要因
を検討した。以下、一般化が可能であり、特に重要と考える要因について考察する。 
 第一は、医療と社会福祉という異なる制度に関する相互理解の重要性である。ブライト
ン＆ホーヴの事務総長が指摘しているとおり、医療と社会福祉では、サービスを構築する
前提となる考え方が異なっている。医療は高コストの短期的仕組み、福祉は平準化された
長期的仕組みである。こうしたことから、医療と社会福祉のサービスのジョイント・コミ
ッショニングにおいては、このような違いを認識して取り組むことが、資源を効率的に活
用するための連携を強化することにつながるものと考える。 
 第二は、地方自治体と CCGsの関係の重要性である。ヒアリング調査では、特に小規模
圏域であるスウィンドンにおいて、そのことが確認できた。地方自治体と CCGsにとって
重要なのは、サービス利用者にとって必要なサービスが提供できているかどうかというこ
とである。言い換えると、サービスに必要な経費が調達できていれば、地方自治体と CCGs
の貢献度は重要視されないということである。このことにより、サービス利用者の視点を
重視した効率的な資源配分が可能になるものと考える。 
 第三は、プール予算を活用することの重要性である。プール予算は、1999年医療法によ
り法制化され、当初は、地方自治体と PCT による取り組みに使用されたものである。そ
の後、2004年児童法でプールできる主体が拡がっている。地方自治体、CCGsともに財源
が限られたなかにおいて、予算を一つにするプール予算の仕組みは、資源の効率的な執行
につながるものと考える。 
 本章では、英国における公共サービス提供におけるコミッショニング、医療と社会福祉
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の統合という二つの政策により創出された制度であるジョイント・コミッショニングにつ
いて、ヒアリング調査を踏まえて考察を行った。ジョイント・コミッショニングは、地方
自治体とNHSの CCGsが予算を一つにまとめ、それを財源に医療と社会福祉の切れ目の
ないサービスを提供することを目的としている。その仕組みを可能にしているのが、プー
ル予算である。中央政府は、2015年 4月 1日から BCFを創設し、地域の地方自治体およ
びCCGsに交付することで、プール予算を活用した取り組みをさらに進めようとしている。
次章では、BCFにおけるプール予算の有用性について考察する。 
 
 
（注） 
 
1 PCTが行っていたNHSの予算管理、GP等からの医療サービスの購入を任されている。
GPのほか、専門医，看護師もメンバーとして参加している。CCGsを支援する全国組織
として、NHS医療委託委員会（NHS Commissioning Board）が設置されている。2013
年には、イングランドに 211 のグループが設立された。その後も、CCGs 同士の合併や
幹部職員の共同設置などの改革が取り組まれている。 
2 単にサービスを委託するだけでなく、サービスの分析、計画、確保、再検討を含むサイ
クルの形態をとる仕組みであり、適切な訳語が存在しないため、コミッショニングの用
語をそのまま使用している。 
3 Bovaird, T., H. Dickinson and K. Allen, ‘New models of strategic commissioning’, in 
John Clasby (ed) “Commissioning for Health and Well-being”, 2014, p.28. 
4 Cabinet Office, Modernising Commissioning: Increasing the role of charities, social 
enterprises, mutuals and co-operatives in public Service Delivery, December 2010, 
pp.7-8. 
5 医療と福祉における実証された公共ケア、コミッショニング、調達および市場育成を推
進するために 1987年に創設された。 
6 IPC, “Commissioning for Health and Social Care”, Sage Publications, 2014, p.11. 
7 Ibid., p.12. 
8 Ibid. 
9 Ibid. 
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10 Ibid. 
11大ロンドン（Greater London）が拡張したロンドンを囲む州で、東部のエセックス、
ハートフォードシャ―、南東部のバッキンガムシャー、バークシャー、サリー、ケント
をさす。 
12 50組織以上から構成される国内のパートナーシップであり、個人とコミュニティを基
礎とした支援をとおして医療と福祉を改革することを目的に設置されており、ロンドン
にあるチャリティの Social Care Institute for Excellence (SCIE)が代表を務めている。 
https://www.thinklocalactpersonal.org.uk/（2017年 10月 27日最終アクセス）。 
13英国においては、さまざまな規模のNPO等が存在する。そのため、入札のためのコン
ソーシアムの編成や主プロバイダーからの下請け、合併などの動きが見られる。 
14 1997年 5月に誕生した労働党政権は、地方自治体改革の方向性の一つに住民やサード
セクターの参画を位置づけ、1998年 11月にボランタリー・セクターとナショナルコン
パクトを締結した。1999年から政府主導で、ナショナルコンパクトの自治体版が作成さ
れるようになったのがローカルコンパクトである。 
15 Dickinson, H, J. Glasby, A. Nichold, S. Jeffers, S. Robinson and H. Sullivan, ‘Joint 
Commissioning in Health and Social Care: An Exploration of Definitions, Processes, 
Service and Outcomes, National Institute for Health Research Service Delivery and 
Organisation Programme, January 2013, p.12. 
16 Ibid., p.15. 
17 Ibid. 
18 Ibid., p.29. 
19 Ibid. 
20 Ibid., p.119. 
21 Ibid. 
22 Ibid., pp.30-35. 
23 中西典子「英国のコミュニティ・ケア改革とパートナーシップ政策－イースト・ロン
ドンのタワー・ハムレッツ区を事例に－」『地域創成研究年報』第 5号、愛媛大学地域創
成研究センター、2010年、123頁。 
24 松田晋哉「英国における近年の医療制度改革」『J UOEH（産業医科大学雑誌）』第 35
巻第 4号、2013年。282-283頁。 
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25 ヒアリングを行った地方自治体および CCGsの職員は、予算をまとめる場所のことを
potと表現していた。 
26 LGA, Commissioning for Better Public Services, July 2012, p.5. 
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第 7章 より良いケア交付金とプール予算の有用性 
 
 
Ⅰ 医療と社会福祉の統合とより良いケア交付金 
 
 第 6章では、地方自治体と国民医療サービス（National Health Service：NHS）の診
療委託グループ（Clinical Commissioning Groups：CCGs）により、効率性の追求を目的
として取り組まれているジョイント・コミッショニングにおけるプール予算の役割につい
て考察した。従前は、独立して取り組まれていた医療と社会福祉のサービスに係る予算を
一つにまとめて、サービス提供者から購入したサービスに対して支払うという仕組みであ
る。現在でも、医療サービスと社会福祉サービスの多くは、NHS と地方自治体によりコ
ミッショニングという手法で提供されているが、高齢者、障がい者・児、子ども向けサー
ビスなどの対人サービスは、医療と社会福祉が重なる分野であり、予算を一つにまとめる
ことにより、切れ目のない効率的なサービスを提供することが可能となる。 
 本章では、2015年 4月 1日から、地方自治体とNHSのプール予算を活用した官官連携
の取り組みを一層推進し、サービス利用者を中心とした医療と社会福祉のサービスを提供
するため導入されたより良いケア交付金（Better Care Fund：BCF）について考察する。
NHS イングランドは、医療と社会福祉のサービスの統合により、人々が自らの医療と健
康を管理し、可能なかぎりコミュニティで独立した生活を送ること、社会的弱者の生活を
改善し、その人たちをサービスと支援の中心に置き、医療と社会福祉のサービスを統合す
ることで、改善とより良い生活の質をもたらすことが BCFの目的であるとしている 1。 
 NHSでは、1948年の設立以降、すべての国民が無償で医療を受けられるようさまざま
な改革を行っている。その一環として医療と社会福祉の統合が取り組まれてきた。現在も、
NHSの改革は、英国政府にとって大きなテーマであり、2015年の総選挙前では、46％が
医療とNHSが重要な問題だと回答している 2。それは、NHSの財政が危機的な状況にあ
ることとも関係している。NHS の資金調達のギャップは、2013/2014 会計年度から
2020/2021会計年度までに 300億ポンドに膨れ上がることが報道されている 3。このよう
に、これまでもコスト面の見直しを継続してきた NHS だが、今後も資金不足に陥ること
が想定されている。このことは、医療と社会福祉の統合を進める要因の一つである。 
 社会福祉は、税を財源として地方自治体によって提供されている。この場合には、利用
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者がその経費の一部を負担する場合もあり得る。地方自治体においても、NHS 同様大幅
な支出抑制を迫られている。英国地方自治体協会（Local Government Association：LGA）
が、2017年 2月 20日に公表した「地方自治体決算への LGAの対応」において、LGAチ
ェアマンの Porter卿は、「社会福祉のための経費を調達するには、2017/2018会計年度に
おいてカウンシル税を増税せざるを得ないことがわかった 4」と述べたうえで、「社会福祉
は、2020年までに少なくとも 26億ポンドの資金調達ギャップに直面することとなり、カ
ウンシル税だけでは対応できない 5」と指摘している。これは自治体全体の資金調達ギャ
ップ 58 億ポンドの 44.8%に相当する。このように、社会福祉の支出は、英国においても
地方自治体の財政難の大きな要因となっている。さらに、LGAは、社会福祉は 2019年ま
でに 40 億ポンドの財源不足が見込まれており、現状維持は現実的でなく、良いケアを調
整し実行することが、イングランドの医療と社会福祉を所管する組織にとって重要な目的
となっていると指摘している 6。医療と社会福祉の統合の取り組みが推進されている背景
には、医療を所管する NHS と社会福祉を所管する地方自治体が財政危機状態にあること
があげられる。 
 財政状況に加えて、他の先進諸国同様、高齢化も重要な問題の一つである。65歳以上お
よび 85 歳以上の人口は、現在よりも増加し、それを支える生産人口は現在よりも減少す
る、いわゆる逆ピラミッド型となることが予想されている。 
 このような課題を克服するため、これまでも地方自治体、NHS それぞれにおいて、経
費削減策を実施するとともに、より効率的な公共サービスを提供するために医療と社会福
祉の統合を進めてきた。1999年医療法（Health Act 1999）第 31条では、医療と社会福
祉、すなわち NHS と地方自治体が連携するためのプール予算が初めて法制化される。こ
の規定は、2006年国民医療サービス法（National Health Service Act 2006）第 75条に
引き継がれ、地方自治体と HNS が、プール予算を活用してジョイント・コミッショニン
グを実施する根拠法となっている。2012年医療・社会福祉法（Health and Social Care Act 
2012）では、NHS内の初期診療トラスト（Primary Care Trust：PCT）が廃止され、CCGs
に再編成され、地方自治体とのコラボレーションを一層進めようとしている。さらに、2015
年 4月 1日からは、BCFが取り組まれている。これらの取り組みの軸となっているのは、
プール予算であり、地方自治体と NHS による資源の有効活用という課題に対する現時点
での最新の取り組みが BCF である。これまでも医療と社会福祉の統合は進められてきて
いるが、BCFで進められようとしている資源のプールは、新たな協働の兆候であるとされ
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ている 7。BCFは、2013年のスペンディング・レビュー8（Spending Review）で公表さ
れた。2013年 12月までに仕組みが確定し、2014年 3月までにすべての地域において計
画が合意された。本章では、BCFについてプール予算の活用を軸に考察する。 
 
Ⅱ より良いケア交付金におけるプール予算の役割 
 
１ サービス利用者中心の医療と社会福祉サービス 
 BCFは、2014年医療法（Care Act 2014）により、2006年国民医療サービス法が修正
されることにより、法律に規定されることとなったものである 9。BCFにより、地域ごと
に CCGs の資金へのアクセスが満たされるように、NHS イングランドは、以下のことを
要求している 10。 
 ① BCFが、国民医療サービス法第 75条により設立された単一または複数のプール予
算に移転されること。 
 ② 健康・福祉増進委員会（Health and Wellbeing Boards：HWBs）が、地方自治体
とCCGsが締結した計画とともに、予算の使用に関する計画に合意すること。 
 
 中央政府の 2015年のスペンディング・レビューでは、BCFに対して、2017/2018会計
年度は 1億 500万ポンド、2018/2019会計年度は 8億 2,500万ポンド、2019/2020会計年
度は 15億ポンドの新たな投資が公表されている。さらに 2017年予算では、2017/2018会
計年度は 11億 1,500万ポンド、2018/2019会計年度は 14億 9,900万ポンド、2019/2020
年度は 18億 3,700万ポンドまで増額されている 11。 
 中央政府は、地方自治体へも BCF のための補助金を交付しており、地方自治体は、こ
の資金をBCFにプールしなければならない。中央政府は、2020年までにさらなる医療と
社会福祉の統合に至るための基準を設けており、BCFによる医療と社会福祉の統合は最終
目標ではなく、2020年へ至るマイルストーンである。 
 保健省（Department of Health：DH）とコミュニティ・地方自治省（Department for 
Communities and Local Government：DCLG）は、BCFのための政策フレームワークを
公表している。また、LGAと NHSイングランドとともに、資料を 2種類公表している。
そのうち、DHほか（2015）は、医療と社会福祉のサービスを調整して供給するために予
算をまとめるためのガイダンスであり、プール予算とリスク共有に焦点があてられている。
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そのうえで、統合モデルは、 
 ① 達成すべきアウトカムを定義する。 
 ② 一つにまとめる予算と共有するリスクについて合意する。 
 ③ サービス提供者とモデルを開発する。 
 ④ 契約を締結し、インパクトをモニタリングする。 
という 4段階のプロセスを経ること、そのうちのいくつかの活動は同時に起きる可能性を
指摘している 12。①から④までのプロセスのうち、①と②が発注者側のプール予算に関係
するプロセスである。地方自治体とNHSは、BCFによって達成すべきアウトカムを定義
し、そのアウトカムを達成するために一つにまとめる予算を特定し、その場合のリスクを
共有する。このプロセスを経て発注の準備が整うことになる。本章が対象としている BCF
におけるプール予算は、このプロセスに関係しているものである。 
 DHほか（2015）は、プール予算の便益（Benefits）について、以下の 4点を指摘して
いる 13。 
 ① 発注者間におけるプール予算は、医療と福祉のサービスの予算の分断を克服し、ジ
ョイント・コミッショニング、共同チーム、ケアの進め方を共有することなどによる
サービスの統合に向けた段階として重要である。 
 ② 調整されたケアが要求する共通のアウトカムに対して、サービス提供者が協力する
ことの基礎となる。 
 ③ 個々の組織の需要よりも、個人の需要に基づいて協力することを支援する。 
 ④ 重複を減らし購買力を強化することで、個人が支出に見あうだけの価値を得ること
につながる。 
 
 ①および②は、効率的な医療と社会福祉のサービスの提供をめざすサービス提供者側に
関するものであり、③および④は、サービス利用者の需要に適合したサービスを効果的に
提供するサービス利用者側に関するものである。 
 
２ BCFの予算および対象 
 BCFは、医療と社会福祉の重複する部分において、切れ目のないサービスの提供をめざ
した取り組みであり、その関係を医療と社会福祉の予算の視点で示したものが図表 7-1で
ある。医療の支出は、全体で 1,006億ポンドであり、松田（2013）が「英国の医療は予算 
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図表 7-1 医療・地方自治体の支出に占める BCF（2015/2016会計年度） 
  出所：DH et al. (2015), p.11. 
 
制となっているため、他の先進国に比較すると国民所得に占める医療費の割合が低くなっ
ている 14」と指摘しているように、わが国と人口一人当たりの医療費を比較すると低い数
字となっている 15。一方で、地方自治体の支出は 500億ポンドであり、そのうち 170億ポ
ンドが社会福祉に対する支出となっている。この医療と社会福祉の重なる部分が地方自治
体と NHS がプール予算を活用して予算を一つにまとめている部分である。この部分は、
53億ポンドであり、医療と社会福祉の統合を一層進めることとなっている。医療と社会福
祉の統合は、地方自治体とNHSによる官官のコラボレーションである。地方自治体、NHS
ともに予算をプールすることを前提とした制度を創設し、交付金を予算化することをとお
して、中央政府により政策的に取り組まれているものである。 
 BCFは、プール予算を使用し、サービス提供者側の効率的なサービス提供に加えて、 
サービス利用者側の需要に適合した効果的なサービスの提供をめざしている。後者は、個
人を中心に置いて、医療と社会福祉のサービスを調整して提供することである。BCFがめ
ざしている医療と社会福祉の統合によるサービスについて、従前との相違を示したものが
図表 7-2である。統合されていない医療と社会福祉のサービスは、同図表の左側のとおり、
個人の周囲に医療と社会福祉のサービスが分断された状態で存在している。医療間の連携、
医療と社会福祉の連携、医療・社会福祉とコミュニティやボランタリー・セクターの連携
が確保されていない状況となっている。人々は、ボランタリー・セクター、かかりつけ医、 
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図表 7-2 BCFによる医療・社会福祉サービス 
出所：DH and DCLG (2017), p.8. 
 
社会福祉のどこに最初に行くべきか、そこからどこに行くべきかが明確となっていない。
それに対して、図表 7-2の右側では、人々はまず、セルフケアに加えてボランタリー・セ
クターのところへ行くこととなる。ボランタリー・セクターで対応できない場合は、コミ
ュニティで社会福祉サービスを受け、さらに医療の必要がある場合は、救急や専門家の対
応を受けることとなる。回復した場合は、再び円の内側へと戻り、在宅でセルフケアの段
階に戻ることが、人々にとっては理想の状態である。しかしながら、再度、ケアが必要に
なった場合は、再び円を外へと向かうこととなる。このように、統合された医療と社会福
祉では、人々がつぎに向かうところ、または戻るところが明確であり、切れ目のないサー
ビスを提供することが可能となる。このことは、重複を削減するなど効率的なサービスを
提供することを可能にすることに加えて、円の中心にいる人々に焦点のあたったサービス
を提供することを可能にしている。 
 
Ⅲ BCFに関するガイダンス等の考察 
 
１ HFMAによるガイダンス 
 英国においても、BCFは制度が創設されて間もないことから、先行研究は見当たらない。
また、わが国においても、先行研究は見られない。英国において、幅広い医療部門におい
て、財務の専門職としての代表的な団体である医療財務管理協会（The HealthCare 
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Financial Management Association：HFMA）が、地方自治体の財務と会計に関する実務
的な業務をサポートすることを目的としている英国勅許公共財務会計協会（Chartered 
Institute of Public Finance and Accountancy：CIPFA）とともに公表しているガイダン
スにより、制度の概要および BCFにおけるプール予算の役割を考察する。 
 
（１）ガイダンスの概要 
 ガイダンスは、はじめに（Introduction）、関連法制と規制（Relevant legislation and 
regulations）、ガバナンスの仕組み（Governance arrangements）、運用構造（Operational 
structures）、財務の仕組み（期中）（Financial arrangements(in-year)）、財務の仕組み（年
度末）（Financial arrangements(year-end)）、保証（Assurance）で構成されている。は
じめにでは、BCF の目的として、「より密接な統合を促進し、患者、サービス利用者およ
び介護者のためのアウトカムを改善する 16」ことがあげられている。また、BCFは、「資
金はプール予算として用意されている。NHS 組織と地方自治体が合意した資源を一つの
ポット（pot）に送り、委託または医療と社会福祉のサービスを提供するために使用するパ
ートナーシップの仕組み 17」である。BCFは、これまでも行われてきた地方自治体とNHS
の連携を基礎としており、資金を一つにまとめるプール予算の活用を強化することで、地
方自治体と NHS のより密接な統合を促進し、そのことにより需要側の患者、サービス利
用者および介護者にとっても、より良いサービスとなることをめざしているものである。 
 これまでも述べてきたように、BCFはプール予算を基礎とした仕組みである。地方自治
体と NHS が、限られた資源を有効活用するため、これまで以上に双方の予算を一つにま
とめ、そこから医療と社会福祉に必要で、かつ双方で合意したサービスに支出することと
なる。2006年国民医療サービス法第 75条は、1999年医療法第 31条を引き継いだ条項で
あり、地方自治体と NHS がプール予算を運用することを可能としている。この規定が、
地方自治体と NHS がプール予算を設立することを可能にしている法律上の根拠である。
また、2006 年国民医療サービス法第 256 条は、医療と地方自治体間における資源の移転
を許容しているが、機能の移転までは許容していない。この時点では、それぞれに機能を
残しながら、相互に支援することが可能となっている。2012 年医療・社会福祉法第 195
条では、HWBsの設立がカウンティ単位で義務づけられ、医療と社会福祉のサービス提供
者を支援し、2006年国民医療サービス法第 75条に基づいて提供されるサービスを促進す
るための助言、支援が求められている。 
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（２）ガバナンスおよび運用に関する仕組み 
 ガバナンスの仕組みについては、「プール予算は、NHSのCCGsと地方自治体によって
創出されるが、法的責任は、NHS では CCGs の統治主体、地方自治体では議会または事
務総長が保有したままとなっている 18」との指摘がある。そして、それぞれのガバナンス
基準や年次ガバナンス報告のガイダンスの要求に従う必要がある。 
 まずは、地方自治体と NHS が、より良いケア交付金の計画に合意することが必要であ
る。そのうえで、予算をプールすることについても、明文化された合意が必要である。合
意後、パートナーが予算をプールすると、プール予算を管理する主体であるホストパート
ナーが選ばれる。英国でヒアリング調査を行ったスウィンドンおよびブライトン＆ホーヴ
では、いずれも地方自治体がホストパートナーになっていた。ホストパートナーは、プー
ル予算全体の会計と監査に責任を持つこととなる。さらに、ホストパートナーは、四半期
ごとに予算をプールした主体に報告をする義務を負っている。 
 
（３）保証の仕組み 
 BCFにおいては、主要な利害関係者は、住民、地方自治体、CCGsである。地方自治体
と CCGsは、法的な組織である各自の統治主体に加えて、HWBsに報告する必要がある、
統治主体とは、NHSイングランド、LGA、DCLGの大臣である 19。図表 7-3は、どの主
体が誰に保証を提供するかを示したものである。メンバーから予算がプールされると、プ
ール予算のホストパートナーは、メンバーに対して保証を提供しなければならない。同時
に、ホストパートナーはHWBsに保証を提供しなければならない。ホストパートナーは、
医療と社会福祉のサービスを提供するため、実際にそれらのサービスを提供する主体に支
払いを行い、サービスの提供主体は、ホストパートナーに保証を提供しなければならない。
ホストパートナー内部では、三つのラインで保証を検討しなければならない。それは、「三
つの幅広いカテゴリーで保証を検討することが有益である。第 1線とは、フロントライン
または事業の運用領域からの保証、第 2線とは、管理活動ごとの監視、それは提供への責
任ごとにわかれているが、組織の管理の枠組みから独立してはいない、たとえば、会計担
当者や 151条担当者の保証、第 3線とは、独立した客観的な保証で、内部監査や外部の主
体を含む 20」段階である。同じ保証と言っても、組織のレベルに応じて検討することが重
要である。 
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図表 7-3 どの主体が誰に保証を提供するのか？ 
     出所：HFMA (2014), p.10. 
 
Ⅳ CIPFAおよび LGAへの現地調査 
 
 筆者は、BCFが取り組まれ始めた 2015年 4月 1日の 2か月前の 2月に、英国勅許公共
財務会計協会（Chartered Institute of Public Finance and Accountancy：CIPFA）のHead 
of standards and financial reportingで、HFMAのガイダンスの策定を支援した Alison 
Scott 氏にロンドンの CIPFA 本部で調査を実施した。また、導入後の同年 7 月に、LGA
の財務首席アドバイザーである Alan Finch氏にロンドンの LGA本部で調査を実施した。 
 
１ CIPFAにおける現地調査 
 CIPFA は、「地方自治体をはじめとする公共部門の財務、会計、監査、コーポレート・
ガバナンスなどに関する会計専門職団体 21」であり、地方自治体と NHSともに対象とし
ている。Scott 氏は、10 年から 15 年前までは、医療と社会福祉は、個別のシステムであ
り連携が行われておらず、病院を退院しても世話をしてくれるところがないため病院にい
ざるを得ない状況であったことを指摘した。その後、医療と社会福祉の統合が進み、最新
の制度がBCFであり、それは体系化された仕組みをめざしているものである。BCFを受
けるためには、中央政府へ計画を提出して了承を得なければならない。CIPFA と HFMA
のガイダンスは、医療と社会福祉の協働のための組織をどのように構築するか、どのよう
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に資金を管理するかの検討を支援することを目的に公表されたものである。 
 BCFは、医療と社会福祉の重複する部分を対象としている。すなわち、高齢者や障がい
者・児を対象とした対人サービスに使用されるものである。異なる主体がプール予算で予
算を一つにするためには、システム上の相違を克服する必要がある。相違の主なものとし
ては、付加価値税（Valued Added Tax：VAT）や予算の繰越金などがある。地方自治体は
決算剰余金を翌年度に繰り越すことができる。しかし、NHS では、ある CCGs が予算よ
り低い支出であっても、その差額を繰り越すことはできない。BCFにプールした予算につ
いては、地方自治体、CCGsのいずれでもホストパートナーになることができるが、繰越
金の関係で地方自治体がホストパートナーになることが一般的である。そのことにより、
プールした資金を失うことがなくなるからである。既存の制度のなかで予算を一つにする
ためには、どちらの制度を使用したほうが総合的に有利なのかを戦略的に検討する必要が
ある。また、プール予算においては保証が重要であるとの指摘があった。これらは当然に
合意文書に含まれるものであり、予算編成の段階からどのような保証が可能なのかを検討
する必要がある。たとえば、同じ資金に対して、地方自治体と CCGsの内部監査を受ける
必要はない。 
 地方自治体と CCGs が予算を一つにまとめて、BCF により医療と社会福祉のサービス
を提供する背景には、高齢者の増加と障がい者・児にかかるコストがあると Scott氏は指
摘している。これらの高齢者や障がい者・児への対応は、まさに医療と社会福祉の重複す
る部分にあたり、この部分の予算を一つにまとめて、効率的にサービスを提供するととも
に、高齢者や障がい者・児の需要にあったサービスを提供することが BCFの目的である。
NHSの改革とともに、地方自治体の財源の厳しさも BCFの背景であると Scott氏は指摘
している。医療と社会福祉の統合が一定程度進展している英国においても、いまだに予算
は中央政府によって管理されており、地域で共有や統合はされていないとのことである。 
 2012年医療・社会福祉法によって法定で設立されたHWBsが、プール予算の管理、モ
ニタリング、支出の意思決定に関して特定の義務を負っている。そして、執行後は中央政
府に対して、予算の目的が達成されたことを確認するため、業績を報告する義務を負って
いる。HWBsは、合理的なフレーワークであり、支出の意思決定だけでなく、執行状況や
業績の改善まで確認する仕組みになっている。HWBsは、少なくともつぎにあげるメンバ
ーで構成されなければならない。①地方選出議員、②ヘルスウォッチ 22の代表者、③各地
域のCCGsの代表者、④自治体の成人向けサービス部長、⑤自治体の子ども向けサービス
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部長、⑥自治体の保健部長、⑦その他 NHS コミッショニング委員会の推薦者である。最
終的に、HWBsはガバナンス構造において説明責任を果たすことが求められる。異なるサ
ービス提供主体が、予算を一つにまとめる場合には、このように意思決定、業績改善、合
同での内部監査および説明責任までの一連のプロセスに責任を負う組織の存在が不可欠で
ある。このような構造があるからこそ、各主体は予算をプールする決定を行うことができ
るのである。ここで留意すべきは、プール予算に対する内部監査は合同で行われるが、外
部監査はプールされた予算に対しては行われず、個々の主体において実施されることであ
る。外部監査は収益計算書に対して行われ、プール予算からの支出は、すべて地方自治体
とCCGsにフィードバックされるからである。 
 
２ LGAへの現地調査 
 2015年 7月の調査時は、5月 7日に 2015年イギリス総選挙が実施され、保守党が勝利
した直後であったため、これまでの保守党・自由民主党連立政権におけるコラボレーショ
ン政策の特徴を確認した。Finch 氏は、デボルーション（Devolution）と BCF を強調し
た。デボルーションは、交通などの政策における複数の地方自治体による広域連携である。
以下、BCFについて、便益と教訓を中心に考察する。 
 
（１）BCFの便益 
 Finch 氏から、LGA の統合ケア部長（Director, Integrated Care）である Andrew 
Webster氏の資料により、BCFの便益と教訓について説明があった。まず、BCFの便益
として、①調整されたアプローチ、②資源の有効活用、③利用者中心の組織化、④週 7日
のサービス、⑤利用者周辺でのスキルの集約、⑥病院へ行く必要の減少、⑦利用者へのよ
り良いアウトカムをあげている。これらの便益をサービスの供給側と需要側で分類すると、
①は供給側の手法に関する便益、②は供給側の資源における便益である。③および⑤は、
供給側の組織やスキルのあり方に関する便益である。④、⑥および⑦は、利用者がより良
いサービスを受けることにつながる便益である。具体的に述べると、調整されたアプロー
チとは、サービスを必要とする一人一人を中心に組織化されることであり、③および⑤と
も関連する。資源の有効活用とは、プール予算を活用することである。これらの供給側の
便益が、需要側の便益である④、⑥および⑦を達成するのである。このような便益の分析
から、BCFは、供給側である地方自治体とNHSが、これまで以上に境界を越えて連携す
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ることで、供給側の支出抑制という便益を達成するとともに、需要側の便益も同時に達成
しようとしている取り組みである。 
 BCFの予算では、2014/2015会計年度において、NHSから社会福祉へ 2億ポンドが追
加で移転されることが決定された。そして、2015/2016会計年度では、プール予算の仕組
みをとおして 38億ポンドが地方における医療と社会福祉に展開されている。38億ポンド
のうち、19 億ポンドは NHS の資金となり、19 億ポンドは、2014/2015 会計年度の資金
に追加された。そして、この 38 億ポンドのプール予算は、使用方法が計画において合意
されている地方のみに支出される。38億ポンドのうち 10億ポンドは、業績に対する支払
いであり達成されたアウトカムとリンクしている。すなわち、合意どおり救急病院の入院
を減少させたかどうかを基礎としている。地方が、資金調達に関して完全な自由裁量をも
つためには、計画されたアウトカムを達成する必要がある。緊急入院の減少が 3.5%未満の
場合、地方は 10億ポンドの差額をNHSに負担しなければならない。 
 資金の全体額 53億ポンドの支出内訳は、救急 3.5％、精神医療 6.1％、コミュニティ医
療 31.4％、慢性疾患 3.9％、初期医療 1.9％、社会福祉 39.1％、その他 14.1%である。コ
ミュニティ医療と社会福祉への支出が多く、引き続き、この二つへの支出が増加する傾向
にある。 
 
（２）BCFからの教訓 
 このようなBCFからの教訓は五つにまとめることができる。 
 ① 触媒（Catalyst）……多くの場所で促進することが、より確立した仕組みにつなが
る（目的の共有） 
 ② みんなのための計画（Plan for all）……病院とかかりつけ医（General 
Practitioners：GPs）の参画と関与の必要性（努力の共有） 
 ③ 金銭問題（Money matters）……リスクが最初に顕在化し、その後、便益が顕在化
することへの対応（リスク管理の共有） 
 ④ 障壁の克服（Overcoming barriers）……ほとんどの地域は促進要因を確信してい
る（シェアードサービスが通常になる） 
 ⑤ 時間の重要性（Times in of the essence）……締め切りへの焦点、年度を越えて安
定した努力の必要性（5年間の関与の必要性） 
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 イングランド全体で、病院とかかりつけ医が参画・関与を伴って促進されることで、よ
り多くの教訓がフィードバックされる。BCFを推進することで、イングランド全体で医療
と社会福祉の統合が促進され、地域がそのことを通常のこととして感じるようになること
がBCFの目標であり、BCFから得られる教訓である。 
 
Ⅴ 二者によるコラボレーションから多者によるコラボレーションへ 
 
 本章では、官官連携として、地方自治体とNHSの CCGsによる医療と社会福祉の統合
を目的としたコラボレーションについて、2015年 4月 1日より取り組まれている BCFを
中心に考察した。BCFからは、以下のような示唆を得ることが可能である。 
 第一は、中央政府主導で進められていることである。この点に関しては、中央集権とい
う罪の部分も存在するが、中央政府が交付金を通じて、地方自治体と NHS の連携を強化
しようとしていることは、BCFの教訓の一つである「多くの場所で促進することが、より
確立した仕組みにつながる」という考え方とも通ずるものである。そして、これまでも地
方自治体と NHS の連携に使用されてきたプール予算の活用強化を中央政府が主導してい
るものである。抽象的に方向性を示すだけでなく、具体的な手法まで示していることが重
要である。また、手法の部分に限定されていることも重要である。英国は、地方自治体の
財源という点においては、中央集権的である。BCFにおいても、地方自治体とNHSの統
合をより進めるという政策的な部分は中央政府主導で行われているが、地方自治体とNHS
が、より密接に統合され、プール予算によりどのような医療と社会福祉を提供するかは、
地方自治体とNHSの明文化された合意によって決定されるのである。 
 第二は、プール予算という予算に関する制度が法的に確立しており、財務管理、監査、
リスク管理などを含んだ総合的な制度であることである。予算管理は、予算編成と予算統
制で構成される。プール予算も、予算編成のみでなく、予算統制を含んだ仕組みとして理
解する必要がある。プール予算には、ホストパートナーなどのマネジメント上の仕組み、
ガバナンスの仕組みが用意されている。しかしながら、地方自治体と NHS には、法的な
責任が残っており、報告すべき主体もそれぞれ異なる。また、利用料を取ることができる
かできないか、わが国の消費税に相当するVATの処理の問題など、地方自治体とNHSで
は、財務、会計および監査などにおいて仕組みが異なる部分が多い。このような仕組みを
調整しながら、予算を一つにまとめる取り組みは、保険制度や税を財源としているという
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大きな仕組みの違いを越えて、わが国の医療と社会福祉の統合を検討するときに、大きな
示唆を有している。また、英国においてはHFMAやCIPFAのような公共部門における財
務管理と会計に関する専門職団体が存在し、適切なガイダンス等を公表していることも重
要な示唆を含んでいる。 
 第 6章および第 7章では、地方自治体とNHSの二者によるプール予算を活用した官官
連携の取り組みについて考察した。VATや報告が必要な主体など予算に関わる制度が異な
るなか、地方自治体と NHS が、時間と労力を要するプール予算によるコラボレーション
を構築している背景には、これまでの医療と社会福祉の統合の取り組みにより築かれた信
頼関係がある。また、地方自治体と NHS という二者のコラボレーションであることも、
両者間に信頼関係を築くことを容易にし、そのことがコラボレーションの成功に寄与して
いるものである。 
 しかしながら、多者間のコラボレーションにおいては、信頼関係を構築することが困難
となる。なぜならば、第 3章で考察したように、コラボレーションに参画するパートナー
には、ベスト・パートナーだけではなく、他人任せ、合理主義者および自分勝手なパート
ナーが存在し、多者間のコラボレーションになるほど、他人任せ、合理主義者および自分
勝手なパートナーが参画している可能性が高まるからである。 
 
 
（注） 
 
1 NHSイングランドホームページhttps://www.england.nhs.uk/ourwork/part-rel/trans-f
ormation-fund/bcf-plan/（2017年 11月 8日最終アクセス）。 
2 Anita Charlesworth, NHS Finances-The challenge all political parties need to face, 
The Health Foundation Briefing, 2015, p.1. 
3 The Guardian, NHS will face £30bn funding gap by 2020, official warns, 5 July 2013. 
4 LGAホームページhttps://www.local.gov.uk/about/news/lga-responds-final-local-gov-e
rnment-finance-settlement（2017年 11月 8日最終アクセス）。 
5 同上ホームページ。 
6 DH, DCLG, LGA and NHS England, How to …bring budgets together and use them 
to develop coordinated care provision, May 2015, p.6. 
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15 わが国は、2015（平成 27）年度の国民医療費 42 兆 3,644 億円（厚生労働省平成 27
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当たりの医療費は 333.3円となる。それに対して、イングランドは、2015/2016会計年度
の国民医療費 1,006億円、同年の人口 54,787千人で、一人当たりの医療費は 183円とな
る。 
16 HFMA, Pooled Budgets and the Better Care Fund, 2014, p.3, para.1. 
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22 2012年医療・社会福祉法により設立された国の機関。医療や社会福祉の利用者の需要、
経験および関心を理解し、代表してそれらを公表することを目的としている。 
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第 8章 地域内コラボレーションの特性と予算の役割 
 
 
Ⅰ 英国公共サービス提供における地域内コラボレーション 
 
 第 6章および第 7章では、官官連携として、地方自治体と国民医療サービス（National 
Health Service：NHS）による医療と社会福祉の統合を目的としたコラボレーションにつ
いて考察した。本章では、官民連携として、連携予算とプール予算を活用し、中央政府の
交付金の受け皿を地域に構築する類型のコラボレーションを考察の対象とする。地域に構
築された地域戦略パートナーシップ（Local Strategic Partnership：LSP）では、中央政
府の交付金がプールされる。また、中央政府と LSPによる地域への公共サービスに関する
合意である地域内合意（Local Area Agreement：LAA）では、中央政府の各省の予算が四
つのブロックにプールされ、そこに政府外公共機関等が連携する仕組みへと進んでいる。
そして、トータル・プレース（Total Place）では、特定の公共サービスに使用されている
予算の流れが複雑となったことから、予算の流れを明らかにしようという取り組みへと進
展した。トータル・プレースは、2010 年 5 月に誕生した保守党・自由民主党連立政権に
より廃止されたが、その考え方は連立政権にも踏襲され、予算を一つにまとめるコミュニ
ティ予算（Community Budget）へと進んでいる。このように、地方自治体、民間部門、
ボランタリー、NPO、コミュニティ、チャリティなどの多様な官民のパートナーが参画す
るコラボレーションにおいては、連携予算とプール予算のどちらを使用するかは、コラボ
レーションの成功に大きな影響を持っている。このような視点から、中央政府の交付金の
受け皿として地域に構築されるコラボレーションにおける連携予算とプール予算の意義と
役割を明らかにすることが本章の目的である。 
 中央政府の交付金をインセンティブに地域における受け皿の構築が推進された背景とし
て、英国における中央政府と地方自治体の財源に関する問題がある。英国では、財源にお
いてはわが国よりも中央集権的であり、そのため、交付金という制度を活用して、中央政
府の資金を地域に移転しているのである。ここで重要なのは、中央政府が使途を制限しな
いということである。地域に交付された交付金の使途を地域で決定するという仕組みをと
おして、地方分権が進展しているのである。このような背景に加えて、英国では、伝統的
にチャリティや NPO などが発達しており、公共サービスが、これらサードセクターを含
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めた多様な主体により提供されていることが要因としてあげられる。 
 中央政府の交付金の受け皿を地域に構築する類型のコラボレーションの変遷については、
断続的ではあるものの 30年近く一貫して取り組まれてきている。すなわち、1990年代の
メージャー保守党政権によるシティ・チャレンジから、ブレア労働党政権による LSP、労
働党政権末期のトータル・プレース、そして保守党・自由民主党連立政権によるコミュニ
ティ予算まで、その制度の根幹には、中央政府の交付金の受け皿を地域に構築するという
仕組みが存在しているのである。 
 これらの制度の基礎となる考えが、ブレア労働党政権によって提唱されたジョインドア
ップ・ガバメント（Joined-Up Government）である。これは、行政のみでなく、民間部
門、ボランタリー、NPO、コミュニティ、チャリティなどのサードセクターにより公共サ
ービスを提供する仕組みである。本章では、第一に、中央政府の交付金の受け皿を地域に
構築するコラボレーションの背景にあるジョインドアップ・ガバメントについて LSP等と
の関係を示す。すなわち、ジョインドアップ・ガバメントの中央省庁の壁を越える考え方、
民間部門やサードセクターとの壁を越える考え方が、労働党政権のコラボレーション政策
に影響を及ぼしていることを考察する。第二に、LSP、トータル・プレースおよびコミュ
ニティ予算における予算の流れを比較検討することで、それまでの中央政府の交付金の受
け皿を地域に構築するコラボレーションの弊害をどのように克服しようとしているかを理
解する。最後に、キングストン・アポン・テムズ王室特別区におけるノービトンでの取り
組みに関するヒアリング調査を踏まえて、2010 年 5 月に誕生した保守党・自由民主党連
立政権により試行されたコミュニティ予算について考察する。 
 
Ⅱ 地域内コラボレーションの背景と変遷 
 
１ ジョインドアップ・ガバメントの推進 
 サッチャー保守党政権およびメージャー保守党政権においても、コラボレーションのた
めの政策を垣間見ることはできるが、コラボレーション政策が積極的に取り組まれ始めた
のは、1997 年 5 月に誕生したブレア労働党政権以降である。その背景として、政府をあ
げてコラボレーションを推進するジョインドアップ・ガバメント政策があげられる。本節
では、ジョインドアップ・ガバメントへ至る経緯と労働党政権によって取り組まれた LSP
等のコラボレーション政策との関係について考察し、その後、予算を一つにまとめるコミ
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ュニティ予算に至るコラボレーション政策の変遷を整理する。 
 
（１）ジョインドアップ・ガバメントへ至る経緯 
 1997 年 5 月に誕生したトニー・ブレア率いる労働党政権のコラボレーションに関する
スローガンの一つであるジョインドアップ・ガバメントへ至る経緯について、Ling（2002）
は、つぎのように整理している 1。1970年代後半に従来型の公共サービスの提供が課題と
され、変革のプレッシャーがあった。その後、1980年代の第一の波では、市場の動向に柔
軟に対応できる分権型の機関を設置する努力が行われた。しかしながら、このことにより
分断がつくられることとなり、1990年代にジョインドアップ・ガバメントが議論されはじ
めたとき、従前の公共サービス提供過程に認識された弱点への対応に加えて、1980年代の
分断の問題への対応も必要となった。 
 1980年代から 1990年代の初頭にかけて、保守党政権は、サービス利用者への関心より
も、単一で内向きの公的部門を打破するため、機関の設置（creation of agencies）、内部
市場（internal markets）、民営化（privatisation）、市場化テスト（market testing）、強
制競争入札（compulsory competitive tendering）などを導入した。これらのアウトソー
シングや執行機関の設置により、国の機能が分散され、個々の組織の目標が全体の目標よ
りも優先されることとなり、複雑な問題に対応するために複数の機関を調整することが、
さらに難しくなったのである。 
 これらの批判を受けて、保守党政権においても単一再生予算（Single Regeneration 
Budget: SRB）が取り組まれた。これは、20の補助金を統合して、1994年に制度化され
たものであり、自治体単独では補助金の受給者となることができず、パートナーシップが
母体となって初めて申請が可能となるものである。これは、コラボレーションを構築する
パートナーが予算を連携したりプールしたりする仕組みではなく、地域に構築した受け皿
に中央政府の予算をプールする仕組みであり、複数年次で包括的に取り組むことが必要な
政策的な課題が補助金の対象であった。すなわち、これまでは中央省庁の縦割で交付して
いた補助金について、地域再生に取り組む地域の計画に対して補助を行うようにシフトし
たのである。このことは、地域においてはコラボレーションの促進の側面を持ち、中央政
府においては、それまでの縦割の解消の側面を持っている。SRBは、省庁間の縦割の克服
と地域における公共サービス提供のための自治体、民間部門、サードセクター等のコラボ
レーションを同時に実現しようとした試みであった。この政策は、1997年に誕生した労働
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党政権においても引き継がれ、第 5 ラウンドと第 6 ラウンドが実施されている。そして、
その考え方は、LSPや LAAにも引き継がれている。 
 1997年の労働党政権誕生により、それまでの保守党政権とは様相が一変する。いわゆる
「困難な問題（wicked issues）」が労働党政権における重要なシンボルとなった。困難な
問題の解決のために取り組まれた社会排除ユニット（Social Exclusion Unit）などの政策
は、一つの機関では解決できない問題を取り扱っているものであった。内閣府は、公共サ
ービス提供の見直しの中心的な役割を果たしており、その戦略の中心には二つの原則があ
る 2。 
 ① 包括性……政策が、前向き、包括的、公正であること。 
 ② 統 合……組織的な構造の違いを越えて、ジョインドアップの方法で、社会が直面
している犯罪、薬物、住宅、環境のような問題に取り組む。 
 
 内閣府の業績＆イノベーション・ユニット（Performance and Innovation Unit: PIU）
が、ジョインドアップ・ガバメントの戦略を所管し、その調整役を果たすとともに、さま
ざまな取り組みを進めた。また、財務省では公共サービス合意（Public Service Agreement: 
PSA）が取り組まれている。このように英国では、1980 年代の保守党の政策により、公
共サービスの執行機関が分断され、全体の目標よりも個々の目標のほうが重視されること
になった。1990年代に、その分断に取り組んだのが単一再生予算であり、労働党政権によ
り、その考え方が一層推進された政策がジョインドアップ・ガバメントであった。 
 
（２）ジョインドアップ・ガバメントの定義 
 ジョインドアップ・ガバメントは、政府の近代化（Modernising Government）をめざ
すブレア政権において、その初期から、公共部門改革の中心的な目標であった。Bogdanor
（2005）は、ジョインドアップ・ガバメントについて、「中央政府の各省庁と機関だけで
なく、幅広い民間、ボランリー団体が一緒になり、組織の境界を越えて、共通の目標に向
けて協働しようとする戦略である 3」と定義している。この定義では、ジョインドアップ・
ガバメントは、二つの類型を含むこととなる。第一は、中央政府の各省庁と機関がその組
織の境界を越えて協働することであり、第二は、それに民間、サードセクターが加わって、
それぞれの組織の境界を越えて協働することである。いずれの場合も、そこには共通の目
標が存在する。 
158 
 
 Ling（2002）は、「サービスが分断されるようになり、この分断が公共政策の重要な目
的の達成を阻害しているという認識に対応してグループとなったもの 4」と定義している。
この認識は 1990 年代半ばから顕著となり、既存組織の個々の活動では、公共政策の主要
な目的が達成されることは困難であり、新しい特別な機関（super agency）をつくること
でも提供することはできないという考えに基づいている 5。それゆえ、特定の公共政策の
目的に向けて、正式に個別組織の活動を連携（align）しようとする。ジョインドアップの
目的は、中央省庁間、中央と地方、部門間（民間、公共、ボランタリー／コミュニティ）
の境界を取り除くことなく、異なる文化、インセンティブ、管理システム、目的を持った
組織が連携するため、組織の境界を越えて活動を調整することである 6。ジョインドアッ
プ・ガバメントは、異なる機関の業務を調整しようとしている意味で、すべての政府が協
働しようとしているものである 7。 
 英国会計検査院（National Audit Office: NAO）は、ジョインドアップについて、複数
の公的、民間、ボランタリー部門が、組織を越えて共通の目標に向かってつながることで
あるとし、三つの形態があることを示している 8。 
 ① 組織の境界を再編する（Realigning organizational boundaries）……二つまたはそ
れ以上の組織の全体または一部が、新しい組織をつくるためにまとまる。 
 ② 公式なパートナーシップ（Formal partnerships）……契約、議定書（protocol）、
枠組みの合意によって協働する。 
 ③ 非公式なパートナーシップ（Informal partnerships）……事業をつなげる（リエゾ
ン）、協議、明文化されていない相互の合意によって協働する。 
 
 そして、協働がどのように公共サービスの改善に役立つかについて、中央省庁の各部門、
機関、ボランタリー組織、民間部門の協働は、次の五つの便益があるとしている 9。 
 ① 中央省庁の各部署は、より幅広い視野により、高齢者や子どもなどの公共サービス
のため、組織横断的なプログラムに貢献する。 
 ② 相互のつながりを支援し、成功の機会を増やすプログラムの設計を推進することで、
薬物乱用、少年犯罪、都心再生のような難解な社会の問題に取り組む。 
 ③ たとえば、24 時間アクセス可能なウェブサイトに統合された総合窓口（One Stop 
Shops）を通じてサービスを提供することや、市民への情報窓口を一本化することに
より、サービスを改善する。 
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 ④ 背景や経験の異なる人々をつなげることで、イノベーションを促進する。 
 ⑤ 重複を取り除き、規模の経済を実現することで、公共サービスのコストの効率性を
改善する。 
 
（３）財務省と内閣府による調整的役割 
 Ling（2002）は、中央政府の省庁間のジョインドアップとの関連において、各省庁は当
然として、財務省と内閣府（特に、公共サービス改革推進室 10（The Office of Public Service 
Reform））がジョインドアップ・ガバメントを推進し達成することに対し、政策立案者と
して特定の責任を有し、包括的な調整役を果たし、リーダーシップを発揮することを指摘
している 11。内閣府は、社会的排除対策（combating social exclusion）など、幅広い分野
横断的な政策を担当し、財務省は、PSAなど公共財務とサービスの全体的な管理の枠組み
を担当している。 
 これらの関係は、共同運用（co-operate）ではなく、財務省と内閣府が調整（co-ordinate）
しているものである 12。調整と共同運用の関係について整理すると、複数の主体が一緒に
なって共通の目的に向けて作業を行うことが共同運用であり、その中の特定の機関が調整
という特定の役割を果たしている場合が調整である。すなわち、一緒になって作業を行っ
ている主体の関係が対等な場合が共同運用であり、主体の関係が対等でなく、そのうちの
一つまたは複数の主体が調整の役割を果たしている場合が調整である。 
 Ling（2002）は、図表 8-1のとおり、ジョインドアップ・ガバメントには四つの側面が
あると指摘している 13。四つの側面の事例は、組織、財務、サービス利用者との関係、業
績測定など幅広い内容を含んでいる。まず、組織面では、組織内部に協働する促進要因が
あり、組織の文化と価値、情報の管理、研修があげられている。これは、中央政府や地方
自治体の内部で、縦割を克服して協働する場合には、それぞれの部門で文化と価値を共有
し、すべての部門が必要な情報にアクセスできるようにすることが重要であることを示し
ている。また、研修は、組織全体の目標を共有するために重要である。組織間では、リー
ダーシップの共有、プール予算、構造の合併、共同チームがあげられている。リーダーシ
ップの共有とは、事務総長（Chief Executive）の共同設置などをさす。 
 プール予算は、予算を一つにまとめて取り組むものである。構造の合併は一つの組織に
なって取り組むことであり、共同チームは、それぞれの組織から選ばれた職員で構成され
るものである。組織間の共同においては、それぞれの組織の文化や風土までを同じにする 
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図表 8-1 ジョインドアップ・ガバメントの四つの側面 
    出所：Ling, T. (2002), p.626. 
 
ことは難しいため、目的や目標を共有することが重要である。事務総長の共同設置による
リーダーシップの共有やプール予算による取り組みは、目的や目標を共有することに非常
に有用である。説明責任とインセンティブでは、共同で説明責任を果たすため、成果目標
の共有や共同で行ったサービス提供に対する業績管理などがあげられている。このように、
ジョインドアップ・ガバメントは、組織、スタッフ、財務面の幅広い取り組みとして認識
されている。 
 
２ 地域内コラボレーション政策の変遷 
 このようなジョインドアップ・ガバメントのスローガンのもと取り組まれたのが、中央
政府の交付金の受け皿を地域に構築するコラボレーションである。2001年には、自由度の
高い包括交付型資金である近隣地域再生資金（Neighbourhood Renewal Fund：NRF）に
より、地域に受け皿を結成させコミュニティ戦略の策定を求め、地域自らが地域の再生を
めざす LSPが導入された。2005年からは、「関連の政府事務所によって代表される中央政
府、地方自治体および戦略的パートナーによって代表される地域の間で、地域戦略パート
ナーシップをとおして地域のための優先順位を定める 14」制度であり、3 年間の地域運営
におけるアウトカムと予算配分が合意される LAA が導入された。すでに述べたように、
LAAには、中央省庁の交付金を四つのブロックにプールし、それらに対して、政府外公共
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機関等が予算を連携する仕組みが構築されている。NRFを地域の受け皿に一つにまとめる
という考え方から、中央政府の交付金をまとめて地域に交付し、それに対して政府外公共
機関等が連携する仕組みへと進んでいるものである。 
 コラボレーション政策の推進により、さまざまな規模のサードセクターが発達し、公共
サービス提供主体の関係が複雑化することにつながった。このような背景のもとで、労働
党政権末期の 2009年には、地域に焦点をあてたトータル・プレース 15という予算制度が
試行されている。トータル・プレースは、2008 年にイングランド北西部のカンブリア県
（Cumbria）で実施された「コーリング・カンブリア（Calling Cumbria）」と呼ばれる新
たなプログラムに起源を持っている 16。試行は、63 の地方自治体、34 の初期診療トラス
ト（Primary Care Trust：PCT）、12の消防機関、13の警察機関を含んだイングランド内
の 13地域 17で行われ、パイロット地域の公共支出は、22億から 220億ポンドとさまざま
で、総額は 820 億ポンドに上る 18。また、13 地域のテーマは、①アルコールと薬物、②
医療と社会保障、③子ども、④犯罪、⑤高コストのコミュニティ 19 、⑥若者と雇用で、そ
れぞれに複数のテーマが設定され、一つもしくは複数の地域で取り組まれている 20。 
 トータル・プレースは、特定の政策に対するサービスとその提供主体を明確にし、業務
と支出の重複を見直すことにより、より少ないコストでより良いサービスを提供するバリ
ュー・フォー・マネーを実現すること、同一の政策における資金が複雑化している問題を
解決するためには、公共サービス提供者が、利用者が真に必要としているサービスを理解
することが不可欠となるため、公共サービス利用者に焦点があたることが特徴である。す
なわち、 
 ① 中央政府（各省庁）、政府外公共機関 21、地方自治体などさまざまなサービス提供主
体により、特定の政策目的に支出されている地域のすべての支出を洗い出す。 
 ② そのことにより、バリュー・フォー・マネーを達成する。 
 ③ その結果、地域に焦点があたり、地域が真に必要としている公共サービスの理解に
つながる。 
 
 このように、トータル・プレースは、地域にあてられる焦点をより鮮明にし、地域に対
する公共サービスのすべての支出、言い換えれば、地域が必要としている公共サービスの
総額を明らかにすることにより、行政の縦割を克服して、公共サービス提供者中心の考え
方から利用者中心の考え方に転換しようとするものである。LSPから LAAへと進むなか
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で、公共サービス提供主体が多様化し、特定の公共サービスを提供する主体が重複するな
ど、公共サービス提供者間の関係が複雑となり、かえって不効率となっていた。このよう
な状況を改善するため、どの公共サービスにどの提供主体が予算を支出しているかを明ら
かにしようとしたのがトータル・プレースである。試行開始後の 2010年 6月には、英国
地方自治体協会（Local Government Association：LGA）から、プレース・ベース予算 22
（Place-based Budget）が発表され、試行の成果として、適切なレベルでの公共サービス
の統合、コミッショニング、規制が可能となり、地域への権限移譲が、より良いバリュー・
フォー・マネーにつながっていることがあげられている 23。 
 
Ⅲ コミュニティ予算の導入 
 
１ コミュニティ予算導入に至る経緯 
 トータル・プレースは、新政権に継承されることなく廃止され、中央政府、地方自治体、
パートナー組織は、2010年包括的歳出見直し（Spending Review 2010）において新たな
アプローチが必要であることに合意し、コミュニティ予算が提唱された。コミュニティ予
算は、公共サービスの断片化や複雑性を減らし、アウトカムを改善し、重複と無駄を減ら
すことを可能にする制度である。その特徴としては、中央省庁からの補助金を、一つの地
域指定口座に集め、複雑な問題を抱える家庭に関する社会問題に取り組むための財源とす
ることにより、当該政策に対して支出される公共支出の総額および資金の流れが透明化さ
れ、バリュー・フォー・マネーが向上することがあげられる。このことからも、コミュニ
ティ予算は、トータル・プレースの考え方を踏襲した制度ということができる。2011年 4
月から、第 1フェーズとして、複雑な問題を抱える家庭に対する試行が 16地域で始まり、
次の段階として、二つの類型のコミュニティ予算の試行が、2011年 12月 21日に公表さ
れている。 
 これまで述べてきた LSP・LAA、トータル・プレース、コミュニティ予算を比較すると、
図表 8-2のとおりとなる。LSP・LAAでは、中央政府のNRFの受け皿として地域のさま
ざまなサービス提供主体がパートナーシップを確立している。LSP を基礎として、LAA
が締結され、その後、地域の自主性がより発揮できるような制度へと変更が行われた。そ
の結果として、地域において、さまざまな公共サービス提供主体が複雑に絡みあうことと
なり、その弊害を解決しようとしたのが、トータル・プレースであり、その考え方を継承 
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して、より地域に焦点をあてたのがコミュニティ予算である。 
 コミュニティ予算は、前政権による LSP、LAA、トータル・プレースなどのパートナー
シップ政策の考え方と、連携予算と 1999年医療法（Health Act 1999）から法整備され活
用されてきたプール予算の考え方を組み合わせ、より大きな権限をコミュニティに移譲し
ようとしているものであり、そのことに最も大きな意義がある。 
 
２ 二つの類型のコミュニティ予算 
（１）近隣レベルのコミュニティ予算と地域全体のコミュニティ予算 
 第 1 フェーズの試行後に、近隣レベルのコミュニティ予算（Neighbourhood-level 
Community Budgets）と地域全体のコミュニティ予算（Whole-place Community Budgets）
の試行が公表された。ここでは、コミュニティ・地方自治省（Department for Communities 
and Local Government：DCLG）の趣意書 24により、二つの類型のコミュニティ予算に
ついて検討する。趣意書とは、パイロット事業に関心を示す地域に対する総合案内書であ
り、コミュニティ予算の概要とともに、近隣レベルのコミュニティ予算については、内容、
考慮すべき事項、パイロット事業のタイムテーブル、地域の選定基準、政府の支援パッケ
ージ等、地域全体のコミュニティ予算については、内容、目的、パイロット事業のタイム
地域・サービス受給者 
地域戦略パートナー
シップ（LSP） 
中央政府 
NRF 
中央政府 
地方自治体 
外郭団体 
パートナー組織 
LSP・LAA 
NRFの受け皿 資金の流れの透明化 
トータル・プレース 
 中央政府 
地方自治体 
外郭団体 
パートナー組織 
コミュニティ予算 
予算のプール 
図表 8-2 LSP・LAA、トータル・プレース、コミュニティ予算の比較 
地域指定口座 
出所：筆者作成。 
総額・流れ・使途等を調査 
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テーブル、選定過程とタイムテーブル、地域の選定基準等を示している。それぞれの記述
の特徴として、近隣レベルのコミュニティ予算では、政府の支援パッケージをあげること
ができる。これは近隣レベルのコミュニティ予算の対象人口が 5,000 人から 25,000 人で
あり、小規模な団体の取り組みが想定されているためである。また、地域全体のコミュニ
ティ予算では、選定過程とタイムテーブルにおけるパイロット事業に関心のある地域を対
象としたワークショップの開催をあげることができる。これは、より広い地域やより多く
のパートナー組織を対象とするためである。 
 趣意書は、市民が政府に求める根本的なことの一つに、良い公共サービスを受けること
があり、どこに住んでいるか、どのような状況かに関係なく、最良のサービスを保証する
ためには、以下の点が考慮されるべきであると述べている 25。 
 ① 選択（choice）……可能な限り、選択を増やす。 
 ② 権限移譲（decentralisation）……権限は、最も下位のふさわしいレベルまで移譲さ
れるべきである。 
 ③ 多様性（diversity）……公共サービスは、さまざまな提供者に開かれているべきで
ある。 
 ④ 公平（fairness）……公共サービスへの公平なアクセスを保証する。 
 ⑤ 説明責任（accountability）……公共サービスについて、利用者と納税者に対して
説明すべきである。 
 
 コミュニティ予算の可能性と適性については、公共サービス提供者が、①協働により、
どのようにサービスがより良く提供されるのか、②どのように提供した資金が管理される
べきか、③どのように自身を体系化するのか、に合意することを可能とし、困難で複雑、
密接に結びついていた問題に取り組む地方自治体、コミュニティ、個人の挑戦を支援する
ことで、単一の組織やサービスによって解決することができる問題よりも、複数の組織に
よる解決策を必要とする問題に適している 26。 
 コミュニティ予算には、次のような新しい裁量（freedom）がある 27。 
 ① すべての公共サービス提供者が、協働し解決策を設計することができる。 
 ② 地域のパートナーが、政府の前提と異なってどのように物事を実施できるかを政府
に説明することができる。 
 ③ 地域が、サービスの再設計を支援するために、資源を柔軟に使用できる。 
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 ④ コミュニティと人々にサービスの影響とコントロールを与えることができる。 
 
 コミュニティ予算の仕組みの特徴として、重要な部分は共通しているが、どのように進
めるかは地域ごとに異なることがあげられる。資金調達では一つの銀行預金口座に予算を
まとめるか資金調達の異なるアプローチをとるかなど、資金内容では、国と地域の予算を
含むか地域の資源のみかなどである。そのほか、パートナーの範囲が異なるなど、ある地
域のコミュニティ予算の提供フレームワークが、ほかの地域に適用することはできない場
合もある 28。コミュニティ予算は、地域が自らの優先順位に基づきサービスを再設計する
制度であるため、制度設計の根幹が大きく異なることはないが、詳細については、地域ご
とに異なっており、ほかの地域にそのまま適用することができないことが指摘されている。 
 近隣レベルのコミュニティ予算、地域全体のコミュニティ予算では、パイロット事業に
おける制度の目的、検証すべき事項、予算の対象、予算モデルなどが異なる。その概要は、
図表 8-3のとおりである。それぞれのコミュニティ予算のパイロット地域の選択基準は、
近隣レベルのコミュニティ予算は図表 8-4、地域全体のコミュニティ予算は図表 8-5 のと
おりである。 
 近隣レベルのコミュニティ予算は、中央政府からコミュニティへ権限を移譲し、公共サ
ービスの予算の使い方をより身近なところで決定できるようにするための制度である。趣
意書では、「連携（aligning）」という用語が使用されている。このことは、予算を一つの
口座にまとめてしまうのではなく、予算の責務と説明責任は各パートナーに残したまま、
予算を連携することをさしている。近隣レベルのコミュニティ予算は、地域全体のコミュ
ニティ予算よりも規模が小さく、非公式的な側面を持っているため、地域において、より
中小のパートナーが参画できることがメリットである。そのため、趣意書においても、連
携予算が想定されているものと考える。 
 地域全体のコミュニティ予算は、一つの大きな地域をベースとした予算で、既存の複数
の地方自治体を含むような規模の大きな地域が想定されており、公式でより大きなまとま
りによる取り組みである。そのための予算モデルとしては、プール予算と連携予算の双方
とも適性があると考えられ、それぞれのケースやパートナーシップの成熟度において、使
いわけられることになる。 
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図表 8-3 二つのコミュニティ予算の比較 
 近隣レベルのコミュニティ予算 地域全体のコミュニティ予算 
検証すべき 
事  項 
コミュニティと近隣レベルまで、
サービスのコントロールと予算を
移譲可能な方法 
公共サービスに関するすべての支出
から構成されるコミュニティ予算の
開発、実行方法 
目  的 中央政府から近隣とコミュニティ
へ権限を移譲する 
公共サービスのすべての資金から構
成されるコミュニティ予算のアプロ
ーチの効果を検証するため、二つの
地域でどのように実行可能であるか
について徹底的に検証する 
推進項目 ・選択 
・権限移譲 
・公共サービス供給の多様性 
・サービスへの公平なアクセス 
・利用者と納税者への説明責任 
 
予算モデル 連携予算 単一予算 
プール予算、連携予算の選択 
出所：DCLG（2011）を参考に筆者作成。 
図表 8-4 近隣レベルのコミュニティ予算の地域選択基準 
最低基準 
１地域 近隣の共通定義は、人口 5,000人から 25,000人の範囲だが、地域の人々
が近隣レベルと認識する範囲であることが重要である。合理的な提案で
あれば、その範囲外でも検討する 
２規模と範囲 初期の提案において、サービスの規模と範囲、アプローチの中核を形成
する資源と予算、達成すべき成果が定義されていること。関心を表明し
ている地域の活動力の違いを考慮する 
３コミュニテ
ィの意見 
コミュニティが表明した意見を反映して、提案が形成されている証拠が
あること（例えば、コミュニティが関わった最近の業務） 
４パートナー
シップの支援 
すべての重要なパートナーの幹部レベルからの参画の表明とパートナ
ーシップの証拠があること 
順位基準（最低基準を満たしたものを順位づけするための基準） 
５熱意 希望を明白に述べていること。コミュニティ、地域住民との協働方法を
変えようとする熱意の程度 
６提供能力 近隣レベルの予算と参加型の取り組みを発展させるため、近隣ベースで
の参画またはガバナンス構造の証拠があること 
７資源利用 パートナーは、従前または現在協働していることの証拠を提供し、自身
の予算とそれらの活用と管理について理解できること。これには、サー
ビスの統合またはジョイント・コミッショニング、選択された近隣にお
ける連携予算とプール予算の実績を含む 
８学習の共有 地域は、どのように他の地域とパイロット事業の学びを共有するかにつ
いて提案するとともに、どのように他のプロジェクトから学びを共有し
たかの証拠を説明すべきである 
出所：DCLG（2011），pp.17-18の一部を筆者が翻訳。 
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図表 8-5 地域全体のコミュニティ予算の地域選択基準 
最低基準 
１地域のまと
まり 
政府は、区域のパターンが多すぎるパイロット事業を避けたい。地域は、
コミュニティ予算がカバーする地域と適正なアプローチである証拠を
説明するよう期待されている 
２規模 地域は、パイロット事業に含まれるサービス、機能、資金、それらが適
用される地域を説明すべきである。パイロット地域が、地域の公共サー
ビスのすべての資金から構成され、単一予算または資源をプールし連携
するための選択肢を記載している運用計画を策定していること 
3aパートナー
シップ 
地域は、パイロット事業において協働するため、すべての重要な公共サ
ービスのパートナーの関与を示すべきである。また、強いパートナーシ
ップが存在することの証拠を提供すべきである。地域は、パートナーシ
ップにおける民間、ボランタリー、コミュニティ部門の役割を特定し、
新しいパートナーと協働するための関与を示すべきである 
3b多地域パー
トナーシッ
プ 
制度への関心を共同で表明する複数の上層自治体は、この地域を基礎と
したパイロット事業の追加的な価値を説明すべきである。このレベルで
提供されたプロジェクトの例を示すことが重要である 
順位基準（最低基準を満たしたものを順位づけするための基準） 
４ビジョンと
成果 
政府は、地域のパートナーが、地域に対する明確なビジョンと成果を持
っていることの証拠を求める。それは、地域ニーズの確かな評価と地域
に何を提供できるかということに基づいている。地域は、計画が現実的
か、パイロット地域がどのように価値を付加し、パートナーがさらなる
抜本的なビジョンと成果を提供できるかを示すべきである 
５意思決定 地域は、パートナーが全体の重要な意思を決定できること、これらの決
定の影響についての証拠を提供すべきである 
６提供能力 政府は、地域にパイロット事業の実施能力がある保証を求める。地域は、
参加している他の政府プロジェクトやパイロット事業、これらがコミュ
ニティ予算のパイロット事業にどのように適合しているか、それらすべ
ての提供の成功のためにどのような能力を持っているかを強調する 
７資源の利用 パートナーは、サービスの統合、ジョイント・コミッショニング、地域
での連携予算とプール予算の証拠を提供すべきである。また、資源利用
と主要なサービスの設計に、どのようにコミュニティを巻き込むかを示
すことができること 
８学習の共有 政府は、パイロット事業からの学習を他の地域と共有することを希望す
る。地域は、どのように他のプロジェクトと学びを共有したかを説明す
べきである 
出所：DCLG（2011），pp.26-27の一部を筆者が翻訳。 
 
（２）二つのコミュニティ予算の試行 
 2013 年 4 月から、それぞれのコミュニティ予算の試行が行われている。まず、近隣レ
ベルのコミュニティ予算は、以下の 12 か所でパイロット事業が行われている 29。その概
要は図表 8-6のとおりである。 
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図表 8-6 近隣レベルのコミュニティ予算のパイロット事業 
No 地   域 分  野 手  法 
１ リトル・ホートン 
（ブラッドフォード） 
若者・スポーツ 社会的企業の創出 
２ ホワイト・シティ 
（ハマースミス・アン
ド・フルハム） 
都市再生 公共サービスの統合 
３ シャード・エンド（バー
ミンガム） 
図書館・若者・コミュニテ
ィ・スポーツ・レジャー 
統治主体の設立 
４ キャッスル・バレ（バー
ミンガム） 
医療 プール予算・コミッショ
ニング 
５ バルサル・ヒース（バー
ミンガム） 
コミュニティの優先順位 プール予算 
６ ハーバー・ヒル・タウン
（サフォーク） 
若者・公共 パートナーシップ組織
の設立 
７ イルフラクーム・タウン
（デボン） 
公共サービス コミュニティ組織・銀行
の設立 
８ ノービトン（キングスト
ン・アポン・テムズ） 
公共サービス 連携予算・プール予算 
９ カウゲート、ケントン・
バー、モンタギュー（ニ
ューキャッスル） 
家庭支援 社会的・物的資産の利
用、社会的企業 
10 シャーウッド（タンブリ
ッジウェルズ） 
家庭への介入 ローカル・センターの設
立 
11 クィーンズ・パーク（ウ
ェストミンスター） 
家庭・子ども・若者 パートナーシップ組織
の設立、プール予算 
12 ポピュラー・ハルカ（タ
ワー・ハムレッツ） 
住民参画、住民の技術の活
用 
単純な資金調達の流れ 
出所：筆者作成。 
 
 DCLGの趣意書とパイロット事業を比較すると、趣意書では近隣レベルのコミュニティ
予算には連携予算が想定されていたが、プール予算も使用されていることが指摘できる。
二つの予算モデルの特性から考えると、プール予算を採用しているバルサル・ヒースなど
は、パイロット事業開始時に、すでにコラボレーションが成熟しており、連携予算を経ず
にプール予算を採用することが可能であったものと考える。分野は、公共サービス全体を
対象にしているもの、特定の公共サービスを対象にしているものが存在する。 
 地域全体のコミュニティ予算のパイロット事業は、四つの地域で行われており、その概
要は図表 8-7のとおりである 30。 
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図表 8-7 地域全体のコミュニティ予算のパイロット事業 
No 地  域 特   徴 
１ トライ・バラ ・サービスの統合と一定規模での運営 
・依存を減らす 
・人々とその地域のための経済的機会を促進する 
２ グレート・マンチェスター ・依存を減らし、成長を支援することを目的とする 
・独自のガバナンスの仕組みで地理的に差別化を図る 
・新しい提供・投資モデルの規模を検証する 
３ エセックス ・大きな二層地域の多様なニーズを満たす 
・統合のレベルと範囲 
・新しい投資モデル 
・カウンティ地域まで都市の扱いを拡大する 
４ ウェスト・チェシャー ・公共サービス改革のための共有ビジョン 
・長期間のサービス需要を減らす 
・経済成長を促す 
・地域性と能力 
出所：筆者作成。 
 
 地域全体のコミュニティ予算は、それぞれの地域の実情にあわせた提案に基づいてパイ
ロット事業が展開されている。トライ・バラは、ロンドンの三つのバラによる取り組みで、
規模の経済を生かした取り組みをめざしている。①家庭、②司法、③健康と医療、④労働
と技能、⑤経済的機会の五つのテーマで 11 のプロジェクトが取り組まれている 31。それ
ぞれのプロジェクトで経費節減額や効果が明記されている。エセックスは、二層制の上層
自治体による取り組みであり、カウンティ 1、ユニタリー2、ディストリクト 12などを含
む広域であることが特徴である。エセックスでは、2019/2020会計年度までに 3億 8,800
万ポンドの純便益があり、そのうち 1億 1,800万ポンドは換金可能な削減である。エセッ
クス全体のコミュニティ予算のプログラムは、①コミッショニングの統合、②成長のため
の能力、③再犯防止、④家庭内暴力の減少、⑤家庭問題の解決、そして、これらのプロジ
ェクトの基礎となる⑥コミュニティの強化、⑦社会投資の 7項目である 32。 
 地域全体のコミュニティ予算の 4パイロット事業は、内容も進捗度も異なる。共通して
いるのは、近隣レベルのコミュニティ予算とは異なり、①再現可能性（replicable）、②大
規模での実現可能性（scalable）、③換金可能性（cashable）が中央政府から求められてい
ることであり 33、今後、パイロット事業の検証を経て、他の地域においても取り組みが進
むことが期待されている点である。 
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Ⅳ ワン・ノービトンの現地調査 
 
 筆者は、2015年 7月 7日に、近隣レベルのコミュニティ予算の 12のパイロットのうち
の一つであるノービトンの所在するキングストン・アポン・テムズ王室特別区でヒアリン
グ調査を行った。キングストン・アポン・テムズ王立特別区は、ロンドンの南西に位置し
ており、北と東では他のロンドン・バラに接し、南と西では、サリーに接している。人口
は、2011年の統計では 160,100人で、ロンドンのなかで最少だが、2011年から 2031年
までに 8.4%の増加が予測されている。 
 ヒアリング調査では、キングストン王立特別区の四つの近隣地域の近隣マネジャー
（Neighbourhood manager）であるバラ南部（South of the Borough）のBally Allen氏、
キングストン・タウン（Kingston Town）のNeville Rainford氏、サービトン（Surbiton）、
のGemma Gallant氏、マルデンズ＆クーム（Maldens & Coombe）のHannah Keates
の 4氏からヒアリングを行った。近隣マネジャーは以下のことに責任を負っている。 
 ① 課題に取り組み、チャレンジし、サービス提供者が責任を持ち続ける適切な方法に
関して、議員を支援し援助する。 
 ② 近隣コミュニティ計画を調整する。 
 ③ コミュニティの参画とエンパワーメントを確立、先導する。さまざまな方法で住民
と事業を巻き込むことにより、地域のニーズにサービスが適合することを保障する。 
 ④ 住民グループ、ボランタリー・セクターと協働することでコミュニティの開発を支
援する。 
 ⑤ パートナーシップを先導し、近隣の優先順位を特定、確定し再生の機会を特定する。 
 ⑥ 近隣委員会を代表して、地域住民の健康増進を改善するプロジェクトに使用される
自由裁量の資金と使い残した予算を管理する。 
 ⑦ 電子ニュースレターの「近隣の問題」、コミュニティの掲示、イベントをとおして、
近隣委員会と近隣レベルでサービス提供に影響する役割を促進する。 
 
１ ワン・ノービトンの取り組み 
 ワン・ノービトンは、中央政府の近隣レベルのコミュニティ予算パイロット事業の一つ
である。ノービトンは、キングストン・アポン・テムズ王立特別区の北西部のキングスト
ン・タウンの南東部に位置しており、人口は 10,000 人である。キングストン・タウンな
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どの 4地域の予算は約 16,000ポンドであるが、地域の裁量で使用できる予算は少ない。 
 キングストン王立特別区は、ワン・ノービトン以前に、地域統合型サービス（Local 
Integrated Service）に取り組んでおり、幅広い地域パートナーの予算、資源とノービト
ンにおけるコミュニティの優先順位をどのように連携できるかという課題を検討してきた。
キングストン王立特別区は、このように地域における実績を有しており、地域統合型サー
ビスと近隣レベルのコミュニティ予算の両方に取り組んでいる国内唯一の自治体である 34。
ワン・ノービトンは、地域統合型サービスを基礎に構築され、そのビジョンは、コミュニ
ティがサービスに対してコントロールと影響を持つことにより、ノービトンのコミュニテ
ィを改善することである。ビジョンを実現するための手法は以下のとおりである 35。 
 ① コンセプトを検証し、サービスの再設計への提案を協働で設計する。 
 ② 中央政府のパイロット事業である地域統合型サービスと近隣レベルのコミュニティ
予算の目的を連携する。 
 ③ 地域レベルへの権限移譲において、ワン・ノービトンの活動をつぎの段階へ進める
ため、コミュニティの優先順位に沿ってパートナーの予算をマッピングしプールする。 
 
 コミュニティ予算の初期段階では、公共の支出範囲をより良く理解するなかで、パート
ナーの予算を可視化することから始めている。すなわち、予算がどのようにマッピングさ
れコミュニティの優先順位と連携することができるのか、地域へどれだけ権限を移譲でき
るか、このことが実務において何を意味するかを検討しているのである。そのために使用
されているのが支出のマッピングである。以下では、支出のマッピングを含むワン・ノー
ビトンの特徴をまとめる。 
 
（１）ワン・ノービトンモデルの特徴 
 ワン・ノービトンにおける近隣レベルのコミュニティ予算に関するパイロット最終運用
計画が 2013年 4月に公表されている。運用計画では、ワン・ノービトンモデルの特徴と
して、①コミュニティの参画、②ガバナンス、③プロジェクトの焦点（サービスの定義）
④支出のマッピング、⑤費用と便益／評価があげられている 36。 
 
コミュニティの参画 
 キングストンでは、1994 年にすでに近隣モデル（Neighbourhood model）が導入され
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ていた。その後、地域統合型サービスに取り組んでいる。ワン・ノービトンは、ローカリ
ズムのプロジェクトとして、コミュニティの参画を増やすことが、ボトムアップで促進さ
れている。コミュニティの参画のために、さらに四つのプロジェクトが開発されている。
第一は、電子民主主義（e-democracy）であり、キングストン・ボランタリー・アクショ
ン（Kingston Voluntary Action）と共同で開発された。これは、オンラインフォーラムを
最大限活用するものである。第二は、キングストン大学プロジェクトで、コミュニティの
参画や社会調査の実施方法を含むスキルをコミュニティとともに開発するものである。第
三は、ワン・ノービトンのためのオフィスの確保である。第四は、サリースポーツセンタ
ーを使用するかどうかをコミュニティで検討することである。 
 近隣レベルのコミュニティ予算は、コミュイティの参画により、コミュニティの優先順
位に基づいた公共サービスを実施しようとするものである。そのため、さまざまな手法で
コミュニティの参画が追及されている。 
 
ガバナンス 
 ワン・ノービトンは、コミュニティの優先順位を満たした公共サービスをコミュニティ
の参画により追求する取り組みである。そのため、ガバナンスにおいても、コミュニティ
の参画は不可欠である。ワン・ノービトンのプロジェクト構造は、図表 8-8のとおり、コ
ミュニティに近い段階から行政に近い段階まで 4段階が存在する。第 1段階は、コミュニ
ティのメンバーがボランティアとして参加しているコミュニティ作業グループ、コミュニ
ティのメンバーの委員長のもと自治体職員とパートナーが出席する行動グループが、自分
たちの公共サービスを検討し行動している段階である。第 2段階は、プロジェクトチーム
とサービス提供者が会議を行い、第 3段階はプロジェクト委員会による管理、第 4段階は、
戦略パートナーシップや近隣委員会などによる管理の段階である。 
 
プロジェクトへの焦点／サービスの定義 
 パイロットの積極的なアウトカムの一つは、パートナー、地方議員およびコミュニティ
の理解が促進され、組織間の調整を改善することでノービトンのより良いアウトカムを達
成しようとしていることである。キングストン・アポン・テムズ王立特別区の地域統合型
サービスは、健康を害することに取り組むことで、医療のアウトカムを改善することが主
要な目標であった。医療のアウトカムは、ノービトンにおける医療に対する一連の苦情を 
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図表 8-8 ワン・ノービトンのプロジェクト構造 
出所：Kingston Upon Thames (2013), p.15. 
 
明らかにした。 
 
予算のマッピング 
 ワン・ノービトンの目的は、コミュニティにサービスへの影響とコントロールを与える
ことによって、生活の質を改善することである。このことは、パートナーの予算をマッピ
ングし、それらをコミュニティの優先順位に直接関係づけること、すなわち、公共サービ
ス提供に関して、コミュニティにより大きな影響を与えることによって達成される。まず
は、ノービトンにおける地域と中央政府の支出のレベルを理解することが課題である。予
算のマッピングは、ノービトンで支出されている予算のうち、特に、保健省（Department 
of Health：DH）や労働年金省（Department of Work and Pensions：DWP）などの予算
規模が大きな分野において、自由裁量の予算がどれくらいあるかを理解することにつなが
っている。そして、地域が活用可能な資源を一つにし、意思決定を可能な限りコミュニテ
ィに移譲することで、コミュニティの公共サービスへの影響がより大きくなり、地域が活
性化するのである。 
 図表 8-9は、予算のマッピングについて示したものである。ノービトンにおいて、住宅、
警察、医療などの公共サービスに使用されている中央政府と地方自治体などの地域の予算
がマッピングされ、法的に提供されなければならないサービスのための予算、コミュニテ
ィの影響の強化につながる予算、コミュニティのコントロールの増大につながる予算に分
類されることになる。 
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図表 8-9 予算のマッピングの仕組み 
   出所：Kingston upon Thames (2012), p.18. 
 
費用と便益および評価 
 パイロットは、減少している資源をコミュニティに直接支出しコミュニティと協働する
ことで変化をもたらそうとしている。重複を回避することで削減を実現し、資源をより効
果的にコミュニティに向けることが可能となる。ワン・ノービトンでは、費用便益分析の
手法を確立している。また、キングストン大学と協働し、非財務の便益と社会的な便益を
特定し測定している。これらは、DCLGのエコノミストから高い評価を得ている。キング
ストン大学の評価は、プロジェクトに客観的な評価を提供するととともに、他での再現可
能性、近隣やバラ全体への拡大可能性を検討するために役立っている。ワン・ノービトン
の重要な目的は、資源が減少するなか、増大するサービスの需要にどのように対応するか
の意思決定の過程へコミュニティが参画することである。キングストン大学は、ワン・ノ
ービトンコミュニティワーキンググループのメンバーへのインタビュー調査などにより、
プロジェクトの構造と目的、特に以下の項目について評価しようとしている。 
 ① パートナーと利害関係者の希望やビジョンの相違 
 ② プロジェクトの社会的便益の可能性、これらの達成のためのパートナーの関与、短
期、中期、長期で測定可能な指標 
 ③ グループ間のコミュニケーションを含むプロジェクト構造を越えたガバナンスと意
思決定 
 ④ コミュニティの提案による協働と参画のモデル 
 ⑤ ワン・ノービトンモデルの拡張性 
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（２）ワン・ノービトンの成果および課題 
 規模の経済により効率性を追求する地域全体のコミュニティ予算と異なり、近隣レベル
のコミュニティ予算は、コミュニティの参画を確保することにより、誰もが意見を聞いて
もらえ、公共サービスに影響を持つ機会が保証され、自分たちに影響する公共サービスの
意思決定に対して、コミュニティが影響を及ぼすことが容易となる仕組みである。 
 ヒアリング調査では、Rainford氏は、これまでの取り組みとは異なり、ワン・ノービト
ンは警察や自治体などが予算を一つにまとめ、コミュニティがその使途の優先順位につい
て、意思決定を行うことができる仕組みであり、ワン・ノービトンの結果として、住民の
つながりとコラボレーションがさらに強化されたことを指摘した。人口が 10,000 人程度
の地域においては、コミュニティが地域への公共サービスの意思決定に参画する仕組みを
確立することは容易であると考える。しかしながら、サービス提供側の予算が分断されて
いて一つになっていなければ、コミュニティが優先順位をつけることが可能な範囲が明確
でないため、コミュニティが意思決定に参画することは困難である。サービス提供側が予
算を一つにまとめることは、コミュニティの優先順位の意思決定において、重要や役割を
果たしているのである。 
 さらに、Rainford氏は、ワン・ノービトンの課題としてつぎの 2点を指摘した。第一は、
警察、医療、教育、福祉、住宅などの予算を一つにまとめるとき、住民が教育の予算を減
らし医療の予算を充実するように主張しても、それを証明することは困難なことである。
第二は、予算を一つにまとめることの困難性である。その要因としては、地方自治体、医
療、警察などの予算を一つにすることの困難性と中央政府の財源が地域に交付されないこ
とがある。近隣レベルのコミュニティ予算のパイロット事業であるワン・ノービトンは、
一つにまとめた予算の優先順位に関する意思決定をコミュニティにまで権限移譲する仕組
みであるが、ヒアリング調査では、予算を一つにまとめる段階に困難性が存在しているこ
とが確認できた。 
 
Ⅴ 地域内コラボレーションにおける二つの予算モデルの役割 
 
１ コミュニティ予算導入の成果 
 英国の公共サービスについては、質が均一でないことから不公平感が存在し、地域のま
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とまりが希薄になっていること、中央政府により、非協働的、非効率的、そして不必要で
高額な公共サービスの縦割がつくり出されていること、その弊害を打破すべくさまざまな
取り組みが行われたが、十分機能している状況にないことが指摘されている 37。この要因
として、第一に、2008 年の世界金融危機以降、ゴールデンルール 38とサステイナビリテ
ィ・ルール 39の適用を一時中断するなど、財政状況が深刻さを増していること、第二に、
国のパートナーシップ政策やサードセクター政策により、中央政府、政府外公共機関、地
方自治体、民間企業、サードセクターなど、さまざまなサービス提供主体が存在する複雑
な構造により、公共サービスが非効率で縦割となっていることが考えられる。 
 このような状況を打破すべく登場したトータル・プレース、コミュニティ予算に通底す
る思想は、地域ベースである。トータル・プレースにおいても、パートナーシップの視点
からの見直しは相当進んでいたが、それに加えて、コミュニティ予算は、パートナーシッ
プとともに、それまで医療と社会福祉の分野等で活用されていたプール予算や連携予算を
組み合わせることで、より地域ベースで公共サービス提供におけるバリュー・フォー・マ
ネーを達成することができる予算制度になっている。 
 二つの類型のコミュニティ予算は、2013 年 4 月から試行されており、その成果は、今
後、評価されるものと考えるが、英国下院コミュニティ・地方自治委員会が、2013年 10
月にまとめた報告書では、コミュニティ予算の便益として以下のことがあげられている 40。 
 ① 経費削減の可能性 
 LGAからの委託によるERNST & YOUNGの報告書では、コミュニティ予算が全国で
実施された場合、5年間で 94億ポンドから 306 億ポンドの経費節減が可能であるとの見
積りが示されている。NAOは、年間の便益を 42億ポンドから 79億ポンドと見積もって
いる。 
 ② 調整（Co-ordination）と支援（support） 
 中央政府の省庁との積極的な関係、特に、中央政府からの職員派遣が見られる。すべて
のコミュニティ予算の地域に職員を派遣することは現実的ではないが、可能なところには
展開されるべきである。 
 ③ 中央政府の各省庁 
 地方自治体と中央政府の省庁との関係、特に保健省、労働年金省との関係が改善されて
いる。 
 ④ コ・デザイン（co-design）とコ・プロダクション（co-production） 
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 DCLGは、コミュニティ予算のコ・デザインが成功するためには、①公開による政策決
定が可能なリーダーシップ、②パートナーが役割と責務に合意すること、③初期段階にお
けるコ・デザインに関する合意の 3点が必要であるとしている。中央政府と地域のパート
ナーの間のコ・デザインとコ・プロダクトは地域全体のコミュニティ予算にとって重要で
ある。 
 ⑤ 関係の再設定（Resetting relationships） 
 地域のリーダーシップとパートナー間の良い関係は、コミュニティ予算にとって重要な
要素である。DCLGは、関係はリセットされると述べている。 
 ⑥ コミュニティ予算と地域の参画 
 経費削減とサービスの改善に加え、コミュニティ予算は、地域の公共サービスにコミュ
ニティが参画するように設計されている。近隣レベルのコミュニティ予算をとおして、住
民同士が効果的に参画する可能性が高まっている。また、コミュニティ予算は、参画のた
めのベスト・プラクティスを共有する機会を提供している。 
 ⑦ コミュニティ予算と成長（growth） 
 コミュニティ予算は、経済成長を促す可能性を持っている。 
 ⑧ 医療とコミュニティ予算 
 コミュニティ予算は、医療関係予算をより柔軟にすることができる。医療と社会福祉は、
統合とプール予算の第一候補である。それゆえ、コミュニティ予算を使用することは、地
域全体のコミュニティ予算の主要な要素である医療と社会福祉の統合と同じく、地域住民
の医療と健康の改善を達成する可能性がある。試行段階とはいえ、中央政府と地域のパー
トナーとのサービスの共同設計をとおして、より効果的、より安価、より統合された公共
サービスが可能であることが示されている。 
 
２ 予算モデルの役割 
 英国における権限移譲には、財源と意思決定の側面が存在する。財源面は中央政府に集
中しており、地方自治体の自主財源であるカウンシル税はわずかにすぎない。この意味で
は、英国は中央集権国家である。しかし、その財源を、使途を限定することなく地域へ権
限移譲することにより、地域のことは地域自らが決定するという点では、地域分権が進ん
でいる。コミュニティ予算は、これらの考え方を推進してきた LSP、LAA、トータル・プ
レースの延長線上にあり、地域に公共サービスや予算に関する権限を移譲し、地域が予算
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の使途を決めるという制度である。そのことを可能としているのは、地域においてボラン
タリー部門、民間部門のパートナーが充実していることである。しかしながら、トータル・
プレース以前の英国では、そのことが公共サービス提供者の乱立と不明確な資金の流れの
原因となるなど、負の面として表れていた。 
 これらの弊害に取り組んだのが、トータル・プレースである。トータル・プレースは、
それまでの取り組みにより複雑になっていた公共サービス提供のための資金の流れを明確
にしようとした取り組みであった。政権交代により廃止となったが、その後の保守党・自
由民主党連立政権により取り組まれたコミュニティ予算は、トータル・プレースの考え方
をさらに進めて、資金を一つにまとめる段階にまで進んでいる。トータル・プレースから
コミュニティ予算に至る一連の改革は、トータル・プレース以前の負の面をプラスの面へ
と転換する取り組みである。 
 予算全体の流れが明瞭になることは、特定の公共サービスに必要な予算の総額を明らか
にすることにつながる。個々のパートナーの焦点は、コラボレーションに参画している他
のパートナーの貢献よりも、特定の公共サービスに必要な予算の総額にあたるようになる。
すなわち、個々のパートナーの焦点は、サービス利用者が必要としている予算の総額にあ
たるようになり、そのことは、サービス利用者の視点が優先されることにつながることに
なる。このように、コミュニティ予算の予算を一つにまとめる仕組みにおいて、連携予算
とプール予算の二つの予算モデルは重要な役割を果たしているのである。 
 
 
（注） 
 
1 Ling, T., ‘Delivering Joined-Up Government in the UK Dimensions, Issues and 
Problems’, Public Administration, Vol.80, No.4, 2002, pp.617-625. 
2 Ibid., p.623. 
3 Bogdanor, V., Joined-Up Government, Oxford University Press, 2005, pp.1-2. 
4 Ling, T., op.cit., p.616. 
5 Ibid. 
6 Ibid. 
7 Ibid., pp.616-617. 
179 
 
8 NAO, Joining Up to Improve Public Services, December 2001, p.1. 
9 Ibid., p.2. 
10内閣府の組織を基礎として、2001年に設立されている。 
11 Ling, T., op.cit., pp.616-617. 
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第 9章 戦略的予算編成の有用性および予算統制と利用者参画の重要性 
 
 
Ⅰ 地方自治体における組織間連携の戦略的予算編成の有用性 
 
１ 本研究の成果 
 本研究は、わが国の地方自治体が、自治体または自治体以外の主体との組織間連携を構
築する際の課題を抽出し、その解決を図ることを目的としている。わが国の地方自治体に
おいては、すでに自治体間連携が取り組まれている。地方自治法には、法人の設立を要す
る公式な仕組みから、設立を要しない簡便な仕組みが規定されている。また、地方自治体
と自治体以外の主体の連携では、民間委託、市場化テストなどの業務に関する取り組み、
指定管理者、PFIなどの公共施設に関する取り組みなどが進んでいる。 
 英国においては、多様な主体による公共サービスの提供が実現している。その理由は以
下のとおりである。 
 ① 1997 年 5 月に誕生したブレア労働党政権が、旧来の社会民主主義路線に、保守党
の市場原理主義を取り入れた第三の道（The Third Way）を選択したことにより、パ
ートナーシップ政策が推進されたこと。 
 ② 英国においては、伝統的にチャリティ、ボランタリー・コミュニティ・セクターが
発達していること。 
 
 政府の方針変更やサードセクターの状況により、特に、ブレア労働党政権以降の 20 年
間において、公共サービスに関するコラボレーション政策が展開されてきたのである。さ
まざまな公共サービス提供主体がコラボレーションを構築する場合、単独の組織で公共サ
ービスを提供する場合に比較して、より複雑なマネジメントの仕組み等が求められる。す
なわち、より統合された予算編成が必要となるのである。英国においては、公共サービス
提供のためのコラボレーションの仕組みが確立している。以上から、英国のコラボレーシ
ョンにより提供されている公共サービスに関する仕組みをとおして、わが国地方自治体の
組織間連携に戦略的予算編成を導入する意義を示すことが本研究の前提である。このよう
な目的を持った本論文の各章の要旨を整理すると以下のとおりである。 
 第 1 章では、1878（明治 11）年の三新法制定（郡区町村編制法・府県会規則・地方税
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規則）、1888（明治 21）年の市制町村制以降の自治体間連携の状況を整理した。具体的に
は、明治、昭和の大合併、平成の合併と合併を選択しなかった地方自治体のために用意さ
れた連携のための仕組みの関係に着目し、現行制度への変遷を整理した。また、策定要綱
または推進要綱により取り組まれてきた広域行政圏計画、定住自立圏構想、地方中枢拠点
都市圏構想および連携中枢都市圏構想の変遷を整理した。これらの整理から、合併後には、
合併を選択しなかった市町村に対する連携のための仕組みが導入されていることが明らか
となった。平成の合併が終了した 2010（平成 22）年 4月 31日の市町村数は 1,727、2016
（平成 28）年 10月 10日現在の市町村数は 1,718であり、わずか 9市町村が減少したの
みである。今後、再び合併の機運が醸成されるまでは、平成の合併後に用意された連携協
約や事務の代替執行および既存制度を活用した自治体間連携が取り組まれていくものと考
える。さらに、考察の結論として、現在の自治体間連携の制度には、 
 ① 地方分権を背景とした国主導の取り組み 
 ② 要綱による取り組みを要因とした体系性の欠如 
 ③ 議会の議決を要する公式な仕組み 
 という課題があることを指摘した。 
 地方自治体と自治体以外の主体との連携については、これまでの取り組みは、地方自治
体の業務が、民営化または民間化されたものであり、尼崎市、横浜市などで取り組まれて
いる行政、民間事業者および資金提供者が連携して社会問題の解決に取り組むソーシャル
インパクトボンドを除くと、地方自治体と自治体以外の主体が、コラボレーションを構築
して公共サービスを提供している事例はほとんど見当たらないという課題を指摘した。 
 第 2章では、自治体会計における予算の意義を明らかにする目的で、企業会計における
予算と自治体会計における予算について、予算の位置づけ、予算の機能、予算の編成、予
算の統制の視点から整理した。その結果、地方自治体の予算では、計画機能、事前統制機
能が最も重要とされている一方で、企業の予算では、事後統制機能が最も重要とされてい
ることを明らかにした。これは、地方自治体においては現在の課題解決が重要であり、そ
のために予算を編成して事業を実施するのに対して、企業では将来の利益が重要であり、
予算はそのための見積りに過ぎないという特性によるものである。 
 企業と自治体の予算の整理を踏まえ、企業と自治体における連携のための予算の比較検
討を試みた。最初に、水平的な関係にある同種の主体が連携する類型として、企業におけ
るグループ経営と自治体における連携中枢都市圏構想を比較検討した。つぎに、垂直的な
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関係にある異種の主体が連携する類型として、企業におけるサプライチェーン・マネジメ
ントと自治体におけるプロポーザル方式業務委託を比較検討した。これらの考察から、本
章の結論として、地方自治体の連携のための予算には、 
 ① 連携のための制度に予算が組み込まれていないこと 
 ② 委託業務において、発注者とサービス提供者の連携の仕組みが存在しないこと 
 ③ 連携主体間のコンフリクトの解決策が用意されていないこと 
 ④ 連携のための管理手法が確立していないこと 
という課題が存在することを指摘した。 
 第 3章では、英国におけるファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークを取
り上げている。このフレームワークは、連携予算とプール予算の二つの予算モデル、コラ
ボ―レーションに参画するパートナーの財務的モチベーションおよびエンゲージメントの
レベルという三つの変数で構成されている。コラボレーションへ参画するパートナーの動
機やエンゲージメントのレベルはさまざまである。財務的モチベーションでは、無私／利
他的な動機から利己主義な動機が存在し、エンゲージメントのレベルでは積極的な関与か
ら消極的な関係が存在する。財務的モチベーションとエンゲージメントのレベルによる四
象限マトリクスにおいては、利己主義な動機で消極的な関係を示す自分勝手、無私／利他
的な動機だが消極的な関係を示す他人任せ、利己主義な動機だが積極的に関与する合理主
義者および無私／利他的な動機で積極的に関与するベスト・パートナーに整理されている。
これらの類型が予算モデルとどのような関係にあるのかを考察することにより、コラボレ
ーションが機能するためには、各パートナーがファイナンシャル・コラボレーションのフ
レームワークを理解したうえで、コラボレーションに参画することが重要であることを示
した。 
 第 4章では、ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークを構成する予算モ
デルの連携予算とプール予算について、それぞれの特性を責務と説明責任の所在や適用時
期・期間の視点から考察した。連携予算は、予算に対する責務と説明責任が各パートナー
に完全に残っていて、コラボレーションの始期や比較的短期のコラボレーションに適性が
あること、プール予算は、予算に対する責務と説明責任はホストパートナーまたは別途設
立した第三者機関に移転しており、成熟した比較的中長期のコラボレーションに適性があ
ることを明らかにした。このような特性から、コラボレーションの成熟とともに、連携予
算からプール予算へと移行することが想定されており、プール予算のほうが理想的な予算
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モデルである。しかしながら、連携予算とプール予算の意義は、優劣の確認にあるもので
はない。リーダーシップ論のコンティンジェンシー理論において、最適なリーダーシップ
のスタイルは唯一無二のものではなく、状況に応じて異なる最適なリーダーシップのスタ
イルが存在するのと同じように、連携予算とプール予算においても、それぞれの予算モデ
ルが出現するための環境条件が異なる。連携予算とプール予算の特性と環境条件を明らか
にするとともに、これらの考察を踏まえて、コラボレーションに適合した予算モデルを選
択することの重要性を示した。 
 第 5章では、連携予算とプール予算の特性から、それぞれの予算がどのようにマネジメ
ントされているかを考察した。連携予算は、法律に基づかない仕組みであり、予算に対す
る責務と説明責任は各パートナーにあることから、各パートナーからの複数のマネジャー
やいずれかのパートナーのマネジャーにより管理されている。英国勅許公共財務協会
（Chartered Institute of Public Finance and Accountancy：CIPFA）が示したパラダイ
ムでは、二つの類型の連携予算が示されており、マネジメントの仕組みが異なることが指
摘されている。それに対して、プール予算は法定による仕組みであり、責務と説明責任は
ホストパートナーまたは別途設立された第三者機関に完全に移転する。そのうえで、プー
ル予算マネジャーが選任され、一つにまとめられた予算のマネジメントを行う。プール予
算のほうが公式な仕組みであることから、健康・福祉増進委員会（Heath and Wellbeing 
Boards：HWBs）によるマネジメントが求められることとなる。さらに、連携予算、プー
ル予算ともに、活用事例の考察をとおして、マネジメントの仕組みを確認した。特に、プ
ール予算については、ロンドン・バラであるサットンにおけるセーファー・サットンでの
考察により、コ・ロケーションなどの成功要因を示した。 
 第 6 章では、地方自治体の官官連携として、国民医療サービス（National Health 
Service：NHS）とのコラボレーションを取り上げた。このコラボレーションは、ジョイ
ント・コミッショニングの形態を取っている。英国においては、医療は税を財源として国
の責任で実施されている。また、社会福祉は、同じく税を財源として地方自治体により実
施されている。1948年に NHSが創設されて以降、NHS改革とともに、医療と社会福祉
の統合を目的とした地方自治体と NHS のコラボレーションが取り組まれている。具体的
には、1999年医療法（Health Act 1999）により、地方自治体とNHSによるプール予算
を活用した取り組みが可能となり、2006年からは医療と社会福祉の重なる部分のサービス
をまとめて調達するジョイント・コミッショニングが取り組まれている。これは、地方自
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治体と NHS が、プール予算によりサービス提供者から、高齢者、障がい者・児、メンタ
ルヘルス等に対する医療と社会福祉が重なる部分のサービスを購入する仕組みである。ス
ウィンドンおよびブライトン＆ホ―ヴでのヒアリング調査を踏まえ、地方自治体と NHS
による効率性を追及した取り組みであるジョイント・コミッシニングにおけるプール予算
の有用性を示した。 
 第 7章では、地方自治体とNHSによる官官連携として、2015年 4月 1日から取り組み
が開始した「より良いケア交付金（Better Care Fund：BCF）」を取り上げた。第 6章で
考察したジョイント・コミッショニングは、地方自治体と NHS が予算を一つにまとめて
サービス提供者からサービスを購入する仕組みをとおして、効率性を追及した取り組みで
ある。それに対して、BCFは、効率性に加えて、公共サービスの中心に患者、サービス利
用者および介護者を配置し、それらの人々の需要に適合した医療と社会福祉サービスを提
供することを目的としている。すなわち、患者、サービス利用者および介護者に対して効
果的にサービスを提供することを追求した取り組みである。BCF によるサービスの目的、
地方自治体と NHS における BCF の予算について考察し、英国医療財務会計協会（The 
Health Care Financial Management Association：HFMA）とCIPFAが公表しているガ
イダンス、CIPFAおよび英国地方自治体協会（Local Government Association：LGA）
でのヒアリング調査を踏まえ、BCFにおけるプール予算の有用性を示した。 
 第 8章では、官民連携として、地域内コラボレーションを取り上げた。英国では、メー
ジャー保守党政権によるシティ・チャレンジ制度以降、中央政府の交付金の受け皿を地域
に構築する類型のコラボレーションが取り組まれている。特に、1997 年 5 月に誕生した
ブレア労働党政権は、パートナーシップによる問題解決を企図した。これらの取り組みに
共通するのは、地域の地方自治体、民間部門、サードセクター等が公共サービス提供主体
として地域戦略パートナーシップ（Local Strategic Partnership：LSP）等を構築し、中
央政府の地域再生資金（Neighbourhood Renewal Fund：NRF）の交付を受け、地域の決
定した優先順位に基づいて公共サービスを提供していることである。LSPのような予算を
法定でプールできる主体、プールできない主体などさまざまな主体が関与する多者間のコ
ラボレーションにおいては、より複雑なマネジメントの仕組みが求められる。多者間のコ
ラボレーションの課題解決については、2010 年 5 月に誕生した保守党・自由民主党連立
政権が導入したコミュニティ予算を通じた考察を行った。 
 第 3章から第 8章における英国の取り組みの考察から、地方自治体における組織間連携
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の戦略的予算編成による課題の解決について、 
 ① コラボレーションにおける体系的な予算モデルの必要性 
 ② ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークの理解の重要性 
 ③ 効率的な公共サービスにおけるコラボレーションの有用性 
 ④ サービス利用者の需要に適合した効果的な公共サービスにおけるコラボレーション
の有用性 
に集約した。以下では、わが国の広域連携制度と英国の予算モデルの比較ののち、これら
がどのように予算編成の戦略性に貢献しているのかについて考察することとする。 
 
２ わが国の広域連携制度と英国の予算モデルとの比較 
 わが国の広域連携のための制度のうち、予算をまとめる制度である協議会、機関等の共
同設置、一部事務組合、広域連合と英国の二つの予算モデルを比較検討する。両国の制度
を対比すると、図表 9-1のとおりである。なお、プール予算は、ホストパートナーまたは
別途設置した第三者機関のいずれかにより管理される。前者をホストパートナー型、後者
を第三者機関型と呼ぶこととする。 
 
図表 9-1 わが国の広域連携制度と英国の予算モデルの対比 
わが国の広域連携制度 英国の予算モデル 
協議会① プール予算－ホストパートナー型 
協議会② ①の部分はプール予算－ホストパートナー型 
それ以外は連携予算 
協議会③ プール予算－ホストパートナー型 
機関等の共同設置 プール予算－ホストパートナー型 
一部事務組合 プール予算－第三者機関型 
広域連合 プール予算－第三者機関型 
   丸数字は、第 1章第Ⅰ節３(1)（10頁）と符合していている。 
   出所：筆者作成。 
 
 両者の比較から考察されるわが国の広域連携制度の課題は二つある。 
 ① 連携予算の仕組みの欠如 
 わが国の広域連携制度と英国の予算モデルを比較すると、わが国のほとんどの制度は、
法人の設立を必要とするかしないかの差異はあるものの、予算を一つにまとめるプール予
算型であることがわかる。唯一、協議会②のケースのみ、それぞれの地方公共団体に予算
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が計上された状態で執行される。ただし、会長が予算執行権の委任を受けて執行するので、
厳密には連携予算とはいえない。 
 それに対して、英国の二つの予算モデルでは、法定の制度であるプール予算に加えて、
連携予算が存在していることが重要である。わが国において、広域連携を検討する際、連
携の実績等がある場合は、予算を一つにまとめる形態の仕組みを採用すればいいが、そう
でない場合、それぞれの予算の責務と説明責任は、各地方公共団体に残しながら連携する
仕組みが必要となる。わが国においては、このような連携はインフォーマルで行われてい
るのが現状である。公式な予算を一つにまとめる制度とインフォーマルな連携の間に、英
国の公共サービス提供のための予算モデルの一つである連携予算の考え方を導入すること
には大きな意義がある。 
 ② サードセクターの育成 
 わが国においても、1995（平成 7）年の阪神・淡路大震災後、ボランティア活動の重要
性が認識され、その後NPO法人の設立が相次ぎ、2017（平成 29）年 9月 30日現在では
51,728法人が認証されている 1。NPO法人はいくつかの類型にわけることができるが、そ
のなかには、事業型に分類できるものがある。これは、寄付金や補助金に依存せず、主に
事業収入によって運営を行っているものである。英国においては、サードセクターが発達
しており、公共サービスの提供主体としての役割を担っている。そのことが、連携予算と
いう制度が開発された背景となっている。今後、わが国においては、公共サービスの提供
主体となり得る事業型のNPO法人の育成が、重要な課題である。 
 
Ⅱ 組織間連携の戦略的予算編成による課題解決 
 
 財政状況が厳しい状況においては、地方自治体は単独組織としても戦略的な予算編成が
求められる。行政の一連の活動は、インプット、アウトプットおよびアウトカムで整理さ
れる。インプットは、どれだけの経費を投入するか、アウトプットは、事業の成果がどれ
くらいだったのか、アウトカムは、住民に対してどれだけの成果をもたらしたのかを測定
するものである。予算は、インプットであり、どれだけの経費を投入するかを数値で表し
たものである。予算編成における戦略性とは、このインプットをどのように意思決定する
かに関わるものである。単独組織における戦略的予算編成とは、一律のシーリングのよう
な手法ではなく、最も適切な資源配分により、効率的で、サービス利用者等の需要に適合
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した効果的な公共サービスを実現することである。地方自治体における組織間連携の戦略
的予算編成においても、効率的で、サービス利用者の需要に適合した効果的な公共サービ
スを実現するという目的は同じであるが、そのための資源が複数の組織からさまざまな形
態で一つにまとめられるということが大きな相違点である。以下では、第 3章から第 8章
までの考察により抽出した戦略的予算編成に重要と考えられる 4項目について、第 1章お
よび第 2章で抽出したわが国の課題と関連づけて考察する。 
 ① コラボレーションにおける体系的な予算モデルの必要性 
 連携予算とプール予算の二つの予算モデルが存在することは、組織間連携における戦略
的予算編成にとって重要である。予算を一つにまとめることが可能な主体は法定されてお
り、これらの主体は、コラボレーションを構築する場合、プール予算、連携予算のいずれ
でも選択することが可能である。それに対して、連携予算は協議により任意に連携する仕
組みである。連携予算とプール予算という二つの予算モデルが制度化されていることは、
第１章で指摘した「要綱による取り組みを要因とした体系性の欠如」、「議会の議決を要す
る公式な仕組み」、第 2 章で指摘した「連携のための制度に予算が組み込まれていないこ
と」、「連携のための管理手法が確立されていないこと」の課題解決につながるものである。 
 また、連携予算とプール予算の二つの予算モデルが存在することは、地方自治体と自治
体以外の主体の「コラボレーションを構築して公共サービスを提供している事例はほとん
ど見当たらない」という課題解決につながるものである。 
 ② ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークの理解の重要性 
 会計学の研究領域の一つとして、行動的管理会計がある。そのなかでも、管理会計の予
算に関するものが行動的予算管理である。これは、予算が利用者の意思決定や行動に及ぼ
す影響、予算の作成者や利用者が予算に及ぼす影響を対象としたものである。予算にはさ
まざまな逆機能が指摘されている。それらを回避するためにも行動的予算管理は重要であ
るとされている。 
ファイナンシャル・コラボレーションのフレームワークは、連携予算とプール予算の二
つの予算モデル、パートナーの財務的モチベーションおよびエンゲージメントのレベルの
三つの変数で構成されている。このうち、エンゲージメントのレベルの積極的な関与と消
極的な関係が行動にあたり、予算モデルと財務的モチベーションは、行動に影響を与える
要素である。このようなフレームワークを理解したうえで、コラボレーションには、自分
勝手、他人任せ、合理主義者およびベスト・パートナーが参画しているという前提で戦略
189 
 
的に予算を編成し、コラボレーションに参画することが求められる。このことは、第 2章
で指摘した「連携主体間のコンフリクトの解決策が用意されていないこと」の課題解決に
つながるものである。 
 ③ 効率的な公共サービスにおけるコラボレーションの有用性 
 コラボレーションにより、公共サービス提供のための予算を一つにまとめることは、 
効率的な公共サービスの提供につながる。それに加えて、実際に公共サービスを提供する
民間部門、ボランタリー・コミュニティ・セクター、チャリティなど多様なサービス提供
者が存在し、サービス提供者間においても、入札に参加するために規模を拡大する合併や
コンソーシアムの形成、主となるサービス提供者が発注者から受注し、それを補助するサ
ービス提供者と連携してサービスを提供する取り組みがある。このように英国においては、
発注者間での組織間連携に加え、サービス提供者間での組織な連携が進展しており、効率
的な公共サービスが追及されている。官官連携のジョイント・コミッショニング、LSPな
どの官民連携は、効率性を追及した取り組みとして整理することができる。このことは、
第 2章で指摘した「委託業務において、発注者とサービス提供者の連携の仕組みが存在し
ないこと」の課題解決につながるものである。 
 ④ サービス利用者の需要に適合した効果的な公共サービスにおけるコラボレーション
の有用性 
 予算を一つにまとめることは、効率的な公共サービスの提供に加えて、患者、サービス
利用者および介護者などのニーズに適合した効果的な公共サービスの提供につながる。特
に、BCFがめざす医療と社会福祉の統合を目的としたサービスは、患者、サービス利用者
および介護者をサービスの中心に配置し、医療と福祉の切れ目のないサービスに取り組ん
でおり、BCFは有効性を追及した官官連携の取り組みとして整理することができる。プー
ル予算には、当該サービスに必要な予算が充足されれば、どのパートナーがどれだけの予
算をプールしたかは問題ではなくなり、サービス利用者に焦点があたるという特性がある。
コラボレーションによるサービス利用者の需要に適合したサービスの提供にとって、プー
ル予算は有用な仕組みである。英国わが国ともに、「地方分権を背景とした国主導の取り組
み」であることは同じであるが、英国においては、よりサービス利用者に寄り添った仕組
みが確立していることから、この課題解決につながるものである。 
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Ⅲ 本研究の総括と課題 
 
 本論文では、英国におけるコラボレーションのうち、サービス提供側の組織間連携の有
用性を考察し、官官および官民の組織間連携により予算を一つにまとめることが、効率的
な公共サービスの提供につながり、さらに、サービス利用者を中心に配置した効果的な公
共サービスの提供に貢献していることを明らかにした。英国では、公共サービスの個人化
（Personalisation）が進んでおり、特に、高齢者、障がい者などの対人サービスにおいて
は個人予算（Personal Budget）制度が導入されている 2。このような取り組みの背景には、
サービス利用者を中心に取り組んできた経緯が存在する。すなわち、連携予算とプール予
算という二つの予算モデルにより、特定の公共サービスに必要な資源を一つにまとめ、サ
ービス利用者に焦点をあてたサービス提供に取り組んできた成果を基礎に、個人化などの
制度が確立されてきたのである。 
 以下では、本研究をさらに進めるうえで重要な二つの視点について述べる。第一は、予
算統制の重要性である。本論文は、予算編成を研究対象としているが、予算管理は、予算
編成と予算統制で構成されている。編成された予算は、モニタリングによる差異分析が行
われ、次期の予算へ活用されることが重要である。わが国地方自治体における予算統制の
ための仕組みは、行政評価である。組織間連携により提供した公共―サービスを評価する
仕組みが必要である。 
 第二は、サービス利用者等とのコラボレーションの重要性である。英国においては、公
共サービスの分析、設計、提供・モニタリングおよび評価の PDCAサイクルのすべての段
階において、サービス利用者等とのコラボレーションが取り組まれている。さらには、サ
ービス利用者等との価値共創に着目した公共サービス・ドミナント・ロジックの研究が進
められている 3。単独組織の場合でも、組織間連携による場合でも、効率的でサービス利
用者の需要に適合した効果的なサービスを提供するためには、サービス利用者等とのコラ
ボレーションは不可欠の仕組みである。 
 これらの仕組みと体系的に取り組むことにより、戦略的予算編成の戦略性は一層発揮さ
れるものであり、今後は、これらを体系的にとらえた実務と研究が求められているものと
考える。 
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（注） 
 
1 内閣府NPOホームページによる。https://www.npo-homepage.go.jp/about/toukei-info/
ninshou-seni（2017年 11月 22日最終アクセス） 
2 個人予算を含む公共サービスの個人化については、山井（2013）を参考にした。 
3 Osborne, S., 翻訳・要約 行正彰夫「講演記録 公共サービスにおけるコ・プロダクショ
ンと価値共創－コラボレーション・アプローチからの展開－」『CIPFA Japanジャーナル』
創刊号、2017年、7-9頁。 
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